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総括研究報告書 

 

研究課題名：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有する者の 

実態に関する研究 （課題番号：H27-身体・知的-指定-001 ） 

  

      研究代表者 市川 宏伸：日本発達障害ネットワーク 理事長 

      研究分担者 

       内山 登紀夫：大正大学心理社会学部 教授 

       井上 雅彦 ：鳥取大学医学系研究科 教授 

       志賀 利一 ：国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 事業企画局研究部長 

       高橋 和俊 ：社会福祉法人侑愛会・おしま地域療育センター 所長 

       田中 恭子 ：熊本大学医学部 特任助教 

       堀江 まゆみ：白梅学園大学こども学部 教授 

       會田 千重 ：国立病院機構肥前精神医療センター 精神科医師 

       小倉 加恵子：森之宮病院神経リハビリテーション研究部 研究員 

       小野 和哉 ：聖マリアンナ医科大学 精神医学教室特任教授 

       田渕 賀裕 ：関東医療少年院 法務技官                                    

                 

研究要旨：知的・発達障害福祉支援施設の現場では、医療・福祉職員の不足、医療と福

祉の連携不足、が指摘されている。一方で連携の重要性は福祉・医療とも認めて

いるが、現状では不十分であることを昨年までの研究で報告してきた。今年度は

3 年目に当たり、福祉における医療の現実の総括的検討を行うとともに、医療利

用者からどう見られているかを検討した。看護学校の教員が知的・発達障害にお

ける教育をどうとらえているか、検討した。昨年度まで行ってきた知的・発達障

害者への健康状態診断、人間ドッグなどにもさらに検討を加えた。昨年度実施で

きなかった、先進国訪問としてデンマークの現状を見学してきた。また、研究参

加者全員で、今後の報告性を話し合った。福祉と医療の連携を密にするための具

体的手がかりの一環となることを念頭に、提言としていきたいと考えた。 
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Ａ．研究目的 

 知的障害・発達障害児者における医療は

量的にも質的にも十分ではない。現状とし

て、福祉施設における医師、看護師の存在

が不十分であることは 28 年度までの報告

で取り上げた。また、知的障害・発達障害

の専門性を有する医師の力量について、29

年度に保護者当事者を対象としたアンケー

トを行った。さらに、昨年実施できなかっ

た先進国の現状把握のための見学を行った。 

昨年度までに行われた研究について、更に

29 年度の動向、方向性について現状把握を

行い、今後の報告性を検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

 ４つの視点から現状調査と方向性の検討

を行った。①福祉と医療の連携の一環とし

て、特に知的障害・発達障害を対象とする

精神科医師についての保護者アンケートを

行った（市川、今井）。一般小児科において

の定型発達児を対象とした「プレパレーシ

ョン」は浸透してきた。発達障害に対する

対応方法については医療現場スタッフにも

あまり周知されておらず、発達障害児への

診療に苦慮しており、対応法の開発を検討

する必要がある（井上）。渡島コロニーにお

ける福祉スタッフの医療的ケアに対する意

識調査も昨年に続いて行った（高橋）。②主

として入院施設を有する、全国児童青年施

設協議会（全児協群）、国立病院機構（国立

機構群）、日本精神病院協会（日精協群）に

おける知的障害・発達障害者への処遇につ

いて検討を行い、約 10 年前に行った調査と

の比較も行った（田淵）。③重度の知的障害

や強度行動障害者施設において、入院に至

るような重大な身体症状の発生頻度や内容、

関連する要因について調べた（田中）。福祉

施設利用者などを対象に、健康度調査を続

行した（志賀）。“知的・発達障害人間ドッ

グ”を実施している杉並区の状況やこれか

ら行おうとしている大牟田市の現状を調査

した（市川、江副、山脇）。④デンマークに

おける知的障害・発達障害児者を対象とし

た、医療・福祉・教育の連携について調査

をした（堀江）。 

 

Ｃ．研究結果 

 ①について、今年度行われた、保護者を 

対象としたアンケート調査では、「精神科医

療への関心が非常に高いこと」、「成人を対

象にした精神科医の質的な差が大きいこ

と」、「児童期の医師から成人期医師への引

継ぎに課題があること」、「精神科医師の役

割に対する親の期待と医師自身の意識には

ズレがあること」、などが指摘された（市川、

今井）。一方で、看護教育の教科書における

福祉の記述はほんのわずかであった（市川、

根本）。発達障害児の診察、処置においては、

家族だけでなく本人への詳しい説明をおこ

なうことが必要であり、特に感覚の過敏性

の強い児に対しては過敏性に配慮をおこな

う工夫が求められるなど、従来の小児科で

の定型発達児への対応とは異なった対応が

必要である。今後、病院スタッフを対象と

したプレパレーション研修プログラムの開

発などの対策が必要であると考えられた

（井上）。高齢化及び医療の高度化に伴って

医療的ニーズが今後さらに高まっていくこ

とが予想され、障害者支援施設における医

療的ニーズの高まりを考慮した新たな体制

整備について検討していく必要がある（高

橋）。②については、全児協群、国立機構群
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および日精協群の３群の比較を行い、診断

ツールや、薬物療法、カウンセリングに著

しい差は認めなかったが、ＴＥＥＡＣＨや

ＡＢＡなど発達障害に対する専門療育の割

合が、国立機構群が多かった。３群の共通

事項として、知的・発達障害患者のニーズ

は高いが受け皿がないというのが現実であ

った。10 年の比較では大きな変化は見られ

なかった（田渕）。③については、知的障害・

発達障害者、強度の行動障害を示す者は、

医療的ケアのニーズは高いが、障害が重い

ほど、入院にはなりにくい傾向がみられた。

それは健康であることを意味するものでは

なく、身体症状の気付かれにくさや入院治

療を行う困難さを示していると考えられた

（田中）。高齢期に達した知的障害者は生活

習慣病のリスクが高まる一方で、認知機能

の衰えが一般老人より早く、自ら訴えるこ

とが少ないため、一層の健康診断が必要で

ある（志賀）。知的障害・発達障害を先進的

に行っている杉並区の病院では、病院全体

のコスト削減の方針により、“障害者人間ド

ッグ”は実施が危ぶまれる状況にあり、そ

の実現が待たれている大牟田市の健康診断

計画も実際の進行が難しい（市川、江副、

山脇）。④のデンマーク見学では、福祉現場

等の見学を行い、抱える問題等について説

明を受けたが、「障害に対する、違和感・差

別感の乏しさ」、「何年も前から行われてい

る支援」、「政府の福祉重視の政策」などが

あり、羨ましく思うとともに、さらなる前

進を諮る必要が再確認された。 

 

Ｄ．考察 

知的障害・発達障害の医療について、3

年目になるが、改めて量・質ともに劣って

いることが推測された。保護者を対象にし

た調査からも、知的障害・発達障害児者を

対象とする成人精神科医の専門性について

は疑問を呈される部分があった。情報が氾

濫する中、医師より情報を持つ保護者もあ

り、医療・福祉・教育に従事する者は更に

知的障害・発達障害を学ぶ必要があると考

えられた。 

 

Ｅ．結論 

ノーマリゼーションという言葉が知られ

るようになって久しいが、知的障害・発達

障害があっても、同等の医療が受けられて

いるだろうか？時間が必要だとは思うが、

「障害があるからこの程度で十分だろう」

という発想がどこかにないだろうか？障害

があるか否かは紙一重であり、社会全体が

知的障害・発達障害があってもなくても受

け入れるようになることが最善と考えられ

た。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１ 論文発表 

市川宏伸  発達障害とは ｐ8-19 「は

たらく」を支える 職場Ｘ発達障害（五十

嵐良雄編）南山堂（東京）Ｈ．29．6．（2017） 

市川宏伸  ｐ267 特別支援教育の到達

点と可能性（柘植雅義＆「インクルーシブ

教育の未来研究会」編）金剛出版（東京）

Ｈ．29．9．（2017） 

遠藤季哉、永吉 亮、市川宏伸 児童医療

機関 発達障害支援の実際 ｐ19-23 支援

の基本から多様な困難事例のへの対応まで
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（内山登紀夫編）医学書院 Ｈ.29．11．

（2017） 

市川宏伸 成人の発達障害－小児期に出来

ること－ 東京都小児科医会報 別冊 36 

57‐60 Ｈ29．11．（2017） 

市川宏伸、小倉加恵子. なぜメンタルヘル

スなのか.子どもと家族のメンタルヘルス.

小児内科. 49 ：639‐644 Ｈ２９．５．

（2017） 

Ichikawa,H.,Mikami,K.,Okada,T.,Yamashi

ta,Y.,Ishizaki,Y.,Tomoda,A.,Ono,H.,Usu

ki,C. and Tadori,Y. Aripiprazole in the 

Treatment of Iritability in Children and 

Adolescents with Autism Spectrum 

Disorder in Japan: A Randomized, 

Double-blind, Placebo-controlled Study 

 Child Psychiatry Hum Dev 48 796-806 

(2017) 

海老島 健、市川宏伸 子供のうつ病に対

する抗うつ薬の使用 臨床精神薬理 21 

107‐110 Ｈ３０．１．（2018） 

Ichikawa,H. Hiratani,M.. Yasuhara,A.  

Tsujii,N. Oshimo,T. Ono,H. and Tadori,Y.   

An open-label extension long-term study 

of the safety and efficacy of 

aripiprazole for irritability in 

children and adolescents with autistic 

disorder in Japan. Psychiatry and 

Clinical Neuroscience 72 84-94(2018) 

市川宏伸 自閉症の支援と医療 ＳＳＫＰ 

みち 92 6-11 Ｈ．30．2．（2018） 

市川宏伸 発達障害の理解と治療 －臨床

で出会う発達障害とその対応― 東京精神

科病院協会誌 別冊 第 31 回東精協学会

特集 31 号 18－21 Ｈ．30．3（2018） 

樋口輝彦、斎藤万比古、市川宏伸、石崎優

子、大谷哲也、小野沢 要 Fluvoxamine 

maleate (SME3110) の小児強迫性障害患

者を対象としたプラセボ対照無作為化二重

盲検比較試験及び非盲検長期投与試験（第

Ⅲ相臨床試験）臨床精神薬理 21 371-385  

Ｈ．30．3．（2018） 

 

2 学会発表等 

市川宏伸 発達障害と医療 墨田区医師会

学術講演会 墨田区医師会（東京）2017．

4.20 

市川宏伸 発達障害の見分け方と対応 第

26回地域精神保健講座 クボタ心理福祉研

究所（東京）2017.5．12 

市川宏伸 発達障害支援法と行政の役割 

山梨県立こころの発達総合支援センター 

研修（山梨）2017．6.14 

市川宏伸 精神科医にとっての生涯教育： 

ベテラン期－生涯教育委員会シンポジウム 

－ 第 113 回精神神経学会（名古屋） 

2017.6．22 

市川宏伸 発達障害のある子ども-気づき

とその対応- 平成 29 年度  精神保健福

祉研修（前期） 東京都社会福祉保健医療研

修センター（東京） 2017．6.26 

市川宏伸 成人の発達障害－小児期にでき

ること 第 105 回東京小児科医会学術講演

会 第 105 回東京小児科医会学術講演会

（東京）2017.6．18 

市川宏伸 深めよう！発達障害に対する理

解と歯科場面における合理的配慮 歯科衛

生士研修会 東京都立心身障害者口腔保健

センター（東京）2017．7.2． 

市川宏伸 発達障害の特性理解 発達障害

支援スーパーバイザー養成研修（東京）2017．

7.25 
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市川宏伸 診断と医療的支援の取り組み方

と留意点 自閉症スペクトラム支援の実践

知をつなぐ 明治安田こころの健康財団

（東京）2017．7.29 

市川宏伸 ＡＳＤ等を巡る最近の臨床的話

題 釧路市小児科診療連携フォーラム（北

海道）2017．7.24 

市川宏伸 発達障害への配慮について考え

る 裁判所職員総合研修所 教官研修（埼

玉）2017．7.26 

市川宏伸 最新医療から見る障害特性 

医療と心理ー発達障害を中心にー 江戸川

区立学校特別支援学級担当教諭専門研修

（東京）2017．7.31． 

市川宏伸 発達障害について 日本カトリ

ック幼児教育連盟 第 60 回教職員研修大

会 （東京） 2017．8.4． 

市川宏伸 発達障害の理解と支援 平成 29

年度管理職のための特別支援教育リーダー

セミナー（愛媛）2017．8.24 

市川宏伸 「親として支援者として、|発達

障害の育ちを支えること」2017 JDDne セミ

ナー in ながの（長野）2017.9．23 

市川宏伸 発達障害への医学的対応 発達

障害・情緒障害教育専修プログラム講義（神

奈川）2017.10．10 

市川宏伸 自閉症スペクトラム障害との関

わりー親として、医者としてー 宮城県自

閉症協会 設立 50 周年記念講演会（宮城） 

2017．10.29 

市川宏伸 発達障害への理解を深めるため

に 埼玉県警察研修（埼玉） 2017．10.17 

市川宏伸 発達障害と社会的課題 南児相

勉強会（埼玉）2017.11．7 

市川宏伸 福祉と医療 日本自閉症協会 

地域サポート事業 in 岐阜 2017.11．11 

市川宏伸 発達障害への理解と現状につい

て 精神科医・小児科医を対象とした発達

障害児・者研修 2017.11．19 

市川宏伸 これからの自閉症支援－ライフ

ステージを通して考える－ 自閉症スペク

トラム講演会（山口）2017．11.25 

市川宏伸 施設における強度行動障害支援

の実際ーいくつかの実践を通してー ネッ

トワーキングフォーラム（青森）2017.11．

30 

市川宏伸 ＡＳＤの状態像についてー臨床

をしていて感ずることー 東京都自閉症協

会50周年シンポジウム第2部 2017．11.26 

市川宏伸 高等学校における困難を抱えた 

生徒への組織的対応について～発達障害医

学の立場から～ 平成 29 年度石川県高等

学校生と指導連絡協議会 2017.12．4． 

市川宏伸 大人の発達障害 事例から学ぶ

職場のメンタルセミナー 大阪中災防 

2017.12．6 

市川宏伸 発達障害の子どもや人々を支援

する ＮＰＯ法人 ファミリーコンサルテ

ィング協会 2017.12．9. 

市川宏伸 発達障害がわかると進むこころ

のバリアフリー 心のバリアフリーシンポ

ジウム（川崎）2017.12．12 

市川宏伸 発達障がいの理解と対応―求め

られる支援― 平成 29年度大田区「発達障

害シンポジウム」2018.1．21 

市川宏伸 子どもの発達障害と医療 第

334 回 岐阜県障害幼児研究会 2018.1．

29． 

市川宏伸 大人の発達障害 事例から学ぶ

職場のメンタルセミナー 中部中災防 

2018.2．5 

市川宏伸 発達障害の特性とライフステー
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ジ 平成 29 年度 東京都発達障害者支援

体制整備推進事業 2018．2.25 

市川宏伸 発達障害の正しい理解とライフ

ステージを通した支援－医師、支援者、父

親として、大切にしてきたこと－ 相模原

市発達障害啓発講演会（神奈川）2018．3.5． 

市川宏伸 大人の発達障害 事例から学ぶ

職場のメンタルセミナー 東京中災防 

2018.3．19 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 

  なし 

 ２．実用新案登録 

  なし 

 ３．その他 

  なし 
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A. 目的 

・ 知的障がい者の健康管理に専門的に関

わる看護師の実態を明らかにする。 

・ 看護師による知的障がい者の健康管理

の専門性のあり方について考察する。 

・支援現場での看護師実態調査について 

・  

 

B. 方法 

調査対象 

東京都社会福祉協議会知的発達部会（以下

知的部会）※の会員施設に従事する看護師( 

看護師の所属が無い場合は健康管理に従事

する支援員) 

 

 

※東京都社会福祉協議会知的部会とは、（１）

社会福祉事業を行う者（２）社会福祉を目的

とする事業及び活動を行う者（３）社会福祉

に関連する事業及び活動を行う者都内と都

外ある知的障害者の支援サービスを行う施

設。東京都内に所在する法人や事業所の他に、

都外施設（東京内に住所がある方を中心に入

所支援を行う都外に所在する施設）も入会し

ており、事業所の所在地は都市部だけでなく

山間部を含む多様な生活環境が含まれる。 

 

C．結果 

（１）基本情報 

回答総数 199 件 

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を 

有する者の実態に関する研究 （H27-身体・知的-指定-001 ） 

 

分担研究報告書 

 

分担研究課題名：知的障害施設における福祉と医療の連携の現状と方向性 

 

研究代表者：市川 宏伸 （日本発達障害ネットワーク 理事長） 

研究分担者：内山 登紀夫（大正大学心理社会学部 教授） 

研究協力者：山本 あおい（社会福祉法人正夢の会 理事） 

研究協力者：根本 昌彦 （社会福祉法人フロンティア いけぶくろ茜の里） 

研究要旨 

知的発達障がい者の支援現場で働く看護師は、支援の現場で医療や健康管理の専門職

として実際に観察や対応を行っている。本調査において、現場の看護師は、給与の安さ、

医師不在による責任の重さ、障がいに関する専門知識不足等に不安を抱えていること、

併せて、支援員との連携が困難で、専門的学びが必要と考え独学している事などの結果

が得られた。知的発達症障がい者の生活の場が地域や就労現場に広がりつつある現在、

支援現場にいる看護師や将来現場に来るであろう看護師の、専門的機能は欠かさざるも

のである。本調査から、今後の支援サービス施策設計の参考をとなりうる、看護師が専

門的に行える支援の必要性や、処遇に関する改善のポイントが一部ながら明確になった。 
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施設形態別内訳 

  成人：入所 69 件・通所 97 件・入所/通

所（併設）12 件。児童：入所 5 件・

通所 11 件・入所/通所（併設） 0 件。

成人/児童（併設）：入所 5 件・通所 0

件・入所/通所（併設） 0 件 

Q1看護師の経験年数における現職場歴に

ついて、入所と通所では雇用形態のうち特に

休日取得形体の違いがある。表にあるように

入所の現職場金属年数が 5 年程度に対して

通所は 10 年近い年数である。このことは、

入所は通年稼働しており不定期な休日取得

になり易いが、通所は土日祝日が休みやすく

希望者が集まり易く継続的に働きやすいと

言えるのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q2 看護師の雇用形態について、通所の非

常勤率が高い。しかし常勤採用も一定数ある

ことから、過去に通所には看護師が居ないケ

ースも少なくない時代からの変化がうかが

常勤率が高い。しかし常勤採用も一定数ある

ことから、過去に通所には看護師が居ないケ

ースも少なくない時代からの変化がうかが

い知れる。詳細な実態については、実際にど

のような業務を行っているかの調査などを

行って行くことで明らかにできると考える。 

 

 

Q5-1 施設看護における困難な点、改善点 

 

 

 

 

 

 

 

（記述式回答）Q5-2 看護師不足解消のた

めの提言（記述式回答）については、保健医

療の最前線にいる看護師の率直な回答が得

られる質問のひとつである。今回は、質問形

式で記述式回答を選択した。この回答（文章）

のすべての中で、課題提起が多かったものと

して、繰り返し使用されたキーワードと同様

の表現を含む文や語彙をカウントし、その繰

り返し回数が多い順に集計した。同時にそこ 

に解説をつけることで結果報告とした。 

① 給与面での不満：40 件 

医療機関との比較において「低賃金」又

はそれに類似した回答のあったケース

 

勤続年数平均比較（入所） 
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である。次いで、「医療的な判断に責任

が重い割に給与が見合っていない」と回

答が次いで多かった。この回答は以下に

記載した医師の不在による不安にも関 

連する回答結果である。 

② 常勤医師不在による不安：39 件 

 「常勤医師が不在のため、傷病に関する

判断や指示に不安を感じる」又はそれに

類似した回答のあったケースである。施

設の看護師は、発熱や怪我の状態に応じ

て判断し通院するのかしないのか、夜勤

者からの電話による相談に対する判断、

医師不在時の指示があるもののそれを

実行するかどうかの判断、施設全体の感

染症対策（イスタンダードプリコーショ

ンなど）の企画運営、等々は、医療機関

の看護師ように常勤医に相談や指示を

受けることや、看護師の上司や同僚に相

談することが福祉施設では環境的に極

めて困難か又は限定的であることが不

安要素になっている。 

③ 支援員との連携が難しい。支援員の健

康管理面での技術不足：30 件 

 「検温や脈拍測定が出来ない（又は不正

確）」「睡眠や排せつの状態観察において、

経時的に一定の尺度を持って、表などを

活用しながら報告する行為などが難し

い」「看護師がアドバイスを行うが、支

援員によって対応の差が激しい」等の記

載があった。 

  支援員の業務は対人援助サービスで

ある。同時に利用者には知的能力障がい

以外にも重複した心身の障がいか配慮

が必要な状態の方が少なくない。それに

対し、支援員は、介護福祉士や保母など

を取得している者も多いながら、施設の

設置基準には支援員の資格条項は設け

られていない。そのことから、健康面で

の観察や対応スキルを持ちえない者も

少なくない。その結果、健康管理のスキ

ルがある支援員の勤務時間帯とそうで

ない場合の、健康管理や疾病の対応方法

にレベルの高低が生じやすく、看護師も

支援員によって専門的関与の度合いを

調整する必要性がある。特に観察や対応

方法を指示する場合に、支援員が、出来

る、出来ないに関連したトラブルも発生

しやすい。そのようなトラブルにおいて、

看護師が少数派のため意見が通らずに

辛い思いをしたと、コメントした回答者

も散見した。 

以上に関連し、件数は少なかった（5

件）ものの、看護師は通院や処置が必要

ないと判断したが、支援員又は管理者が

反する指示をだされたケースや、感染対

応の指示を行ったものの、信用されず実

施されなかったケースを訴える回答者

がいた。 

その他の意見を紹介しておく。利用者

の状態把握が難しい：27 件。施設看護

業務の理解を広めるためには看護教育

カリキュラムに導入が必要：25 件。施

設の看護業務マニュアル（標準業務の規

定）が無く業務範囲や組織のポジション

が不明瞭：25 件。利用者に(対する医療

機関の診療拒否がある：16 件。施設で

働いているとスキルが低下する：9 件。 

 

D．考察 

 看護師の多くは医療機関で働いた経験が

ある。また、養成校のカリキュラムも医療機

関での即戦力の養成することを第一目的と
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している。看護師は医療機関で、医師の指示

のもと、チームで判断や看護行為を行ってい

る。しかし、福祉施設の看護師は日々医師の

いない、看護師の同僚も少ない、他施設の仲

間との情報共有の場も少ない環境に従事し

ている。その結果、業務上の方向性を見失い

やすく技術的にも精神的にも不安定な状況

で働いていることがアンケートの文面から

読み取れた。給与についても、医療機関に比

較して低いと考える看護師が多いようであ

る。しかし先に述べたように、医療機関との

労働条件があまりにも違いがあることから、

単純比較で高いか低いは判断できない。施設

における看護師の労働をどのように評価す

ればよいのかについては、施設サービスの中

で看護師が行うサービスの寄与度や、専門資

格が持つ業務独占行為の必要性等を含めた

責任の程度などの、多角的な検証が必要であ

る。 

休暇取得については、少人数職場で一定の

ルーティンワーク（特に定時薬※関連の業

務）を抱えている関係上、当然休みにくい環

境にあると言えよう。施設サービスの多様化、

社会福祉施設の専門的サービス提供の更な

る向上など、喫緊の課題のなかで医療面での

サービスにはどの程度のマンパワーが必要

なのかについても検討も必要と思われる。 

本研究の限界 

 記述された内容は、質的分析が行えていな

い。また、全国の看護師に対する調査が必要

であると考える。 

 

E. 地域や施設で提供される医療的なサービ

スの拡充は、障害児者施設利用者にとって大

きな貢献となる。本アンケートは、知的障害

者の医療に関わる看護師や支援員の基本的

部分の調査であった。今後も引き続き調査予

定である。 

 

F．健康危険情報 

なし 

 

G．研究発表 

なし 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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開発センター紀要第』（2016）（13）、41-56 
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            平成29年度厚生労働行政推進調査事業補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有する

者の実態に関する研究 （H27-身体・知的-指定-001 ） 

 
 

分担研究報告書 

 
分担研究課題名：社会福祉法人侑愛会の入所施設における医療的ニーズに関する調査（第 4報） 

        ～医療機関の利用状況～ 
 

研究分担者：高橋 和俊 （社会福祉法人侑愛会 おしま地域療育センター 所長） 

研究協力者：祐川 暢生 （同 侑愛荘 園長） 

 中野 伊知郎（同 星が丘寮 園長） 

 高橋 実花 （同 発達障害者支援センターあおいそら 医師） 

 大場 公孝 （同 理事長） 

 

 

A.研究目的 

 我々は昨年度、社会福祉法人侑愛会の 8か所

の入所施設（障害者支援施設）を対象に、入所

者 444 名の医療的ニーズに関する調査を行い、

高齢化と医療の高度化に伴って、医療的ケア、

薬物療法、医療機関の利用など、医療の必要性

が施設運営に大きな影響を与えている実態を

明らかにした 1)。その中で、医療機関の利用に

ついては、外来受診は一施設当たり一日 5.3 名、

入院は入所者一人当たり年間 1.27 日と高頻度

であった。 

 今回、医療機関の利用に関して、その詳細及

びそれらと関連する因子について分析を行っ

た。 

 

B.研究方法 

 対象は、平成 27 年 4 月 1 日現在で、社会福

祉法人侑愛会の運営する 8 か所の障害者支援

施設で生活している 444 名（男 292 名、女 152

名）である。 

 これらの人たちについて、性別、年齢、Body 

Mass Index (BMI)、知的障害区分、障害支援区

研究要旨 

社会福祉法人侑愛会が運営する 8か所の障害者支援施設で生活している 444 名（男 292 名、女 152

名）を対象に、医療機関の利用状況に関する調査を行った。1 年間の外来受診総回数は 15,589 回

で、1 施設あたり平均 1 日 5.3 人回、利用者 1 人あたりの平均は年 35.1 回であった。3 年間の全

入院日数は 1,712 日で、1施設当たり年間 71.3 日、利用者 1名あたり年間 1.29 日であった。入院

に付き添いが必要だったのは全日数の 32.1%で、知的障害が重くなるほど付き添いが必要となるこ

とが多くなっていた。家族が付き添いをした日数は全体の 88%、施設職員の付き添いは 25.3%（重

複回答あり）であった。外来受診回数及び入院日数は医療的ケアを受けている場合に有意に多く、

総薬剤数は外来受診回数と高い相関があった。外来受診回数は年齢と弱い正の相関を示し、ADL と

は弱い負の相関を示していた。入所施設においては利用者の医療の必要性が高く、施設運営にも影

響を与えていると同時に家族にも負担を強いる結果となっていることが裏付けられた。また、高齢

化及び医療の高度化に伴って医療的ニーズが今後さらに高まっていくことが予想され、障害者支

援施設における医療的ニーズの高まりを考慮した新たな体制整備について検討していく必要があ

るものと考えられた。 
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分、主診断名、合併症、日常生活動作 (ADL)、

受けている医療的ケアとその種類、薬物療法の

有無と使用薬剤数、薬剤名（商品名）、過去 1年

間の医療機関の外来受診（科名と受診回数）、

過去 3年間の入院（科名と入院日数）等につい

て 1次データベースを作成した。 

 1 次データベースは、セキュリティーの確立

している商用データベース（サイボウズ

kintone）を使用して構築し、データ入力は入

所施設ごとに任命された 1～数名の入力担当

者が行った。この 1次データベースから個人情

報を除いた 2次データベースを作成し、解析を

行った。 

 統計解析はオープンソースの統計解析言語

「R」を用いて行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 個人情報保護のため、各施設の入力担当者は

自施設のデータのみを閲覧できる設定とし、集

計を担当する研究分担者及び研究協力者のみ

がすべてのデータを閲覧・編集できる設定とし

た。入力終了後、研究分担者が個人情報を削除

した 2 次データベースを作成し個人が特定さ

れない状態で解析を行った。 

 

C.研究結果 

 調査時の年齢は 18.3 歳から 90.2 歳、中央

値は男 45.3 歳、女 50.5 歳であった。知的障害

区分は最重度（IQ 20 未満または測定不能）154

名（34.7%）、重度（IQ 20～34）144 名（32.4%）、

中等度（IQ 35～49）110 名（24.8%）、軽度（IQ 

50～69）26 名（5.9%）、不明 10 名（2.3%）で

あった。知的障害区分ごとの年齢の中央値は、

軽度 54.4 歳、中等度 51.4 歳、重度 45.6 歳、

最重度 42.6 歳と、知的障害が重くなるほど年

齢は下がる傾向があり、統計的には軽度と中

等度では有意差は見られなかったものの、そ

の他は隣り合った区分の間で有意差がみられ

図 1 診療科別外来受診回数（過去 1年間） 

図 2 診療科別入院日数（過去 3年間） 
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ていた（Mann-Whitney 検定）。 

 図 1 に過去 1 年間（平成 26 年 10 月 1 日～

平成 27 年 9 月 30 日）の医療機関外来受診回

数（入院となった場合を除く）の合計を診療科

別に示す。年間の受診総回数は 15,589 回で、

1施設あたり平均 1日 5.3 人回、利用者 1人あ

たりの平均は年 35.1 回であった。診療科別に

みると精神科・心療内科が最も多く、次いで内

科、皮膚科の順であった。 

 図 2 に診療科別の入院日数の合計を示す。

全入院日数は 1,712 日で、1 施設当たり年間

71.3 日、利用者 1名あたり年間 1.29 日であっ

た。診療科では内科が最も多く、次いで精神科、

整形外科の順であった。 

 図 3 に入院時の付き添いの有無とその合計

日数、図 4 に入院時の付き添いの有無とその

日数を診療科別に入院日数全体の割合として

示した。付き添いが必要だったのは全体の

32.1%とほぼ 1/3 であった。診療科別にみると、

産婦人科、神経内科、形成外科、歯科・口腔外

科、小児科、耳鼻咽喉科は付き添いが 100%で、

反対に精神科・心療内科、リハビリテーション

科、皮膚科は付き添いが 0%だった。入院日数

の最も多かった内科は付き添いが 6.4%と少な

く、整形外科は 56.7%で付き添いありとなしの

日数がほぼ同数だった。 

図 3 入院時の付き添いの有無とその合計日数 

（過去 3 年間） 

図 4 入院時の付き添いの有無 

（診療科別日数割合） 

図 5 付き添いをした人の種別と日数 
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 図 5 に入院時に付き添いをした人の種別と

その日数を示す。家族が付き添いをした日数

は全体の 88%、施設職員の付き添いは 25.3%で

あった。 

 表 1 に知的障害区分ごとの付き添い率を示

す。知的障害が重くなるにつれて付き添い率

は明らかに高くなっていた。 



16 
 

 図 6～11 は、年齢、ADL（Barthel Index）、

医療的ケアと、外来受診回数、入院日数との関

係を見たものである。外来受診回数は、年齢と

弱い正の相関を示し、ADL とは負の弱い相関を

示していた。入院日数も同様の傾向があるよ

図 6 年齢と外来受診回数との相関 図 7 年齢と入院日数との相関 

図 8 ADL と外来受診回数との相関 図 9 ADL と入院日数との相関 

図 10 医療的ケアと外来受診回数 

p=0.428 p<0.001 

図 11 医療的ケアと入院日数 

p=0.879 p<0.001 
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うに見えるが明確に相関があるとは言えない

結果であった。医療的ケアは今回も以前の調

査 1)同様、①医療的ケアを受けていない場合

（「なし」）、②医行為には当たらないがそれに

準じるケアを受けている場合（「その他」）、③

明らかな医療的ケアを受けている場合（「あ

り」）の 3つに分けて検討したが、明らかな医

療的ケアを受けている場合には統計的有意差

をもって外来受診数が多くなり、入院日数は

長くなっていた（Mann-Whitney 検定）。図には

示さなかったが、BMI 及び知的障害区分は外来

受診数、入院日数ともに関連性は認められな

かった。 

 図 12 及び図 13 は、内服薬、外用薬を含めた

総薬剤数と外来受診回数、入院日数との相関

を見たものである。総薬剤数と外来受診回数

の間には高い正の相関があり、総薬剤数と入

院日数は同様の傾向が伺われるものの明らか

な相関は見られなかった。 

 表 2 に以上のまとめを示す。外来受診回数

と入院日数の両方と明らかな関連性が認めら

れたのは医療的ケアの有無であり、加えて総

薬剤数は外来受診回数と高い相関があった。

知的障害区分、BMI は外来受診回数、入院日数

のいずれとも相関は見られなかった。ただし、

知的障害区分に関しては、対象となった利用

者の特徴として知的障害が重くなるほど年齢

が低くなる傾向があったことから、年齢を補

正して比較すると異なる結果となる可能性も

ある。 

 

D.考察 

 今回の結果から、障害者支援施設（知的障害

入所施設）においては医療機関の外来受診回数、

入院日数ともに多く、施設運営に影響を及ぼし

ている実態が明らかになった。昨年度行った施

設職員に対するアンケート調査 2)でも医療機

関受診の多さを負担に感じている職員が多か

ったことから、現状の人員体制や職員構成の中

で解決していける状況ではなくなってきてい

ることが伺われる。さらに、医療的ケアを受け

ている場合には外来受診回数、入院日数ともに

有意に多くなり、年齢及び ADL は外来受診回数

との相関が認められたことから、今後、高齢化

及び医療の高度化に伴い、施設入所者の医療依

存度はさらに上昇していくことが予想される。

これらの状況を考え合わせると、入所施設を巡

る制度設計や人材育成について早急に見直す

べき時期に来ているものと考えられる。 

 入院についてはいまだに付き添いを求めら

れることが決してまれでなく、そのような場合

には家族の負担が大きいことが示された。特に

知的障害が重いほど付き添いを求められる傾

向があることは、現在の医療制度が重い障害の

ある人たちへ必ずしも十分な医療を提供でき

るとは限らない現状を示している。前述のよう

に、今後の高齢化の進展に伴い、施設入所者の

みならず医療を必要とする知的障害のある人

たちの数は増加していくものと思われ、医療の

現場でそのような人たちをどのように受け入

れていくのか、本人・家族にとっても、医療に

とっても、入所施設を含む福祉施設にとっても、

図 12 総薬剤数と外来受診回数 図 13 総薬剤数と入院日数 
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負担が少なく効果的に医療を提供できる制度

設計や体制整備が求められているといえる。 

 

E.結論 

知的障害のある施設入所者は、医療機関の外来

受診、入院ともに多く、施設運営に影響を及ぼ

していると同時に家族に負担を強いる結果と

なっている。今後、高齢化や医療の高度化に伴

って医療への依存度がさらに高まる可能性が

高く、障害者支援施設における医療的ニーズへ

の対応について、現状への対応のみならず将来

を見据えた新たな制度設計や体制整備が求め

られている。 

 

F.健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

高橋和俊「障害者支援施設における医療的ニー

ズに関する調査」第 120 回日本小児科学会学術

集会（平成 29 年 4 月 14 日～16 日）一般演題

（ポスター発表） 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

＜参考文献＞ 

1) 高橋和俊他「社会福祉法人侑愛会の入所施

設における医療的ニーズに関する調査（第1

報）」厚生労働科学研究費補助金障害対策研

究事業「医療的管理下における介護及び日

常的な世話が必要な行動障害を有する者の

実態に関する研究」平成 27 年度総括・分担

研究報告書 pp 15-24（2016） 

2) 高橋和俊他「社会福祉法人侑愛会の入所施

設における医療的ニーズに関する調査（第2

報） ～職員アンケート調査から～」厚生労

働科学研究費補助金障害対策研究事業「医

療的管理下における介護及び日常的な世話

が必要な行動障害を有する者の実態に関す

る研究」平成 28年度総括・分担研究報告書

pp 9-19（2017） 
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表 1 知的障害区分ごとの付き添い率 

 

知的障害区分 

付き添いの有無 

（入院回数） 付き添い率（%） 

あり なし 

軽度 1 7 12.5 

中等度 5 19 20.8 

重度 11 24 31.4 

最重度 17 10 63.0 

不明 0 2 0 

 

 

表 2 外来受診回数、入院日数と様々な因子との関連性 

 

 関連性が認められたもの 関連性がありそうなもの 関連性があるとしても 

かなり弱いもの 

関連性の認められ 

なかったもの 

外来受診回数 医療的ケア 

総薬剤数 

年齢の上昇 

ADL の低下 

 知的障害区分 

BMI 

入院日数 医療的ケア  年齢の上昇 

ADL の低下 

総薬剤数 

知的障害区分 

BMI 
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          平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有する

者の実態に関する研究 （H27-身体・知的-指定-001 ） 

 

分担研究報告書 

 
分担研究課題名：知的障害者入所施設における未診断の自閉症の頻度に関する調査（短報） 

 

研究分担者：高橋 和俊 （社会福祉法人侑愛会 おしま地域療育センター 所長） 

研究協力者：祐川 暢生 （同 侑愛荘 園長） 

 中野 伊知郎（同 星が丘寮 園長） 

 高橋 実花 （同 発達障害者支援センターあおいそら 医師） 

 大場 公孝 （同 理事長） 

 

 

A.研究目的 

 従来から、施設入所している知的障害者には

未診断の自閉症併存例が少なくないことが推

定されてきた。しかし実際にそのような例がど

の程度あるのか客観的に検討した調査は少な

い。 

 小児自閉症評定尺度（Childhood Autism 

Rating Scale: CARS）1)は、15 の行動観察によ

る評価項目を持つ自閉症診断のためのスケー

ルである。それぞれの評価項目について正常範

囲内の 1点から、軽度の異常 2点、中度の異常

3点、重度の異常 4点まで、その中間を含む 0.5

点刻みの 7段階で評価を行い、合計点で自閉症

の有無とその程度を判定する。合計点 29.5 点

以下は自閉症ではない、30～36.5 点は軽度・中

度自閉症、37.0 点以上は重度自閉症の判定と

なる。これのみで自閉症の確定診断ができるわ

けではないが、自閉症特性に関連した行動を客

観的に観察・記録するうえで優れた特徴を持っ

たツールである。 

 今回我々は、成人及び小児の入所施設におい

て、自閉症の診断を受けていない入所者の自閉

症特性の有無やその程度について CARS を用い

た評価を行い、成人と小児の施設それぞれにお

いて未診断の自閉症の頻度を推定した。 

 

B.研究方法 

 対象は社会福祉法人侑愛会の 1 つの障害児

入所施設及び 2 つの障害者支援施設の自閉症

の診断を受けていない入所者14名（小児6名、

研究要旨 

社会福祉法人侑愛会の 1 つの障害児入所施設及び 2 つの障害者支援施設について、自閉症の

診断を受けていない入所者の自閉症特性の有無及びその程度について調査を行った。対象は

自閉症の診断を受けていない小児 6 名、成人 8 名で、小児の年齢は 13〜18 歳（中央値 16.5

歳）、知的障害区分は軽度 2 名、中等度 3 名、最重度 1 名、成人の年齢は 26〜51 歳（中央値

32 歳）、知的障害区分は重度 2 名、最重度 6 名であった。この 14 名について小児自閉症評定

尺度（CARS）を実施した。CARS 合計点は小児では 17〜37（中央値 20）、成人では 24〜40（中

央値 31）、CARS 合計点のカットオフ値 30以上は小児 6名中 1名（17%）、成人 8名中 5名（63%）、

知的障害区分ごとの CARS 合計点中央値は、軽度 17.5、中等度 21.5、重度 33.75、最重度 30

であった。小児の施設では未診断の自閉症の頻度は比較的低い一方で、成人施設では一定の割

合を占めていることが示唆された。 
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成人 8名）である。自閉症特性の有無及びその

程度については、各施設の管理職が CARS の公

式トレーニングビデオ 2), 3)を用いた研修を受

けた後、「自閉症スペクトラムの移行アセスメ

ントプロフィール」（TEACCH Transition 

Assessment Profile: TTAP）4)実施場面または

日常生活場面において CARS による評定を行っ

た。 

 

（倫理面への配慮） 

 結果には氏名、生年月日などの個人情報を含

めず、データはすべて集計として取り扱った。 

 

C.研究結果 

 小児の年齢は 13〜18 歳（中央値 16.5 歳）、

知的障害区分は軽度 2名、中等度 3名、最重度

1名、成人の年齢は 26〜51 歳（中央値 32 歳）、

知的障害区分は重度 2 名、最重度 6 名であっ

た。 

 図 1 に小児と成人の CARS 合計点の分布を示

す。CARS合計点は小児では17〜37（中央値20）、

成人では 24〜40（中央値 31）であった。 

 表 1 に CARS 合計点のカットオフ値 30 によ

って分類した人数を示す。CARS 合計点 30 以上

は小児6名中1名（17%）、成人8名中5名（63%）

であった。 

 図 2 に知的障害区分ごとの CARS 合計点の分

布を示す。中央値は、軽度 17.5、中等度 21.5、

重度 33.75、最重度 30であった。 

 

 

D.考察 

 今回得られた結果から、知的障害者の入所施

設における未診断の自閉症の頻度は、小児施設

では低く、成人施設では高い可能性が示唆され

た。 

 この原因として考えられるのは、一つには今

回対象となった小児と成人の知的障害の程度

の違い、もう一つはその背景にあると考えられ

る施設入所となる理由の違いである。 

 知的障害の程度の違いについては、今回対象

となった小児の知的障害区分は軽度と中等度

が多く、成人は重度と最重度のみであった。知

的障害が重くなると自閉症特性を併存する頻

度が高まり、特に最重度の場合に頻度が高い 5)

ことが知られているが、今回の結果にもそのこ

とが影響している可能性がある。 

 そしてこれらの違いを生む背景にあると考

えられるのが施設入所に至る理由の差である。

小児の場合は養育困難などの家庭側の要因が

決して小さくないことが指摘 6)されている。こ

れに対して成人の場合は施設入所には本人の

障害程度の寄与が大きいと考えられ、これらの

違いが今回の結果に反映していることが推定

される。 

 もう一つ別の要因として、成人の知的障害者

の場合、自閉症の有無に関する診断を受ける機

会がなかった可能性も考慮する必要がある。特

に、幼少期に児童相談所での判定を受けたもの

の医師による診断を受ける機会がなかった場

合や、医療においても自閉症に対する認識が低

かった時代に知的障害の診断だけを受けた場

合などには、自閉症に関する評価を十分受けず

に成人し、そのまま施設入所した例も一定数あ

 小児 成人 

30 未満 5 3 

30 以上 1 5 

図 1 小児及び成人の CARS 合計点 図 2 知的障害区分ごとの CARS 合計点 

表 1 CARS 合計点カットオフ値による 
小児及び成人の人数分布 
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るものと考えられる。 

 CARS は自閉症特性を評価するツールとして

は優れているが、これのみで自閉症の診断が可

能なわけではなく、実際には CARS 合計点が 30

点未満であっても臨床的に自閉症の診断を受

けることはまれでない 7)。そのため、今回の検

討で自閉症の頻度そのものをカットオフ値の

みで決めることは適切でないと考えられたが、

特にカットオフを設けず連続した値としてそ

の分布を捉えてもやはり小児と成人の違いは

明らかであり、結論自体は変わらないものと考

えられる。 

 今回の検討は、合計 3施設の小児 6 名、成人

8 名と小規模な範囲でしか行うことができな

かった。そのため、今回の結果を全国の施設の

状況や入所者全体を代表するものとしてとら

えることはできない。しかしながら、施設入所

の有無にかかわらず、我が国における知的障害

のある人たちの自閉症の併存率については詳

細な研究がなく、また本来受けられるべき自閉

症特性の評価やそれに基づいた支援を受けら

れていない人たちも一定数存在するものと思

われる。今後この点についても調査研究が進み、

よりよい支援につながることを期待したい。 

 

E.結論 

知的障害者の入所施設における未診断の自閉

症の頻度は、小児施設では低く、成人施設では

高い可能性がある。 

 

F.健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 
障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 
分担研究報告書 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害

を有する者の実態に関する研究（H27－身体・知的－指定－001） 
 

分担研究課題名：知的障害や強度行動障害を有する成人障がい者支援施設における医療・

福祉の連携に関する調査 ～入院の有無と関連する要因に焦点をあてて～ 
 

研究分担者：田中 恭子（熊本大学医学部附属病院神経精神科 特任助教） 
 
研究要旨 

 重度の知的障害や強度行動障害をもつ成人が多く生活する障がい者支援施設「三気の里」

において、入院に至るような重大な身体症状の発生頻度や内容、関連する要因について、職

員へのアンケート調査をもとに分析した。 

 対象者は三気の里を利用中の 97 名（平均年齢 43.1 歳、男性 75 名、女性 22 名）である。

ほとんどの利用者が重度・最重度の知的障害と自閉スペクトラム症（Autism Spectrum 
Disorder, 以下 ASD）（それぞれ 88.7％、87.6％）を障害としてもち、強度行動障害スコア

が 10 点以上の者が 92 名（94.8％）いた。9 割以上の者が何らかの定期薬を内服し、ほぼ全

員（96 名）が一年間に少なくとも一度は通院するなど、通常から医療機関の利用頻度は高

いことが分かった。 

 健康診断では生活習慣病の頻度は少なく、手術や入院を要する新たながんなどの疾患の

発見はなかった。施設利用開始後、一度でも入院をしたことがある者は 36.1％であった。

内科、整形外科、外科、歯科などへの入院が多く、初回入院時の平均年齢は 38.3 歳であっ

た。入院と関連する要因として、年齢が高いこと、ASD の合併がないことの 2 つが抽出さ

れた。 
 知的障害やASDを有する者、強度の行動障害を示す者は、医療的ケアのニーズは高いが、

障害が重いほど、入院にはなりにくい傾向がみられた。それは健康であることを意味するも

のではなく、身体症状の気付かれにくさや入院治療を行う困難さを示していると考えられ

た。今後高齢化に伴い、知的、あるいは行動面で思い障害をもつ者も適切に医療が受けられ

る体制整備や医療と福祉との細やかな連携が重要であると考えられた。 
 
A. 研究目的 

 強度行動障害や重度の知的障害をもつ成

人は、身体症状の訴えの困難さや、行動障害

に由来する通常とは異なる健康上の問題を

もつなど、健康管理が困難な場合が多い。そ

ういった障害をもつ者が多く生活する成人

施設では、特有の健康上の問題や健康管理

の困難さから、また医療機関や医療者の受

け入れの問題などから、医療機関との連携

に課題があることが報告されてきた。医療

側もそういった行動障害や知的障害の重い

障害者への適切な医療の提供や施設職員へ

の対応は不慣れで苦慮することがある。本

調査では、障害者支援施設において、特に入
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院に至るような重大な健康問題の発生や関

連する要因に焦点をあて、医療機関と福祉

施設との連携における課題を明らかにする

ことを目的に研究を行った。 
 
B. 研究方法 

熊本県にある障がい者支援施設三気の里

において調査を実施した。施設入所（以下入

所）、生活介護（自宅に生活し日中生活介護

を利用、以下通所）、共同生活援助（グルー

プホーム、以下 GH）を利用している者のう

ち、保護者からの文書による同意が得られ

た 97 名について調査した。調査票は担当の

職員が平成 30 年 1 月に記入した。調査票で

は平成 29 年一年間の通院・服薬状況、施設

利用開始後の入院の有無やその理由、医療

機関受診時の問題点を尋ねた。 
統計処理は SPSS ver24 を用い、χ二乗

検定、t 検定、ロジスティック解析を行った。 
（倫理面への配慮） 
本調査は無記名のアンケート調査として

行われた。施設の倫理委員会の承認を得て

いる。 
 

C. 研究結果 
①対象者の属性 

対象者は 97 名、平均年齢 43.1±10.1 歳

（±以下は標準偏差）、男性 75 名、女性 22
名である。全員が知的障害を有し、知的障害

の程度は最重度 62 名（63.9％）、重度 24 名

（24.7％）、中等度 8 名（8.2％）、軽度 3 名

（3.1％）である。合併症は自閉スペクトラ

ム症（Autistic Spectrum Disorder: ASD）

85 名（87.6％）、てんかん 37 名（38.1％）

が多かった。強度行動障害をもつとみなさ

れる強度行動障害スコアが 10 点以上の者

は 92 名（94.8％）であった。日常生活動作

の機能的評価を表し、高いほど自立度が高

いBarthel Indexの平均は 66.6（±15.5SD）

であった。入所、通所、GH のそれぞれの内

訳については表１に示す。 

 
②定期健康診断 
 調査を行った施設では定期健康診断を対

象者全員に対して半年に一度行っている。

直近の健康診断の結果について尋ねた。 
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 身長、体重、BMI を表２に示す。同年代

の日本人平均と比べると身長、体重、BMI
のほとんどが平均を下回っていた。女性の

BMI だけが平均を超えており、女性は肥満

になりやすい傾向があった。BMI が 16.4 以

下、または 25.0 以上を示した者は 9 名

（9.2％）であった。 
 採血、検尿やレントゲンなどの検査によ

って何らかの指摘を受けたのは 60 名

（61.9％）であった。内容としては脂質異常

21 名（21.6％）、貧血 13 名（13.4％）、肝機

能異常 10 名（10.3％）などがみられ、要経

過観察となることが多かった。乳がん検査

の再検査になった者や肝血管腫などの良性

腫瘍が指摘された場合もあったが、健診の

結果で手術や入院につながった例はなかっ 
た。 
 

③医療機関利用状況 
 医療機関には、ほぼ全員 96 名（99.0％）

が平成 29 年中に少なくとも一度は何らか

の理由で通院していた。通院先は歯科が最

多 86 名（88.7％）で、次いで精神科 78 名

（80.4％）、内科 72（74.3％）名、皮膚科 67

名（69.1％）であった（図１）。身体合併症

（平成 30 年 1 月時点で医療機関で治療を

受けている疾患）としては、皮膚疾患が最多

47 名（48.5％）で、ついで便秘症 23 名

（23.7％）、歯科疾患 22 名（22.7％）、耳鼻

科疾患 29 名（29.9％）であった（図２）。

高血圧、糖尿病などの生活習慣病の頻度は

少なかった。 
薬剤使用状況としては 89 名（91.8％）が

定期薬の内服をしており、43 名（44.3％）

が外用薬を使用していた。内服薬数の平均

は 4.4（中央値 4、最高値 12）、内服回数は

平均 2.6 回であった。一日 4 回（毎食後、

就寝前）の内服をしている者が 24 名

（24.7％）いた。 
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向精神薬の内服をしている者が 75 名

（77.3％）おり、向精神薬数の平均は 2.9（中

央値 1、最高値 6）、抗精神病薬数の平均は

1.1（中央値 3、最高値 12）、抗精神病薬の

平均クロルプロマジン（以下 CP）換算値は

215.3±280.2（中央値 100、最高値 1200）
であった。 
 

④入院の有無と関連する要因 
 施設利用開始後、一度でも入院をしたこ

とがある人は 35 名（36.1％）で、2 回以上

入院をしたことがある者が 14 名（14.4％）

おり、23 回の入院歴がある者もいた（図３）。 
初回入院の時の入院時平均年齢は 38.3±

10.9 歳、サービス利用開始後平均 15.2±8.1
年であった。 
初回入院時の診療科は内科が多く（40％）、

ついで整形外科、外科、歯科と続いた。肺炎

の治療の場合でも行動上の問題や身体拘束

が必要などの理由で内科入院が難しく、精

神科病院に入院となることもあった。 

入院理由別では腸・肛門疾患が多く、例

えばイレウス、痔核、大腸ポリープ、虫垂

炎など様々な疾患がみられた。ついで感染

性・嚥下性の肺炎、骨折、歯科治療が多か

った。中には二つの理由（てんかん重積発

作と肺炎など）で入院することもあった。 

入院したことがある人（35 名）としたこと

がない人（62 名）において、影響を与える

要因について調査した。表３に示すように、

入院をすることに有意に影響を与える要因

としては「年齢が高い」「サービスの種類」

「知的障害が軽いこと」「ASD がないこと」
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「何らかの通院中の内科疾患があること」

「健診時の指摘があること」「強度行動障害

スコアが低いこと」であることが分かった。

性別、てんかんの合併の有無、向精神薬の内

服、CP 換算抗精神病薬量、Barthel Index
スコアは有意差を認めなかった。 

入院の有無に影響を与える要因同士の交

絡の影響を除外するため、ロジスティック

回帰解析の変数増加法ステップワイズ（尤

度比）を行ったところ、「年齢が高いこと」

と「ASD がないこと」のみが有意な要因と

して抽出され、「知的障害が軽いこと」「何ら

かの通院中の内科疾患があること」「強度行

動障害スコアが低いこと」「健診時の指摘が

あること」は除外された。 

 

⑤健康管理や医療機関受診にあたっての困

難 
 医療機関受診時には、本人の障害特性に

由来する行動上の問題や、治療への協力困

難、医療機関という環境への適応の困難の

ため、待機時間や場所、付き添い者などで苦

慮していた（表５）。医療機関受診が大変で

あるので、なるべく病気にならないよう、未

然に防いだり重症化を防いだりすることに

気が配られていた（表６）。また特有の症状

や行動に対して理解や協力の得られる医療

者や医療機関を確保することの困難が記述

された（表７）。 
 また本調査票を行って筆者が感じたこと

として、医療者と福祉施設職員とのコミュ

ニケーションの難しさがある。例えば、医師
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としては当然理解している用語（合併症、診

療科など）が正しく理解されていないこと

があった。双方の共通言語や知識を明確化

し、また役割やその限界についても理解し

あっておくことが、円滑で有機的な連携に

は必要であると感じられた。 
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D. 考察 
強度行動障害や重い知的障害を有する者

は、行動上の問題や日常生活活動に対して

専門的な対応を必要とすることが多い。医

療面においても強度行動障害スコアが高い

ほど、向精神薬の使用量も多くなることが

指摘されており、行動障害に対する薬物療

法をはじめとする精神科治療、合併症への

治療、元々持っている身体的合併症への治

療など、医療的なケアのニーズは幅広く高

い。その一方、医療機関の利用は彼らにとっ

て容易ではない。特に入院を要するような

医療的ケアが必要になる場合は治療を受け

る本人、支援する家族やスタッフ、医療者の

それぞれに困難を伴う。入院がどのような

理由で、どういった要因が影響しているか

を把握しておくことは意義があると考え、

本調査を行った。 
定期健康診断では何らかの異常を 61.9％

の方が指摘されていた。一般人口の定期健

康診断での有所見率は 65.1％（平均年齢

40.3 歳、2011 年労働衛生協会事業年報より）

であったことから、若干低いくらいであっ

た。同調査と比較すれば、脂質異常や肝機能

異常の割合は少し低く、貧血の割合は少し

高かった。BMI異常を示した人は9.2％で、

一般人口 22.5％に比べると少なく、食事や

運動などを比較的管理されているためであ

ると思われる。ただ食事が管理されて体重

はほぼ標準域にある割には、有所見率はほ

ぼ同等にみられており、肝機能障害や血球

数異常は長期の服薬による影響を受けてい

るかもしれない。 
今回調査をした施設では、ほぼ全員が医

療機関を少なくとも一年に一度は受診して

おり、9 割以上の者が定期薬の内服、4 割以

上の者が外用薬の定期使用を行っているな

ど、医療的ケアのニーズの高さが示された。

定期的な治療を受けている疾患（身体合併

症）としては皮膚疾患が最多で、通院頻度も

多かった。行動障害や知的障害が重い者に

とって、衛生管理の難しさや自傷や常同行

為による皮膚症状の多さは臨床的にも感じ

られるところであり、医療的ケアのニーズ

の高い領域であった。高血圧、糖尿病、高脂

血症などの生活習慣病は、それぞれ 6 名

（6.2％）、4 名（4.1％）、3 名（3.1％）であ

り、40 代の一般人口平均と比べるとかなり

少なく、健康診断の検査結果とも一致して

いた。これは施設入所をしている場合、食事

や生活時間が管理されているためと考えら

れ、こういった条件下では同年齢者とは健

康上の問題が異なることを医療者は認識し

ておく必要があると考えられた。 
入院については、大多数が未経験であっ

たが、中には 30 年の間に 23 回入院した者

もいるなど、入院を繰り返す者が一部いた。

入院理由は腸・肛門疾患、肺炎などによる内

科への入院が多かった。特に ASD では腸疾

患との関連を示唆する報告もあり、偏食、異

食などの食行動の問題、向精神薬の内服に

よる副作用などの影響を受けていると考え

られ、胃腸症状の合併が多いことを認識し

ておく必要がある。歯科治療のように計画

的に、障害者歯科のある医療機関に入院で

きる場合もあるが、内科、整形外科、外科な

どの診療科に緊急で入院になることも多く、

障害に理解のある医療環境を得ることが難

しいこともあると考えられる。 
入院の有無と関連する要因を、入院をし

たことがある者 35 名、したことがない者

62 名で比較、検討した。入院することと関

連がある要因として「年齢が高い、知的障害

が軽い、通院中の身体疾患がある、ASD の

合併がない、健診時の指摘がある、強度行動

障害スコアが低い」があげられ、関連がない

要因として「性別、てんかんの合併、向精神

薬の内服、抗精神病薬の量、Barthel Index
の値」があった。また、関連がある要因の中

で、交絡要因を排除するためにロジスティ

ック回帰解析を行った結果では、「年齢が高

いこと」、「ASD の合併がないこと」が有意
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に影響するという結果であった。年齢が高

くなるにつれて入院機会が多くなることは、

一般人口と同様であると考えられる。ASD
については、ASD を合併する知的障害では、

合併しない知的障害の人に比べ、入院する

機会が有意に少ないという結果が得られた。

これは彼らが必ずしも健康であると意味す

るものではない。実際、ASD の人たちの寿

命は一般人口平均よりも短く（53.87 vs. 
70.20 歳）、死亡する確率も 2.56 倍高い

（Hirvikoski ら, 2016）。ASD の人たちが

入院が有意に少なくなるのは、身体症状へ

の気付かれにくさや入院治療のハードルの

高さを示唆しているのではないかと考えら

れた。スタッフの記述内容にもあるように、

ASD のこだわりや慣れない環境への不安

の高さ、感覚過敏などの特性から、障害者自

身の医療行為や医療環境に適応することの

難しさ、家族やスタッフのつきそい者の確

保の困難さ、受け入れる医療機関の見つけ

づらさなどが影響していると考えられた。

また表３に示すように、知的障害や強度行

動障害が重い場合にも入院することが少な

くなる傾向があると考えられた。今後、年齢

が高くなるにつれて、身体症状の合併は増

えることが予想され、こういった知的障害

や ASD、重い行動障害をもつ者にも適切な

医療、必要であれば入院治療が速やかに行

える環境や体制を整えていくことが重要で

ある。 
重い知的障害や行動障害がある場合、自

ら身体不調の訴えをすることが難しく、ス

タッフも早期発見に尽力しているもののそ

の難しさが記述されていた。健康診断での

何らかの異常を指摘されていることや、定

期的に身体疾患の治療で通院をしている場

合、入院のリスクが高くなる可能性が示唆

されたため、こういった利用者にはさらに

注意を払うことが有効ではないかと考えら

れた。 

知的障害や行動障害の重い人たちに対し

て、適切な医療的なケアを行うことの大変

さを指標化できないかと考え、図６を考案

した。重い知的障害や行動障害をもつ人た

ちが多く生活する施設では、こういった医

療的ケアに対して時間や労力が非常に割か

れており、今後さらに増大していくことに

なると予想される。必要性が適切に評価さ

れ、例えばスタッフの人数配置や加算など

の福祉行政の施策へ反映することが必要で

はないかと考える。 
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E. 結論 
 障がい者支援施設に生活する知的障害や

行動障害が重い人たちは、普段から多くの

者が通院や薬物治療を受けているなど医療

的ケアのニーズは高かった。 

定期健診では、有所見率は一般人口とほ

ぼ同等で、食事や環境などが管理されてい

ることを考慮すると長期薬物療法の影響も

考えられた。健診時の何らかの異常の指摘

は入院に直結するわけではないが、入院を

要する状態を予測する因子として注意すべ

きかもしれない。 
過半数の利用者は入院を経験したことが

ないが、一方入院を頻回に繰り返す者もい

た。年齢が高くなるほど、入院の可能性は高

くなり、ASD の合併のある知的障害者は入

院の可能性が低くなることが示された。

ASD をもっていたり、知的障害が重度にな

ると、身体症状の把握が難しくなり、障害者

本人の医療行為や医療機関への適応の困難

さ、対応する家族やスタッフの確保、受け入

れる病院を見つける難しさなどが容易に入

院できない理由となっているのではないか

と考えられた。今後、高齢化に伴い、さらな

る身体合併症の出現と入院治療の機会が増

えることが予想される。知的障害や行動障

害の重い障害者に対しても、入院治療を含

めた適切な医療を速やかに提供ができる体

制を整備していくことが急務であると考え

られる。 
 
F. 健康危険情報 

なし 
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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 
 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有する

者の実態に関する研究 （H27-身体・知的-指定-001 ） 

 
 

分担研究報告書 

 
 

分担研究課題名：長期在院知的・発達障害入院患者について２調査の比較 

            （平成２１年度と平成２７年度の調査比較） 

 

       研究代表者：市川 宏伸（日本発達障害ネットワーク 理事長） 

        研究分担者：田渕 賀裕（関東医療少年院 法務技官） 

        研究協力者：平川 淳一（平川病院 病院長）

A.研究目的 

平成１７年に発達障害者（児）支援法が施行さ

れ１０年が経過し、医療現場では、発達障害者

（児）に対する試行錯誤的対応が行われている。

本研究では、平成２１年度および平成２７年度

に行った調査について、比較検討を行った。 

 

B.研究方法 

それぞれの調査は、発達障害者（児）の医療に

ついて、長期在院となっている患者の実態を把

握する目的に、日本精神科病院協会に加盟して

いる施設へ郵送にてアンケート調査を実施し

た。アンケートは郵送にて回収し、各項目につ

いての集計・解析を行った。平成２１年度の調

査では、有効回答２４９件、平成２７年度の調

査では、有効回答２０１件だった。 

研究要旨 

平成１７年に発達障害者（児）支援法が施行され１０年が経過し、医療現場では、発達障

害者（児）に対する試行錯誤的対応が行われている。本研究では、平成２１年度および平成

２７年度に行った調査について、比較検討を行った。それぞれの調査は、発達障害者（児）

の医療について、長期在院となっている患者の実態を把握する目的に、日本精神科病院協会

に加盟している施設へ郵送にてアンケート調査を実施した。アンケートは郵送にて回収し、

各項目についての集計・解析を行った。平成２１年度の調査では、有効回答２４９件、平成

２７年度の調査では、有効回答２０１件だった。 

結果では、長期在院知的・発達障害入院患者の割合は、平成２１年度の４．２％から平成２

７年度では２．８％へ減少している。また入院年数の分布の結果から、より長期在院の入院

患者の割合が減少しており、より長期在院の知的・発達障害入院患者の退院促進の成果がう

かがわれた。他の精神疾患、身体疾患の併存のない割合が、２６．０％から１９．６％と減

少しており、純粋に知的・発達障害のみの患者の退院促進が進んだことは、本来の精神病院

の機能を鑑みると、適切な変化が推進していると考えられた。身体拘束の有無では、ほとん

ど身体拘束を必要としない割合が、７６．８％から７７．９％と明らかな変化は認めなかっ

た。医療上入院治療の必要性の有無については、必要である割合が、６４．４％から７４．

９％と上昇しており、必ずしも医療上入院治療が必要でない群の退院促進が進んだ結果と考

えられ、望ましい変化と言える。今後も、併存疾患のない知的・発達障害群、身体拘束を必

要としない群、必ずしも医療上の入院が必要しない群の退院促進を進めることが課題である

と考える。 
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両研究ともに、日本精神科病院協会に加盟して

いる施設へ郵送にてアンケート調査を実施し

た。アンケートは郵送にて回収し、各項目につ

いての集計・解析を行った。平成２１年度の調

査では、有効回答２４９件、平成２７年度の調

査では、有効回答２０１件だった。それぞれの

調査結果の比較を行った。 

 

C.研究結果 

1.有効回答施設／加盟施設数 

平成２１年度：２４９／１，２１４（２０．

５％） 

平成２７年度：２０１／１，２０５（１６．

７％） 

2.調査対象 

平成２１年度：精神遅滞患者 

平成２７年度：知的・発達障害患者 

3.病院病床数 

 平成２１年 平成２７年 

６００以上 ６ ＊ 

４００以上 ３１ １７ 

２００以上 １０１ ８９ 

１００以上 ９２ ８２ 

１００未満 １８ １０ 

＊１：質問項目になし 

 

4.ワンデイ調査（調査しやすい１日の集計） 

(1).精神科入院患者数と長期在院入院患者数 

a.入院患者数 

全精神科患者数 

長期在院（２年以上）知的・発達障害患者（％） 

 平成２１年 平成２７年 

全精神科 

（人） 

５５，２８７ ３４，５８２ 

知的・発

達（人） 

２，３１９ 

（４．２％） 

９７５ 

（２．８％） 

 

ｂ.在院年数毎患者数 

 平成２１年 平成２７年 

２年～ ２４８ １４０ 

３年～ ２６８ １６４ 

５年～ ４２１ １８７ 

１０年～ ４９９ ２２７ 

２０年～ ３９２ ９３ 

３０年～ ２５１ ７７ 

４０年～ １９４ ８４ 

 

 

ｃ.併存疾患の有無 

 平成２１年 平成２７年 

知的・発

達のみ 

６０３ 

(２６．０％） 

１９２ 

（１９．６％） 

精神併存 １，２４８ 

(５３．８％） 

５０３ 

（５１．５％） 

身体併存 ＊２ ９２ 

精・身体

併存 

＊３ １９０ 

＊２：質問項目なし 

＊３：質問項目なし 

ｄ.身体拘束の有無 

 平成２１年 平成２７年 

なし １，７８０ 

(７６．８％) 

７６０ 

(７７．９％) 

時々 ２２３ ６７ 

頻回 ５８ ４５ 

毎日 １４６ １０３ 

ｅ.医療上入院の必要性 

 平成２１年 平成２７年 

必要性

あり 
１，４９４ 
（６４．４％） 

７３１ 
（７４．９％） 

必要性

なし 
１，４７８ 
（３５．６％） 

２４４ 
（２５．１％） 

ｆ．必ずしも必要でない入院長期化の理由 

 平成２１年 平成２７年 

自宅の受け

入れがない 

６０４ ２２１ 

施設が見つ

からない 

４１２ ２１７ 

入院継続を

希望 

４１８ １５５ 

＊平成２１年は重複回答不可、平成２７年は

重複回答可 

ｇ．長期入院とならないための必要な支援 

 平成２１年 平成２７年 

施設の増設 １３１ ９８ 

施設への医

療支援の充

１２５ ７２ 
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実 

専門病棟の

設置 

８７ ６２ 

現状のまま

でよい 

１０ ４ 

 

ｈ．知的・発達障害患者の医療のあるべき姿 

 平成２１年 平成２７年 

必要時入院

出来る体制 

１８０ １２１ 

施設内医療

の充実 

１２９ ７５ 

訪問等 １００ ６９ 

専門病院の

設置 

９０ ６５ 

一般病院へ

の専門支援 

５９ ５５ 

 

D.考察 

結果では、長期在院知的・発達障害入院患者

の割合は、平成２１年度の４．２％から平成

２７年度では２．８％へ減少している。また

入院年数の分布の結果から、より長期在院の

入院患者の割合が減少しており、より長期在

院の知的・発達障害入院患者の退院促進の成

果がうかがわれた。他の精神疾患、身体疾患

の併存のない割合が、２６．０％から１９．

６％と減少しており、純粋に知的・発達障害

のみの患者の退院促進が進んだことは、本来

の精神病院の機能を鑑みると、適切な変化が

推進していると考えられた。身体拘束の有無

では、ほとんど身体拘束を必要としない割合

が、７６．８％から７７．９％と明らかな変

化は認めなかった。医療上入院治療の必要性

の有無については、必要である割合が、６４．

４％から７４．９％と上昇しており、必ずし

も医療上入院治療が必要でない群の退院促進

が進んだ結果と考えられ、望ましい変化と言

える。 

今後も、併存疾患のない知的・発達障害群、

身体拘束を必要としない群、必ずしも医療上

の入院が必要しない群の退院促進を進めるこ

とが課題であると考える。 

 

E.結論 

日本精神科病院協会に加盟している施設への

平成２１年度の調査と平成２７年度の調査を

比較した。長期在院知的・発達障害入院患者の

割合は、平成２１年度の４．２％から平成２７

年度では２．８％へ減少している。２．８％の

内訳からは、より長期在院の患者、併存疾患の

ない知的・発達障害患者、必ずしも医療上の入

院を必要としない患者の割合が減少しており、

本来の精神病院の機能を鑑みると、望ましい退

院促進が進んできたといえる。 

今後も、併存疾患のない知的・発達障害群、身

体拘束を必要としない群、必ずしも医療上の入

院が必要しない群の退院促進を進めることが

課題であると考えられる。さらなる専門技術の

普及や支援体制の充実に向けて、調査・検討を

行う意義が存在するものと考えられる。  

 

F.健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

なし 

 

1.論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

「長期在院知的・発達障害入院患者についての

全国調査～平成２１年度と２７年度の比較か

ら～」第６４回日本病院・地域精神医学会発表

予定 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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１）市川宏伸：厚生労働省研究費「医療的管理

下における介護及び日常的な世話が必要な行

動障害を有する者の実態に関する研究」、平成

２８年度、総括・分担研究報告書 

２）井上雅彦、市川宏伸、田渕賀裕：厚生労働

省研究費「長期在院精神遅滞患者と強度行動障

害」、平成２１年度分担研究報告書 
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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 
障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 
研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有する者の実

態に関する研究（H27－身体・知的－指定－001） 

 

分担研究報告書 

 

分担研究課題名：「療養介護病棟の役割の明確化と、地域移行に向けた福祉との連携」 

 

研究代表者：市川 宏伸（日本発達障害ネットワーク） 

          研究分担者：會田 千重（国立病院機構 肥前精神医療センター） 

 

研究要旨 

療養介護（及び医療型障害児入所）病棟の役割の明確化と、地域移行に向けた福祉との連携を目的に、

平成 29 年度はⅠ)長期入院患者・短期入院処遇困難例の福祉施設への移行支援について、平成 26年 3 月

～平成 30年 3月に長期入院例では知的障害児施設へ 1名、グループボーム（以下 GH）へ 1名、短期入院

処遇困難例（在宅で対応困難・複数回の短期入院）では知的障害者施設へ 1 名、GH へ 1 名、移行できた

事を報告した。またⅡ) 一般精神科病院からの長期保護室隔離・拘束事例の受け入れを行い、福祉施設へ

の移行を目指し専門医療下（行動療法や TEACCH®自閉症プログラムの概念を利用した構造化等）での行動

拡大を行っている。Ⅲ）強度行動障害専門医療研修は、平成 27 年度より医療職を対象として継続してお

り、非薬物療法の普及に重点を置き、行動療法や TEACCH®自閉症プログラムの構造化の概念を利用したグ

ループワークを含む「強度行動障害医療研修」を年 1回ずつ実施し計 279 名が修了した。 

 

Ａ．研究目的 

行動障害を有する発達障害患者に対する、「療

養介護」（及び「医療型障害児入所」）病棟の役割

の明確化と地域移行に向けた福祉との連携 

 

Ｂ．研究方法とＣ．研究結果 

平成 29 年度 

Ⅰ）長期入院患者・短期入院処遇困難事例の福祉

施設への移行支援 

B.研究方法）平成 26 年 3 月～平成 30 年 3 月の移

行支援例を分析した。 

C.研究結果）長期入院例では知的障害児施設移行

が 1 名、グループホーム(以下 GH)移行が 1 名、短

期入院処遇困難例（在宅で対応困難・複数回の短

期入院）では知的障害者施設移行が 1 名、GH移行

が 1 名であった。短期・長期入院患者とも、発達

段階や自閉症スペクトラム障害などの特性に応じ

た支援を多職種（医師・看護師・心理療法士・療

養介助職・保育士・児童指導員・作業療法士・言

語聴覚士・理学療法士・特別支援学校訪問部教諭）

で行った。移行支援に際しては、①入院時の保護

者への説明「状態が改善すれば福祉施設へ移行す

る方針」を徹底し、②入院中も行動援護や、いっ

たん退院・入院処理して短期入所を試行するなど、

併用・利用できる福祉サービスを受けてもらい、

将来的になるべく福祉施設や地域での生活ができ

るように配慮した。モデルケースとして、移行先

の GHと病院スタッフ・応用行動分析専門家の三者

での SKYPE ミーティング（ICT を活用した移行支

援）も院内倫理審査委員会承認の上、行った。 
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Ⅱ）一般精神科病院からの長期保護室隔離・拘束

事例の受け入れ 

B.研究方法）処遇困難事例として平成 26年 4月以

降、一般精神科病院から転院要請のあった長期保

護室隔離・拘束事例を計 5名受け入れ（以下）、福

祉施設への移行を目指し専門医療下（行動療法や

TEACCH®自閉症プログラムの概念を利用した構造

化等）での行動拡大を行っている。 

 

C.研究結果）（5 事例のまとめ：概要は表 1 参照） 

1）20 代男性 

診断・評価）最重度知的障害（DQ11）・自閉症スペ

クトラム障害・麻痺性イレウス・CV ポート造設、

165cm・43kg 

主訴）飛び出しや他患の食事をとるなどの衝動行

為（行動の機能分析では「物や活動の要求」） 

病歴）知的障害児施設に入所、特別支援学校高等

部卒業後、移行した知的障害者施設で飛び出し頻

回（コンビニの食品へのこだわり）で処遇困難・

退所となり、精神科病院へ入院となった。24時間

保護室隔離であったが、抗精神病薬による麻痺性

イレウスが顕著で体重減少・ルート確保困難とな

り CVポート（皮下埋め込み型中心静脈アクセスポ

ート）造設となっていた。 

入院後経過）前医で抗精神病薬はすべて中止され

ていたため周囲の刺激に反応しやすいが、環境調

整された当院病棟で徐々に行動拡大した。身体・

情緒面の状態から CV ポートは除去可能と判断し

除去手術を大学病院に転院して施行した。保護室

～個室～日中ホールオープン・集団療育参加と

徐々に行動拡大中である。 

 

2）20 代男性 

診断・評価）最重度知的障害（DQ11）・自閉症スペ

クトラム障害・てんかん、168cm・63kg 

主訴）パニック・自傷・他害（行動の機能分析で

は「物や活動の要求」「回避」） 

病歴）特別支援学校高等部 3 年生から家庭でパニ

ック・自傷他害が顕著で、受け入れ可能な福祉施

設もなく、精神科病院保護室に長期入院となった。

観察廊下で昼食をとる以外はオープンできず、活

動も未施行であった。当院転院待機中に母が疲

弊・心労のため死去された。 

入院後経過）こだわりによる儀式的な行動パター

ンがうまく進まないと時にパニックになるが、保

護室～個室～大部屋へ徐々に行動拡大し、現在は

終日ホールオープン・集団療育参加、適宜刺激統

制のため大部屋での休憩時間を設定している。自

宅近くの知的障害者施設への移行を検討中。 

 

3）10 代男性 

診断・評価）最重度知的障害（DQ8）・自閉症スペ

クトラム障害（CARS40.5 点と重度自閉症域）・左

眼外傷性白内障。感覚プロファイル短縮版で「低

反応・感覚探求」が非常に高い、「味覚・触覚過敏

性」、「動きへの過敏性」、「聴覚フィルタリング」

が高い。172cm・56kg 

主訴）失明リスクのある顔面への自傷（行動の機

能分析では「回避」） 

病歴）特別支援学校中学部 2 年時に、教師から自

傷を激しく叱責され不登校、自傷・パニックが悪

化し、2 回の精神科短期入院を経て知的障害児施

設へ入所するも学校再会で状態悪化。その後施設

では対応困難となり精神科病院長期入院、24 時間

拘束となった。本人が在宅生活中に母が死去した

（心筋梗塞疑い）。 

入院後経過）感覚過敏や易刺激性が強い。食堂や

ホールでの拘束部分解除～大部屋での拘束対応と

するも症状悪化し、個室での拘束対応へ戻し個別

療育や強化子開始。近々、当院の療養介護病棟間

で転棟調整した（不快刺激の少ない環境へ）。 

 

4）30 代男性 

診断・評価）重度知的障害（IQ23）・自閉症スペク

トラム障害（CARS38 点と重度自閉症域）・てんか

ん・統合失調症疑い。感覚プロファイル短縮版で



37 
 

「触覚過敏性」「低反応・感覚探求」「聴覚フィル

タリング」「低活動・弱さ」「視覚・聴覚過敏性」

が高い。174cm・55kg 

主訴）不穏（内在する精神病症状に対する反応と

思われ、明らかな誘因はなし） 

病歴）元来は IQ44 の中等度知的障害域で普通小・

中・高校と進学するもいずれも不適応や不登校あ

り。高校 2 年頃から不穏や徘徊・生活レベル低下

が目立つようになった。再三の警察保護を経て精

神科病院長期入院となり、抗精神病薬内服と持続

性筋肉注射を実施されていた。保護室 24 時間隔離

で、短時間の看護師との散歩以外、活動は未施行

であった。 

入院後経過）感覚過敏や易刺激性と精神病症状の

内在。保護室～個室へ移り、刺激統制目的の隔離

は必要であるが、行事や集団療育参加もできるよ

うになっている。抗精神病薬の持続性筋肉注射は

内服に変更。主治医と穏やかにキャッチボールが

できるようになった。 

 

5）20 代男性 

診断・評価）最重度知的障害・自閉症スペクトラ

ム障害、164cm・44kg 

主訴）失明リスクのある激しい顔面への自傷（行

動の機能分析では「回避」や「自己刺激」） 

病歴）両親離婚後、母と祖父母で養育され、16歳

頃から祖母の死を契機に不調が出現した。自傷・

母への他害や器物破損が悪化し、福祉施設の受け

入れ先も無く精神科病院長期入院となった。精神

科病院での主な問題は瞬時に出現する激しい自傷

であり、個室で 24時間拘束を継続していた。 

入院後経過）感覚過敏や自己刺激行動による自傷

が瞬時に出現するため拘束は継続必要だが、個室

から大部屋に移室し、ミトンを着用してホール短

時間オープン中。バスレク参加ができた。入院前

からの問題であった多発う歯について、大学病院

精神科に 2日間転院し 13本抜歯し帰院した。 

（上記全ての事例については、本報告に関する説

明を保護者に行い、口頭で同意を得ている） 

 

Ⅲ）強度行動障害専門医療研修の実施 

国立病院機構本部及び肥前精神医療センターで、

平成 27 年度より医療職を対象とした「強度行動障

害医療研修」を年 1 回ずつ実施し計 279 名が修了

した。研修内容は非薬物療法の普及に重点を置き、

行動療法や TEACCH®自閉症プログラムの構造化の

概念を利用したグループワークを含む。 

【表 1 一般精神科病院から転院事例の治療経過】 

 

事例 

 

行動障害

の内容 

前医での 

行動制限 

（期間） 

療養介護病棟 

治療後の現状 

(病棟入院後期間） 

1） 

20 代 

男性 

飛 び 出

し・衝動

行為 

保護室で 24

時間隔離 

（1年1ヶ月） 

日中ホールオー

プン・夜間個室隔

離、集団療育参加 

(入院後1年 6ヶ月) 

2） 

20 代 

男性 

パ ニ ッ

ク ・ 自

傷・他害 

保護室で 24

時間隔離 

（4年1ヶ月） 

終日ホールオー

プン・大部屋、集

団療育参加 

(入院後1年 5ヶ月） 

3） 

10 代 

男性 

失 明 リ

ス ク の

あ る 顔

面自傷 

24 時間拘束

（3年1ヶ月） 

拘束部分解除を

行うも自傷再燃

し、個室での拘束

対応へ戻し個別

療育や強化子開

始中（入院後 1年

1ヶ月） 

4） 

30 代 

男性 

不穏 保護室で 24

時間隔離 

（17 年 2 ヶ

月） 

個室隔離・部分オ

ープン、個別療育 

（入院後 11ヶ月） 

5） 

20 代 

男性 

失 明 リ

ス ク の

あ る 顔

面自傷 

個室にて 24

時間拘束 

（4年4ヶ月） 

大部屋で拘束、ミ

トン着用しホー

ル短時間オープ

ン・バスレク参加 

（入院後 9ヶ月） 
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D．考察 

3 年間の研究結果を分析した結果、「療養介護」

病棟の役割として以下の 4 つの意義が考えられた。 

①強度行動障害を持ち処遇困難となった事例の、

福祉施設移行前の中間施設 

②強度行動障害を持ち処遇困難が顕著な事例での、

長期入所施設 

③強度行動障害を持ち医療的ケア（身体合併症治

療）も必要な事例の短期・長期入院病棟 

④強度行動障害支援の地域での拠点 

 

E．結論 

【療養介護病棟の特徴】 

平成 25 年に始まった福祉分野での「強度行動障

害支援者養成研修」により、知的障害者施設での

強度行動障害対策は、徐々に充実している。ただ

し実際に福祉のみでは対応困難となり一時的に重

点的な医療対応を必要とする事例も多数見られる。

また発達障害に対する個別支援の難しい精神科病

院での入院が長期化し、保護室での隔離や拘束・

限られた空間や活動のみの生活で QOL が低下して

いる事例、鎮静のための抗精神病薬多剤大量処方

が長期化している事例も多数あると思われる。一

方では強度行動障害への対応と医療的ケアの両方

が必要な事例も見られる。そのような事例に対し

療養介護（及び医療型障害児入所）病棟では、そ

の専門性（構造化された病棟環境、発達障害に対

する個別支援を行える多職種チーム構成、医療的

管理下で介護や生活支援が行える体制）を活かし

た治療・支援が可能である。旧「動く重症心身障

害病棟」の時代と異なり、発達段階や自閉症スペ

クトラム障害などの特性に応じた支援を更に推進

し、福祉や教育・行政などの外部関係機関との連

携を強化していくことで、強度行動障害を持つ方

たちが福祉施設に移行していくための中間施設と

しての役割、強度行動障害を持つ方たちの地域で

の生活を支える役割を担えると考える。 

 

【結語】 

療養介護（及び医療型障害児入所）病棟は、①

発達段階や自閉症スペクトラム障害などの特性に

配慮した支援、②強度行動障害への医療、③身体

合併症への医療的ケアが同時に行える専門病棟で

ある。地域福祉サービス等と連携することで、長

期入所が主であった時代から、地域・福祉施設移

行前の中間施設、強度行動障害に対する地域の拠

点施設へと役割や存在意義を拡げている。 

 

F．健康危険情報：なし 

G．研究発表 

1．論文発表：なし 

2．学会発表 

・「動く重症心身障害病棟」における建て替え・増

床後の入院患者動向」 

會田千重 西村泰亮 生島節子 井上邦子 吉岡

美智子 糸山幸子 久継昭男．第 70 回 国立病院

総合医学会 ポスター発表 2016 年 11 月 沖縄 

プログラム集 129p． 

・医療機関スタッフへの「強度行動障害を持つ自

閉症及び知的障害児（者）に対する行動療法研修」 

會田千重 西村泰亮 山下葉子 杉本頼己 青山

瑞穂 西原礼子 井村祐司 酒井英佑 久継昭男 

杠岳文.第 114 回 日本精神神経学会学術総会 

2018 年 6 月 22 日 神戸.（発表予定） 

・重度知的障害・自閉症スペクトラム障害児（者）

の行動障害に対する治療―抗精神病薬の減量と非

薬物療法の普及について―會田千重 瀬口康昌 

大坪建 西村泰亮 山下葉子 高橋大輔 上野雄

文．  

第 59 回 日本児童青年精神医学会総会 2018 年

10 月 東京（応募中）． 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1．特許取得：なし 

2．実用新案登録：なし 

3．その他：なし 
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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を

有する者の実態に関する研究（H27－身体・知的－指定－001） 

 

分担研究報告書 

 

分担研究課題：小児科外来における発達障害児へのプレパレーションの現状とその効果に 

関する検討 

 

研究分担者 井上 雅彦（鳥取大学 鳥取大学大学院 医学系研究科） 

研究協力者 井上 菜穂（鳥取大学 教育支援・国際交流推進機構 学生支援センター） 

 

研究要旨  

一般小児科においての定型発達児を対象とした「プレパレーション」は以前に比べると

浸透してきたものの、発達障害児におけるプレパレーションに関する研究は数少ない。発

達障害に対する対応方法については医療現場スタッフにもあまり周知されておらず、発達

障害児への診療に苦慮しているという現状が見受けられ、早急に対応していくことが必要

であると考えられる。本研究では、小児科外来における発達障害児に対するプレパレーシ

ョンの普及状況と現状、家族や本人の受診に対しての認識やニーズを明らかにすることを

目的として、本人と家族に質問紙調査を実施した。その結果、発達障害児本人への調査で

は 4歳から 18歳までの発達障害の診断のある児 84名（平均年齢 9.81 歳 SD2.59）から回

答を得た。病院が好きと答えたのは 41.3％、嫌い 33.3％、どちらでもない 25.4％であった。

病院に対する好き嫌いは、本人へのわかりやすい説明の有無と相関することが明らかにな

った（r=.284 , p < .05）。一方で家族への調査では、128 名（男児 87 名、女児 35 名、性

別無回答 6 名、児の平均年齢 10.32 歳）の家族から回答を得て、65.0％が嫌な経験をした

ことがあると回答した。さらに嫌な経験は過敏性の有無と相関がみられた（r=.284 , p 

< .05）。このことから、発達障害児の診察、処置においては、家族だけでなく本人への詳

しい説明をおこなうことが必要であり、特に感覚の過敏性の強い児に対しては過敏性に配

慮をおこなう工夫が求められるなど、従来の小児科での定型発達児への対応とは異なった

対応が必要である。今後、病院スタッフを対象としたプレパレーション研修プログラムの

開発などの対策が必要であると考えられる。 
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Ａ 研究目的 

1989 年に国連総会で採択された「子ど

もの権利に関する条約」が，1994 年に日

本でも批准されたことをきっかけに、我が

国においても子どもの成長や発達に応じ

たインフォームド・コンセントや、子ども

や家族の利益を考えた看護ケアのあり方

が検討されるようになり、プレパレーショ

ンの必要性が指摘されるようになった。 

近年発達障害児の増加が社会問題とし

ても取り上げられているが、医療現場にお

いて発達障害に対しての配慮を耳にする

ことは少ない。定型発達児の場合には、医

学的な処置や検査などを受ける際には準

備された道具や入室した部屋の様子や過

去の経験から推測することができるが、発

達障害のある子は、状況の読み取りが苦手

であるために癇癪をおこして処置や検査

が中断したり、しいては次回から来院でき

なくなったりするケースも多々見受けら

れる。    

日本看護協会（2002）は検査、治療、処

置をおこなう際、発達に応じたわかりやす

い言葉や絵を用いることが必要であると

述べている。田中（2009）は定型発達児に

プレパレーションをおこなう場合に、幼児

期には見立て遊びやごっこ遊びなどを通

じて理解させることが有効であり、学童期

には視覚的な工夫を用いた説明が有効で

あると報告している。しかし、発達障害児

の場合には、見立て遊びやごっこ遊びの理

解が困難であることや、文脈理解や未来予

測に困難を持つことが多く、定型発達児へ

のプレパレーションをそのまま導入する

のではなく、障害特徴を考慮したプレパレ

ーションツールの作成が必要であると考

えられる。しかし、これら発達障害児に関

するプレパレーションに関する研究は数

少ない。一般小児科においての定型発達児

を対象とした「プレパレーション」は以前

に比べると浸透してきたものの、発達障害

に対する対応方法については医療現場ス

タッフにもあまり周知されておらず、発達

障害児への診療に苦労しているという現

状が見受けられ、早急に対応していく必要

のある課題であると考えられる。 

｜本研究では小児科外来における発達

障害児に対するプレパレーションの普及

状況と現状、家族や本人の受診に対しての

認識やニーズを明らかにすることを目的

とする。そして、発達障害へのプレパレー

ションについて、今後取り組む課題につい

て検討をおこなう。 

 

Ｂ 研究方法 

１．発達障害児本人への調査 

（１）対象 

発達障害の診断を受けている 4 歳から 18

歳までの児 84 名（平均年齢 9.81 歳 

SD2.59）。男 65名、女 18名であった。 

（２）期間 

X 年 12 月～X＋2年 12 月 

（３）方法 

発達障害の家族への調査をおこなう際に、

発達障害児本人への調査を同封すること

で質問紙を配布した。対象者は未成年の児

童であるため、本人および代諾者から同意

を得た場合のみ、郵送にて回答を求めるこ

と、また無記名調査で個人が特定できない

よう倫理的配慮をおこなった。代諾者の選

定条件は、対象者の両親、祖父母、または

主な監護者とした。質問紙の内容は、①記
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入者の情報 ②受診に対しての気持ち 

③かかりつけ医での受診の現状について

であった。かかりつけ医は小児科を標榜し

ている施設の中で、最も受診する回数の多

い病院を想定して回答を求めた。 

 選択式回答は、Microsoft Excel にて集

計し、相対度数（％）は小数点第 2位を四

捨五入して表記をおこなった。統計的分析

は SPSS によりχ2 検定および相関分析を

おこなった。 

 

２．発達障害児の家族への調査 

（１）対象 

発達障害の診断を受けている児をもつ

親 128 名（男児 87 名、女児 35名、性別無

回答 6名、児の平均年齢 10.32 歳）を対象

とした。診断を受けている児が複数いる場

合には、その中の１人を想定して回答を求

めた。倫理的配慮として、事前に調査の承

諾を得た施設の代表者経由で質問紙を配

布し、自由参加を保証したうえで調査をお

こなった。また質問紙の回答・返送をもっ

て同意とみなした。調査は無記名でおこな

い、個人が特定できないよう配慮をおこな

った。 

（２）期間 

X 年 12 月～X＋2年 12 月 

（３）方法 

全国の親の会を通して質問紙を配布、郵

送にて回答を求めた。質問紙の内容は、①

記入者について②対象となる児について

③かかりつけの小児科医の対応④ご家族

の工夫についてであった。 

 選択式回答は、本人への質問紙調査と同

様に Microsoft Excel にて集計し、相対度

数（％）は小数点第 2位を四捨五入して表

記をおこなった。統計的分析は SPSS によ

りχ2検定および相関分析をおこなった。 

 

C. 研究結果 

１．発達障害児本人への調査 

①受診に対しての気持ち 

病院の好き嫌いについては、好き

41.3％、嫌い 33.3％、どちらでもない

25.4％であった。男女、年齢等で有意差は

みられなかった。好きな理由として、上位

から「医者が優しいから」「看護師が優し

いから」「おもちゃで遊べるから」であっ

た。嫌いな理由としては、「何をされるか

わからないから」「痛いから」であった。

病院の中で嫌いな場所は処置室（58.7%）

であり、診察室、待合室、検査室の順につ

づく。病院の中で嫌いなことは、予防接種

（44.4％）、点滴（32.1％）、待ち時間

（22.2％）、浣腸（13.6％）であり、その後

は心電図検査、脳波検査、吸入、レントゲ

ンの順であった。 

病院での怖い経験については、47.6％が

「怖い経験をした」と答えている。怖い経

験の有無と病院の好き嫌いとの間に相関

はみられなかった。 

②かかりつけの小児科の対応について 

病院の好き嫌いと医師から本人へのわか

りやすい説明の有無には正の相関が認め

られた（r=.284 , p < .05）。医師からわ

かりやすい説明があると答えた児は

75.3％であったが、そのほとんどが口頭で

の説明であり、文字や図を使いながらの説

明を受けたことある児は 22.6％にとどま

ったが、47.6％の児が今後説明の際にわか

りやすい図などがあったほうがよいと答

えた。 
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２．発達障害児の家族への調査 

①対象となる児について 

全128名中、知的障害のある者は54名、

知的障害のない者は 64 名であった。発達

障害の診断としては ASD 78 名、ADHD 42

名、LD 6 名であった（複数回答可）。 

 過敏性についての家族からの回答は、聴

覚過敏 63 名（49.2％）、視覚過敏 17 名、

触覚過敏 30 名、味覚過敏 31 名、嗅覚過敏

25 名で、多くの確立で何らの過敏性をも

っていることがうかがえる。過敏性につい

ての男女比に有意差はみられなかった。 

家族からみた痛みへの感受性は、とても

敏感 24.2％、やや敏感 39.1％であり、発

達障害の診断を受けている児は障害種に

関係なく、約 6割以上の児が痛みに対して

敏感であると家族は感じていることが明

らかになった。 

②過去の病院での嫌な経験について 

65.0％の親が「過去に病院で嫌な経験が

あった」と回答した。その記述回答を内容

ごとにカテゴリー化し（表１）、主な内容

を抜粋した。一番多かったカテゴリーは

「おさえつけ」に関する項目で、予防接種

や点滴のときに複数の看護師に無理やり

おさえつけられた経験や、歯科や耳鼻科で

のおさえつけの経験についての記述が多

かった。次に、「怒鳴られた経験」に関す

るカテゴリーでは、医師や看護師、待合室

にいる患者から怒鳴られた経験を恐怖体

験として回答する者が多かった。次いで、

「医療器具への恐怖」「他者との比較」の記

述が多くみられた。 

 感覚の過敏性と過去の嫌な経験の関係

をみるために相関分析を行った。その結果、

過敏性と嫌な経験の間には正の相関が認

められた（r=.284 , p < .05）。過敏性の

種類による相関は認められなかった。 

 

③かかりつけの小児科での対応 

95.7％の病院で待合室にテレビ、漫画、

本、ぬいぐるみ、おもちゃ等の気の紛れる

グッズが置いてあり、22.4％の病院で自分

の順番がわかるようテレビモニター等に

順番を表示させる工夫をおこなっていた。

モニターがない病院の場合には、子どもに

見通しをもたせるため、家族が「あとどれ

くらいですか」と病院スタッフに聞きにい

くことが多く、そのことでスタッフから嫌

な顔をされた経験も多くみられた。待合室

と比較すると、診察室（41.8%）や処置室

（30.6%）の工夫は低いことがわかった。 

診察時には 72.7％の医師が子どもに対

して検査・処置、薬の説明等をおこなって

いるが、その方法のほとんどが「言葉のみ

で説明する」方法で伝えていた。しかし、

少数ではあるものの、「紙に書いて説明を

する」「絵を書いたり、写真を見せたりし

ながら説明をする」との回答もみられたが、

いずれも 1%にも満たなかった。 

 

④当事者家族の工夫 

家族が発達障害の子どもを病院に連れ

て行く際に困る場面は「待ち時間」が圧倒

的に多く（38.9％）、次いで「予防接種

（22.9％）」「点滴（13.2％）」「脳波検査

（6.9％）」の順であった。 

83.9％の家族が特に困ると考えている

待合室での待ち時間を過ごすための独自

の工夫をおこない、暇を解消するためのグ

ッズを持参していた。スマートフォンやタ

ブレットが一番多く（56.6％）、お気に入
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りの本（25.3％）やおもちゃ（19.2％）を

持参することもあった。また見通しと目標

を持たせるために、診察が終わったあとに

ご褒美として車の中でお菓子を食べるな

どの工夫をおこなっている家庭も 12.1%

みられた。 

検査や処置の際にも 87.5％の家族が何

らかの工夫をおこなっていると回答した。

その例として「これからおこなわれること

について家族が 口頭で説明をする

（54.7％）」「母が検査や処置に付き添う

（52.3％）」「タブレット等で気を紛らわせ

る（14.1％）」「絵や文字など視覚的にわか

りやすく説明する（10.2％）」という方法

で家族としての準備がみられた。また処置

後はごほうびとしてシールを準備したり、

病院の売店によってお菓子をひとつ買っ

たりなど、各家庭によって工夫をおこなっ

ていた。 

家族が病院受診の際に病院へ求めるニ

ーズについての自由記述回答を場面ごと

にカテゴリー化し（表 2）、主な内容を抜

粋した。 

 

D 考察 

発達障害児本人と家族への調査から、家

族は過去の怖い経験がトラウマになり病

院嫌いになってしまったと思っているこ

とに反して、本人の病院の好き嫌いは過去

の怖い経験と相関しないことが明らかに

なった。このことは病院の工夫次第では、

現時点で病院嫌いの児も受診しやすくな

る可能性があることを示唆している。 

発達障害児本人たちが病院を好きな理

由は「医師がやさしいから」「看護師がや

さしいから」と優しいスタッフの対応を回

答した。その一方で、嫌いな理由を「何を

されるかわからないから」「痛いから」と

述べている。これらの結果から、発達障害

児診療においてまずおこなうべき環境調

整はスタッフの育成であると考えられる。

スタッフが発達障害の特性をよく理解し、

頑張った場面では適切に賞賛をおこない、

注意をする場面では感情的に叱るのでは

なく具体的に指示を伝えるなどの発達障

害児に対しての基本的な対応方法を学ぶ

場を設定することが必要である。また「何

をされるのかわからない」ことが不安を助

長させているため、その不安を解消させる

方法が求められる。現時点でも多くの病院

で医師から本人への口頭での説明はおこ

なわれているが、それに加えて文字やイラ

スト等の視覚的にわかりやすい手段を使

った説明を希望する児が多かったことか

ら、病院側は従来おこなっている言葉だけ

の説明に加えて、視覚的な手がかりを用い

た説明を導入することが効果的であると

期待できる。 

２つの質問紙調査から、本人と家族では

病院の中の違った場面で困り感を抱いて

いることが示唆された。家族は待合室の場

面、本人たちは処置場面において困ってい

ると回答をしている。家族は長時間の待ち

時間を苦痛に思っている。すでに多くの病

院では待合室におもちゃ、本、DVD など待

ち時間に気がまぎれるような工夫をして

いるが、順番待ちの見通しをもたせること

ができるようなモニター等を導入してい

る病院は全体の 2 割余りにとどまってい

る。見通しのたたない待ち時間は発達障害

児には苦痛であるため、順番を見える形で

提示する、外出できるようにするなどの工
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夫をおこなうことが望ましいと考えられ

る。調査結果から家族は待ち時間を過ごす

ことができるように、お気に入りのグッズ

を用意したり、診察終了時にご褒美を準備

したり、各家庭独自の工夫をおこなってい

ることも明らかになった。 

それらの工夫の結果、本人たちは待合場

面においてそれほど困り感を感じておら

ず、処置などの医療場面においての困り感

が強かった。発達障害児本人たちの医療処

置の中で苦手なことは、予防接種や点滴な

ど、痛みを伴う処置であった。発達障害の

診断を受けている児の多くは感覚の過敏

性をもっていることがいわれているが

（Dunn,1997）、今回の調査からもそのこと

が明らかになった。痛みを伴う処置につい

ては、この感覚の過敏性が痛みの感じ方に

影響していたり、不安が高まることから過

敏性がより増してしまい、その結果さらに

不安が増すことで処置そのものへの苦手

さにつがっていたりすることも推測でき

る。痛みを極力おさえるために医療として

できる配慮を考え、本人に選択させる方法

もある（例えば、なるべく細い針でおこな

う、麻酔クリームやパッチ使用するなど）。

さらには、「注射の目的を子どもがわかる

言葉で説明する」「針をさして終わるまで

何秒程度かかるのか、具体的な数字を出し

て説明する」「急に針を刺すのではなく、

予告をおこなう」等、見通しの提示や事前

予告の導入などの工夫をあわせておこな

うことが必要である。 

 

Ｅ 結論 

 一般小児科では定型発達児に対しての

プレパレーションがおこなわれてきてい

るが、発達障害児に対しては 

障害特性を考慮したプレパレーションプ

ログラムが必要である。今後、病院スタッ

フを対象としたプレパレーション研修プ

ログラムの開発などの対策が求められる

と考えられる。 
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表１ 過去の嫌な経験についての自由記述のカテゴリー 
                                          

  カテゴリー                 内容                

おさえつけ          予防接種で無理やり看護師におさえつけられた 

               血液検査で、看護師７人がかりでおさえつけてきた 

               説明をしているふりをして、急におさえて注射された 

               歯科で椅子に縛り付けられた              

怒られた経験         医者や看護師に怒鳴られた 

               「男の子なのに泣くな」と医者に怒られた 

               待合室で知らない人に怒鳴られた            

医療器具への恐怖心      歯科で開口機を使われて怖かった 

               歯科で型をとったことが怖かった 

               耳鼻科の器具が何をするものかわからなかった 

               注射の中から液を出すところを見せられた        

他者との比較         兄弟と比較された 

               「もう○年生なのに」「○歳なのに」と言われた 

               定型発達の子と比べられた 

               「赤ちゃんでもできるよ」と言われた          

診察拒否           医師から診察拒否された 

               医師に「言葉が通じない」と診察してもらえない           

過敏性            病院の中で流れている音楽がいや 

               白衣を見るのがいや                  

痛み             注射の痛みが嫌だった 

               インフルエンザの検査で鼻の中が痛くて鼻血がでた            

見通しがたたない       いつまで待ったらいいのかわからない 

               何をされるかわからないことへの恐怖         
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表２ 家族が病院受診で求めるニーズ 

                                             

場面       カテゴリー              内容               

室内環境     構造化         カテゴリーごとに整理されている 

                     エリアをわけてほしい 

                     （遊ぶスペース、一人になれるスペース） 

                     静かな部屋 

                     癇癪をおこした時に避難できる場所 

                     個室やパーティション             

         音楽          あまりうるさくない音楽 

                     鳥のさえずりや川の音など自然な音楽      

待合室      見通し         あと何分待つのかのおおよその時間提示 

                     医師や看護師の顔、診察室の中がわかる写真 

                     事前予約の導入                

         時間つぶし       テレビや DVD（アニメ）の導入 

                     本をたくさんおいてほしい 

                     院外出たり、車で待てるようにしてほしい    

診察室      説明          手順書の使用 

                     発達にあわせた視覚支援の使用 

                     見通しをもたせてほしい              

         声かけ         優しい口調の声かけ 

                     終わったあとには褒める言葉がけ 

                     本人の意思も尊重するような肯定的な言葉がけ   

処置室      説明          視覚的にわかりやすい手順書の導入 

                     言葉とイラストとの併用 

                     子どもがわかるような説明             

         声かけ         優しい口調で 

                     終わったあとの言葉がけ 

                     とにかく褒めてほしい 

                     肯定的な声かけ                
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A.研究目的 
 自閉症を含む発達障害者と、精神科薬およ

び精神科医師などの医療関係者との関係を

良好にするために、その問題点を明らかにし、

今後の精神科医療の改善の方向を探る。その

ための調査の視点を得る。 

 

B.研究方法 

 2017年 10月にNPO法人東京都自閉症協

会の会報送付先（会員約 1200 名と定期購読

者約 100 名）にアンケート用紙（別紙）を

配付した。また、ネットで回答できる仕組み

も活用した。アンケートでは、問題の実情を

把握するため、自由記述欄を設けた。 

 基本情報 

 回答総数（n）429 件 

429 件中、ネット回答 56 件 

429 件中、当事者本人が回答 25 件 

 429 件中の自由記述欄について（分析中） 

記載件数 354 件（82.5％） 

平均文字数 250 字 

 精神科薬を服薬していないなど、精神科医

に定期的に通っていない人の多くは、アンケ

ートに回答しなくてよいと判断したと思わ

れる。そのため、回答者の多くは精神科医療

を現在または過去に受けていた人と推察さ

れる。 

 

C．研究結果 

Ⅰ 選択回答部分 

以下、個々の回答項目でデータ数が微妙に

異なるのは、兄弟など複数者を１通で回答し

た場合があり、その場合は複数件としてカウ

ントし、また、当該回答欄に記入が無い場合

には件数にカウントしなかったためである。 

また、ネットによる回答 56 件（13％）に

ついて、用紙回答者との年齢層の差異を事前

に統計分析した。詳細は省略するが両者に差

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 
障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 
研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を 

 有する者の実態に関する研究（H27－身体・知的－指定－001） 

 
分担研究報告書 

 

分担研究課題名：発達障害に関する精神科医療の問題点の予備的調査（主に患者の視点から） 

 

        研究代表者：市川 宏伸（日本発達障害ネットワーク） 

研究協力者：今井 忠 （NPO 法人 東京都自閉症協会） 

研究要旨 

自閉症を含む発達障害に関し、その親や当事者と精神科医師などの医療関係者との

良好な関係作りの一助にするため、NPO 法人東京都自閉症協会の主にその会員にアン

ケート調査を行い、429 件もの回答を得た。その結果、精神科医療への関心が非常に

高いこと、成人を対象にした精神科医の質的な差が大きいこと、児童期の医師から成

人期医師への引継ぎに課題があること、精神科医師の役割に対する親の期待と医師自

身の意識にはズレがあること、などが読み取れた。平均値や多少が問題ではなく、一

部に不適切な医師が存在することが問題と思われ、それに合わせた調査方法が必要で

ある。本格調査をするうえでの有効な視点が得られた。 
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がなかったため合計して取り扱った。 

当事者本人の回答と親が子についての回

答には差異が見られたが、詳細データは紙面

の関係で割愛し、結果だけ付記する。 

 

1.誰について回答したのか 

 

約 9 割は親や兄弟やその他家族が回答し

ている。当事者が自分について回答したもの

が 6.5％あった。 

 

2.対象者の性別 

 
男性対女性の比率は 4：1であった。なお、

当事者だけのデータ（n=24）では、男女比

は 7：3 であった。知的障害をともなわない

成人における女性比率は一般に言われてい

るよりも高いと思われる。 

 

3．対象者の年齢分布 

東京都自閉症協会の会員が主に回答して

いるため、思春期以降が多くなっていると思

われる。 

なお、当事者回答（n=25）は、20 歳以上

がほとんどである。 

 

4.診断名（複数選択可） 

 
自閉症、アスペルガー症候群などの自閉ス

ペクトラム症と記した人が 95.6％で、次が

知的障害の 49.5％であった。てんかんも

14％あった。（＊自閉症Ｓ：自閉症スペクト

ラム） 

 

5.精神科薬の服薬経験 
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回答対象者の 4 分の 3 の人は現在または

過去に精神科薬を服薬していた。しかし、服

薬経験の無い対象者はそもそもアンケート

を提出しなかった可能性が高い。推測の域を

出ないが、診断を受けた人で服薬の経験が無

い人はこの倍以上ではないかと予想してい

る。 

 

6.精神科医の種別（複数選択可） 

 過去に複数の医師にかかっていたと思わ

れるために「主な医師は？」という、問いか

けにした。 

 

 「その他」の 8.6％の中には、小児科 11

件、児童も成人診る医師 4 件、てんかん医、

発達障害専門医、心療内科、小児神経科医、

脳神経小児科、神経内科、脳神経外科があっ

た。現在の診療科目名の選択肢にしたほうが

回答しやすかったと思われる。 

 対象者の年齢によって精神科医がどう関

わっているのかを分析した。医師を一つだけ

選択したデータ 349 件のみを対象にした。 

成人期においても、児童期の精神科医が引

き続き診ているケースが多いことが分かる。   

自由記述を読むと、成人を対象にした精神

科医の発達障害に対する専門性は改善され

る必要があると思われる。または、児童と成

人で医師が変わることが良いのか、検討が必

要と思われる。児童期から成人期へのバトン

タッチには問題があることがうかがえる。 

 

 
 

7.精神科薬の服薬目的（複数選択可） 

 現在または過去に精神科薬を服薬した

292 件の回答者にその目的を問うた。選択さ

れた回答を括った結果を示す。医師の判断を

示したものと理解すべきではなく、親や当事

者の理解である。 

 

 行動面の改善目的が多いが、睡眠の改善や

てんかん、気分の改善も 30～40％になって

いる。 

 「その他」には、チック（トゥレット）5

件、不安・緊張 3 件、こだわり 2 件、漢方

のみ、注意力、脳活性化、無理に飲まされた、
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などがあった。選択肢を増やしておく必要が

ある。 

8.精神科薬を服用していない理由（複数選択

可） 

 服薬していない 115件の回答者について、

服薬をしていない理由を示す。 

 
 

 「不必要」は、回答の「必要がない」また

は「医師から勧められなかった」の合計であ

る。この「不必要」の内、42.3％は医師から

勧められなかったと回答している。当事者回

答の 19 件においては、その 83％が「必要が

ない」であった。 

 「自己判断」は、回答の「勧められたが断

った」、「自己判断でやめた」、「おかしくなっ

たので止めた」のどれかが記されたものであ

る。内、半数強は「勧められたが断った」に

なっている。 

 「その他」には、効果が無かった、または、

副作用が出た 5 件、本人が拒否する 3 件、

漢方薬にした 1 件、があった。 

 前述したように、そもそも医療機関に定期

的に通っていない人の多くはアンケートに

回答しなかった可能性が高いことを考慮す

ると、自閉スペクトラム症であっても精神科

薬に頼る必要がない場合が少なくないと推

察される。診断がある人のうち何割が定期的

に医療機関に通っているのか、また、その目

的は何なのかを調査することは有益である。 

 

9.精神科薬の印象 

 服薬経験の印象を「そう思う」、「ややそう

思う」、「どちらとも言えない」、「そうは思わ

ない」の 4 択で問うた。グラフは単純に件

数で示した。どれかの項目に回答した件数は

329 件あった。それに満たない部分は、その

項目が無回答または「分からない」である。 

 

肯定している「そう思う」、「ややそう思う」

の合計（左側 2 つ）に注目したい。 

ここで、「1.効いていると思う」が 329 件
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中 156+79 件で、71.4％あることをどう考え

るかである。7 の服薬目的に照らして、効果

があったという経験から来ていると考えら

れる。睡眠が改善された、多動が抑制された、

てんかんが治まったなどの効果があったの

であろう。もともと、5 の服薬経験の無い人

のほとんどは、どの項目にも無回答であり、

回答者のほとんどは服薬経験者である。よく

考えれば、服薬をしたにもかかわらず期待し

た効果がみられないのであれば、当然、薬の

調整をするわけであるから、服薬経験者が

「効いている」と回答したことは当然と言え

る。自由記述にも、薬によって生活ができる

ようになったとの記載が多かった。 

しかし、「3.そろそろ減薬できるのではな

いかと思う」、「6.副作用が心配だ」、「9.一生、

飲み続けることが心配」という項目の回答を

軽視してはならない。状態が非常に悪かった

時に服薬を始めたが、そのままになっている

ことの心配である。これらについては、当事

者では、さらに明確に出ている。 

そう思う、
少しそう
思う

どちらとも
いえない

そうは思
わない

分からな
い

親 26% 18% 28% 29%

当事者 40% 25% 20% 15%

親 28% 15% 20% 36%

当事者 40% 20% 10% 30%

親 45% 11% 13% 31%

当事者 70% 10% 10% 10%

親 22% 14% 24% 41%

当事者 50% 5% 30% 15%

親 54% 9% 10% 27%

当事者 80% 10% 10% 0%

9.一生、飲み続
けることが心配

8.薬を減らせな
い体質になった
のではないかと
思われる

4.薬の量を減ら
すか、無くしたい

3.そろそろ減薬
できるのではな
いかと思う

2.量が多すぎる
と思う

親：n=280
当事者：n=20

 

精神科薬は飲み続けるものということが

発達障害の場合も正しいのかについては、検

討されるべきと思われる。 

 

10.医師の対応について 

 本調査の中心課題である。データで見る限

り、現在かかっている医師に対して感謝の気

持ちが強い。とくに面倒な診断書などの公的

書類の作成に感謝している。不満なのは待た

されることである。 

 
 しかし、自由記述では、これを単純に受け

取れない印象となっている。自由記述からの

情報が重要であり、 

 

Ⅱ.自由記述の分析 

429 件中、自由記述欄に記載した件数は

354 件（82.5％）、1 件当たりの文字数は平

均 250 字と多かった。 

自由記述については分析中であるため、こ

こでは概略だけ報告する。 
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自由記述には、「9.精神科薬の印象」と、

「10.医師の対応」のアンケート結果を理解

するうえで重要な内容が含まれている。 

精神科薬についての典型的な意見は、次の

ようなものであった。 

 

効いていると思うし、もし飲んでいなかったら

もっと悪化して日常生活が成り立たないので、

仕方のない状態です。（親） 

 

一方、一部に次のような記述もある。 

 

薬を飲んで効いたのは数ヶ月で、すぐ効果

が薄れ副作用ばかりになりやめようとしたら、

リバウンドでひどいことになり、一生大変なこと

になりました。後悔しかない（親） 

 

また、今かかっている医師については、感

謝の言葉が多かった。次のような例は感謝の

意味をよく表現している。 

 

息子の場合は、中学生のころ学校から服薬

を勧められました。医師（児童精神科医）の診

察時、学校の先生も同伴し、適切な方法で指

示を出せば問題ないことを実際に見せてくださ

いました。このように、はっきりした形で精神科

薬の要不要を示してくださるドクターに巡り合え

たことを感謝しています。（親） 

 

しかし、多くはないが次のような医師の問

題が書かれていた。 

 

ある医師（成人精神科）は、「家族構築でき

ていないのは、全てお母さんのこれまでの間

違った対応のせいです。」と言い、どう改善した

らいいかを問うたら、即座に「そんな事知りま

せんよ！」と怒った。……三人目の医師でよう

やく、相談出来る医師に出会えた。（親） 

 

近くのクリニック（成人）に親一人で相談に行

った時、医師は開口一番「初めから言っておく

けど、この辺の人はみんなバカだよ」。……「娘

さんもバカだけど母親もバカだね」。子どものと

きの様子を話そうとすると「そんな子どもの時

の話をしてもしょうがないんだよ！」 結局、何

もアドバイスをもらえませんでした。（親） 

 

これまで病院を変えるなどしてきたが、ろくに

話を聞いてくれないどころか、生き辛さなどを

訴えると、わがままなどと恫喝を受けてしまう。

……こんな状況で通院する意味があるのかと

つくづく思う。（成人当事者） 

 

医師についての問題指摘のほとんどが成

人を対象にした精神科医であった。 

 

D.考察 

自由記述の内容からすると、アンケート結

果の「9.精神科薬の印象」と、「10.医師の対

応」の多くにある肯定的な評価を拡大解釈し

てはならないと判断する。 

 

その理由は次の 2 点である。 

① 一般に統計上の割合が大きい事が重要だ

と思いがちだが、この問題はそうではな

い。服薬や医師による被害体験は数が少

なくてもあってはならない。統計上は見

えないが、自由記述から読み取れる。だ

からこそ、その問題を適切に表面化させ

る調査方法が必要である。 

② 現在は良い医師に出会えたが、そこに至

るまでの体験に医療や医師の問題が出て
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いる。現在の評価を調査するだけでは不

十分である。そのためには、過去の体験

を聞き出す必要である。あわせて、良い

医師にたどり着くまでの経過を調査する

ことが有益である。 

 

また、自由記述には、医療や医師について

の肯定的評価と否定的評価についての根拠

が書かれており、そのような評価の内容を調

査することが患者と精神科医療との良好な

関係構築に有益である。 

 

E. 結論 

 本格調査のための予備調査として有益な

知見が得られた。 

① 調査の方法に関して、とくに、親や当

事者が薬や医師の良し悪しを何をもっ

て判断しているのかを調査することが

重要であり、また、良質な医師や医療

機関にたどり着くまでの経過を調査す

ることが有益である。 

② この予備調査であっても、おおよそ次

のような課題があることが分かった。 

・ 発達障害に関する精神科医の質的な差

が大きい。特に成人期の精神科医の発

達障害の理解にはかなりの問題がある。 

・ それゆえ、児童期の医師から成人期の

医師への引継ぎは容易ではない。 

・ とくに、自分の状態をみずから表現し

ない知的障害者の場合には成人対象の

精神科医が限られる。 

・ 減薬や抜薬の難しさ。とくに知的障害

者の場合。 

・ 親は医師に専門家として周囲への働き

かけを期待するが、医師の意識とはズ

レがあると思われる。 

③ 診断を受けている人のうち、継続的に

服薬している人の割合及び定期的に通

院している人の割合を調査する必要が

ある。 

 

F. 健康危険情報 

 なし 

 

G. 研究発表 

 なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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A．研究目的 

地域や施設で提供される障害児者施設利

用者への医療的なサービス拡充のための対

応策を講じるために、昨年度、障害児者医療

の専門領域の一つである小児神経科の専門

医 1,100 名を対象としたアンケート調査を

実施した。福祉関連施設における医療の必

要性を感じるものは 91%と高率で、サービ

ス利用者の病態の重度化・複雑化や高齢化

など近年の変化に応じて、福祉関連施設に

おける医療ニーズは高まっていることが示

された。その一方で、福祉関連施設における

医療の困難さを感じるものは 69%であり、

充実化に向けて施設設備や医療にかかる人

的体制などの環境整備や人材育成が必要と

考えられた。しかし、これらの実現には一定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の時間を要するため、時を移さず対応する

ためには地域医療との連携が一つの解決策

となり得る。そこで本研究では、昨年度実施

したアンケート調査の二次解析をおこない、

小児科・小児神経科と他領域との連携状況

とその課題について検討した。 

 

B．研究方法 

アンケート調査の対象は、日本小児神経

学会が認定した小児神経専門医資格を取得

している医師会員とした。「日本小児神経学

会における会員名簿等の情報提供に関する

要項」に則った手続きを行い提供された

1,110 名の宛名票を用い、2016 年 8 月 17

平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 
障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有

する者の実態に関する研究（H27－身体・知的－指定－001） 
 

分担研究報告書 

 

分担研究課題名：知的障害児者施設における医療の課題と方向性に関する研究 

 

研究分担者：小倉 加恵子（森之宮病院神経リハビリテーション研究部研究員） 

研究要旨 

本研究では、知的障害等の障害児者が利用する福祉関連施設における医療の役割について調

査し、サービス充実化に向けた対応策を検討することを目的とした。昨年度、小児神経学会認

定の専門医 1,100 名を対象とした郵送法によるアンケート調査を実施し、障害者福祉関連施設

における医療の充実化が喫緊の課題であることがわかった。今年度は福祉と医療の連携を軸に

二次解析を実施した。医療と他領域の連携は 91.9%が実践しており、医療と福祉の連携は 66.5%

で実施されていた。①医療と福祉の連携向上、②福祉関連施設での勤務経験の増加、③福祉に

おける医療についての専門研修受講の推進の３点が福祉関連施設における医療の充実化に関与

すると考えられた。医療と福祉の連携はすでに実践されているところではあるが、経済的・時

間的コスト面の問題が大きく、継続した体制が得られていない。解決策としては、現在実践さ

れている連携状況を評価し、適正に保険診療点数を見直すことが必要と考えられた。また、連

携する両者のコスト軽減と連携の効率化向上のために、領域間で知識を共有するための機会や

各領域に通じる専門性をもったコーディネーターの育成も必要と考えられた。 



56 
 

日～10 月 31 日を調査期間として、郵送法

によるアンケート調査を実施した。今回は、

前年度の解析に使用しなかった小児科・小

児神経科の仕事を通じた他領域との連携状

況に関する項目を中心に解析した。 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施にあたっては関連する指針

や法を遵守し、個人情報の保護及び研究対

象者の人権擁護に対して十分な配慮を行っ

た。また、データの漏洩などを防ぐため、厳

重なセキュリティを設けてデータの保管を

行った。本研究では匿名によるアンケート

調査をおこなっているため、特定の個人を

同定することはできない。本研究に企業と

の利益相反はない。 

 

C．研究結果及び考察 

 アンケートの回収数は 568 名、回収率は

51.2％であった。回答者の医師経験年数は

10 年以内が 10 名、11~20 年が 190 名、

21~30 年が 165 名、31~40 年が 172 名、41

年以上が 26 名、未回答が 5 名であった。小

児科・小児神経科の仕事を通して他領域と

連携していると回答した者は522名（91.9%）

であった。連携している領域としては、教育

439 件（77.3%）、福祉 378 件（66.5%）、保

育 337 件（59.3%）、保健 312 件（54.9%）、

就労 88件（15.5%）、その他 21件であった。

その他として自由記載に記述のあった連携

先は、行政、司法、患者団体、在宅サービス

などであった。また、連携方法としては、医

師本人による連絡 319 件、病院・医院の

MSW(Medical Social Worker)による連絡

272 件、地域連携会議などの会議・会合 250

件、病院の地域連携関係の部署による調整

237 件、その他 64 件であった。その他とし

て自由記載があった連携方法としては、外

来受診時に保護者とともに他領域の職員が

同席、特別支援学校訪問、園医・校医として

の活動、講演・講義などによる教育、行政主

体の事業、相談支援専門員など地域のコー

ディネーター、教育委員会などへの専門家

としての参加、患者団体の役員、書面でのや

りとりなどであった。 

 福祉関連施設での勤務経験が連携状況に

影響するかどうかを検討するために、統計

解析をおこなった。アンケート調査では、福

祉関連施設での勤務経験については、あり

251 名（44％）、なし 317 名（56％）であっ

た。福祉関連施設での勤務経験の有無と他

領域との連携の有無についてχ二乗検定を

おこなったところ、有意な関係は認めなか

った（p=0.177）。そこで、福祉関連施設で

の勤務経験の有無と福祉領域との連携の有

無についてχ二乗検定をおこなったところ、

福祉関連施設での勤務経験がある場合、有

意に福祉関連施設との連携が多かった

（p<0.05）。 

 次に、専門研修の受講が連携状況に影響

するかどうかを検討するために、統計解析

をおこなった。アンケート調査では、「福祉

関連施設における医療」に関する専門研修

について、受講したことがあると回答した

者は 108 名（19％）であった。専門研修の

受講経験の有無と他領域との連携の有無に

ついてχ二乗検定をおこなったところ、有

意な関係は認めなかった（p=0.128）。そこ

で、専門研修の受講経験の有無と福祉領域

との連携の有無についてχ二乗検定をおこ

なったところ、専門研修の受講経験がある

場合、有意に福祉関連施設との連携が多か

った（p<0.05）。 
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 連携上の困難点・改善を望む点としての

回答を自由記載として回答を求めた。記載

内容から得られた意見は次の通りである；

お互いの領域についての知識不足、医師の

時間不足、ケースワーカー・スクールソーシ

ャルワーカーなど連携に関わる専門職の不

足、医師個人の努力に任されている状態、会

合や面談は診療報酬に結びつかない（勤務

医の場合は、雇用者から無報酬の連携活動

が認められない場合がある）、一方向的な情

報提供に終わる、医療以外の領域では担当

者が短期間で変わるため継続性がない、個

人情報保護の壁、自治体による体制の差異、

就労人事者との面談が困難などであった。 

 

D．考察 

今回、昨年度実施したアンケート調査の

二次解析をおこない、小児科・小児神経科と

他領域との連携状況とその課題について検

討した。アンケートに協力が得られた小児

神経科専門医のほとんどが医療以外の領域

と連携しており、その中でも福祉領域は連

携先として大きな割合を占めていることが

わかった。 

今回の解析により、①医療と福祉の連携

向上、②福祉関連施設での勤務経験の増加、

③福祉における医療についての専門研修受

講の推進の３点が福祉関連施設における医

療の充実化に関与すると考えられた。 

現状の問題点としては、連携先や連携方

法によっては連携のための行為が保険診療

上の報酬として認められておらず、医師の

個人的な努力に委ねられている状態にあっ

たり、体制が整っていないために継続的な

連携が困難という点があげられる。昨年度

の研究結果では、障害者福祉関連施設にお

ける医療のニーズは高まっており、その充

実化に向けて人的・環境的整備が課題とま

とめた。対応策の一つとして、福祉関連施設

と医療施設との連携が重要なポイントとな

るが、現状ではここにも課題があることが

明確化された。医療と福祉の連携体制の整

備はもとより、そこにかかる経済的・時間的

コストの問題をクリアにしなくては継続し

た連携体制を構築することは難しい。解決

策の一つとしては、現在実践されている連

携状況を評価し、適正に保険診療点数を見

直すことが必要と考えられた。また、連携す

る両者のコスト軽減と連携の効率化向上の

ために、領域間で知識を共有するための機

会や各領域に通じる専門性をもったコーデ

ィネーターの育成も解決策の一つとなると

考えられた。 

 

E．結論 

 現在、障害者福祉関連施設における医療

のニーズは高まっており、その充実化が喫

緊の課題であることがわかった。①医療と

福祉の連携向上、②福祉関連施設での勤務

経験の増加、③福祉における医療について

の専門研修受講の推進の３点が福祉関連施

設における医療の充実化に関与すると考え

られた。医療と福祉の連携はすでに実践さ

れているところではあるが、経済的・時間的

コスト面の問題が大きく、継続した体制が

得られていない。解決策の一つとしては、現

在実践されている連携状況を評価し、適正

に保険診療点数を見直すことが必要と考え

られた。また、連携する両者のコスト軽減と

連携の効率化向上のために、領域間で知識

を共有するための機会や各領域に通じる専

門性をもったコーディネーターの育成も解
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決策の一つとなると考えられた。 

 

G．研究発表 

１．論文発表 

市川宏伸、小倉加恵子．なぜ、メンタルヘ

ルスなのか？小児内科．５：639-644：2017 

小倉加恵子. 理学療法. 日本 LD 学会（編）. 

LD・ADHD 等関連用語集（第 4版）．日本文

化科学社．東京．187：2017 

小倉加恵子. 親の要因. 秋山千枝子, 小枝

達也, 橋本創一, 堀口寿広（編）. 育て

にくさの理解と支援 診断と治療社．

134-138：2017 

 

２．学会発表 

小倉加恵子、川上康彦、鈴木由香、宮島祐．

小児神経 2035．第 59 回日本小児神経学

会学術集会．2017 年 6月 15 日．大阪 

小倉加恵子、市川宏伸．小児神経科からみた

福祉関連施設における医療の役割．第 76

回日本公衆衛生学会学術集会．2017 年 11

月 2 日．鹿児島 

小倉加恵子．障害児家族の適切な親子分離

をはかり親子それぞれの社会的自立を促

すための支援パッケージ開発に関する研

究．平成２９年度 AMED 脳と心の研究課

研究交流会．2017 年 11 月 30 日．東京． 

北井征宏、小倉加恵子、大村馨代、平井聡里、

荒井洋.多嚢胞性脳軟化症による脳性麻

痺四肢麻痺児の合併症に関する後方視的

検討.第 59 回日本小児神経学会学術集会. 

2017 年 6月 17 日. 大阪. 

Kitai Y,Arai H,Hirai S,Ohmura K,Ogura K. 
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小児神経科向けアンケート 

 

 

問１ 先生の経験年数を教えてください。          年 

 

問２ 福祉関連の施設で勤務したことがありますか（常勤、非常勤のいずれでも）。 

ア ない  →問５へ 

イ ある  →下記の番号から該当するものを選択してください。複数回答可。 

    １．福祉事務所 

２．知的障害者更生相談所 

３．身体障害者更生相談所 

    ４．児童福祉施設 

（児童福施設は、下記の a ～ i の該当項目を選択して下さい。複数回答可。） 

        a. 乳児院          b. 母子生活支援施設    

c. 児童厚生施設       d. 児童養護施設       

e. 障害児入所施設      f. 児童発達支援センター   

g. 情緒障害児短期治療施設  h. 児童自立支援施設     

i. 児童家庭支援センター   j. その他（           ） 

 

問３ 問１で「ある」と答えた方にお尋ねします。 

勤務状況について該当するものを選択し（複数回答可）、 

（  ）に該当する施設番号と勤務状況を記載してください。 

  例）非常勤として、福祉事務所で２日／1週、及び、児童発達センターで 1日／1か月

勤務されている場合。 

     ・福祉事務所で１日／１か月    → １－２ と回答 

     ・児童発達センターで２日／１週間 → ４ｆ－１ と回答 

      

 ア 常勤  （                            ） 

  イ 非常勤 （                            ） 

    →非常勤の場合、下記から勤務時間を選択してください。 

    １．１日／１週以上 

    ２．１日／１か月以上 １日／１週未満 

    ３．１日／４か月以上 １日／２か月未満  

    ４．１日／１年以上  １日／４か月未満 
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問４ 問１で「ある」と答えた方にお尋ねします。施設において医療行為を行うための

困難さはありましたか。 

  ア 困難さは感じなかった 

イ 困難さを感じた 

   →どのような点に困難さを感じましたか。下記 1～５から選択してください。 

（複数回答可） 

    １．医療を行うための施設設備が整っていない 

    ２．医療を行うための人的体制が整っていない（下記 a～cから選択ください） 

       a. 医療専門職が不足している   b. 職員の医療に対する知識不足 

       c. その他（                         ） 

    ３．診療するための時間が確保できない 

    ４．福祉関連の施設で可能な医療行為の範囲がわからない 

    ５．その他（                             ） 

 

問５ 問１で「ない」と答えた方にお尋ねします。 

機会があれば福祉施設で働きたいと思いますか。 

  ア はい 

  イ いいえ 

    →いいえの場合、その理由を下記から選択してください。（複数選択可） 

     １．他にやりたいことがある  ２．給与面で不安がある 

３．勤務形態が分からない   ４．職場に必要とされる技能が分からない 

５．専門性が不足している   ６．専門性が生かせない 

６．その他（                          ） 

 

問６ 小児科・小児神経科の仕事を通して、他領域と連携していますか。 

ア 連携していない  

イ 連携している →以下にもお答えください。 

１．連携している領域を下記 a～fから選択してください。（複数回答可） 

a．保育  b．教育  c．保健  d．福祉  e．就労  f．その他（   ） 

    ２．連携方法を下記 a～e選択してください。（複数回答可） 

      a．病院の地域連携関連の部署    b．病院・医院の MSW    

c．医師本人が連絡         d．地域連携会議などの会議・会合 

e．その他（                           ） 

３．連携上の困難点・改善を望む点があれば、教えてください。 
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問７ 福祉施設における医療に関して、専門研修を受けたことがありますか。 

  ア ない 

    →ない場合、機会があれば受講したいですか。 

     １．したい   ２．したくない   ３．どちらでもない 

  イ ある 

    →ある場合、どのような専門研修を受けたか下記から選択してください。 

     １．国、都道府県、市区町村が主催する研修会 

２．学会が主催する研修会 

３．学会以外の民間団体が主催する研修会 

４．その他（                            ） 

 

問８ 福祉施設において、医療は必要と考えられますか。その理由もお答えください。 

  ア 必要と考える 

   （理由：                                ） 

  イ 必要と考えない 

   （理由：                                ） 

 

問９ 福祉施設において勤務する医師は不足しています。福祉施設における医療の充実

のため、福祉施設で勤務する医師を増加させるための提言をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

アンケートは以上で終わりです。 

ご協力いただき、ありがとうございました。 
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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

 障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有す

る者の実態に関する研究（H27－身体・知的－指定－001） 

 

分担研究報告書 
 

分担研究課題名：精神科病院から障害者支援施設に移行した強度行動障害者の支援Ⅱ 
 

研究分担者：志賀 利一（独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園） 

研究協力者：有賀 道生（独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園） 

信原 和典（独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園） 

古屋 和彦（独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園） 

 

Ａ.研究目的 

平成 28 年度に、「精神科病院から障害者支

援施設に移行した強度行動障害者の支援」とし

て報告した３事例の追跡報告を行う 1)。 

昨年度は、精神科病院退院後、診療所を併設

する施設入所支援における約１年半にわたる、

生活支援と精神科医療の連携の経過をまとめ

た。結論として、「精神科病院退院後、継続的

なアセスメントにより生活支援の方法を詳細

かつ頻繁に変更し、同時に精神科医療による減

薬等を実施することで、行動障害の軽減と同時

に、ある程度安定した生活スタイルの確立が可

能であることが推測できる。ただし、精神科病

院を退院し、障害者支援施設に入所して 1年半

少々の期間で、地域移行が実現した者はいない。

また、行動の改善の程度ならびに減薬の取り組

みにおいても個人差が存在しており、今後も継

続的な調査を行う必要がある。」とまとめてい

る。 

今年度は、その後約１年半、合計３年間の生

活支援ならびに薬物療法を中心とした精神科

医療の経過をまとめる。さらに今年度は、日本

語版 BPI-S（問題行動評定尺度短縮版）を用い、

入所時、１年半、３年時の行動障害の状態を得

点化し（支援記録等による後方視的な評定）、

評定尺度の妥当性に関する探索的調査も合わ

せて行った。 

結果から、最近議論が始まった、有期限で強

度行動障害者の生活の立て直しを行う事業の

可能性と留意点について考察する。 

 

Ｂ.研究方法 

本研究において、３事例について、①個別支

援計画に則った生活支援記録、②薬物療法等の

精神科医療の診療記録、③障害者支援施設内部

あるいは関係機関を交えた定例のケース検討

会の記録、④日本語版 BPI-S の評価点を時系列

に整理し、考察する。 

なお、本研究は、国立のぞみの園調査研究調

整会議の審査を得ている。 

研究要旨 
 行動障害が顕著で、家庭での生活が困難となり、なおかつ地域の障害者支援施設や障害福祉サー

ビス事業所等での受け入れができず、精神科病院に入院している知的障害者が一定数いる。こうし

た強度行動障害者の地域移行に向けた取り組みが社会的な課題となっている。本研究は、精神科病

院から地域移行に向けての中間施設として、診療所（精神科）を併設する障害者支援施設の約 3年

間の実践事例をまとめることで、障害者支援施設における生活支援と精神科医療の連携の在り方に

ついて考察を行う事例研究である。結果から、地域生活が立ち行かなくなった強度行動障害者を対

象に、有期限で生活を立て直す事業の可能性と留意点について考察する。 
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Ｃ.研究結果 

１．服薬と生活支援の調整 

対象者３人の概要ならびに入所時の状況を

表１に示す。表２は、精神科病院退院直後（入

所時）、1年半経過時、３年経過時の服薬の状況

である。事例Ａは入所時に 1 日に 11 種 43 錠

（昼、就寝時）、事例Ｂは 1 日に 12 種 40.5 錠

（朝、夕、就寝時）、事例Ｃは 1 日に 18 種 48

錠（朝、昼、夕、就寝時）と頓服を服用してい

た。３人に共通しているのは、入所後１年半の

表１．対象者の概要 

 

表２．３年間の服薬状況 
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調整で、服薬数は減っているが、その後の調整

では目立った減薬はできていない。 

表３は、四半期（３ヶ月）単位で生活支援方

法（構造化、手順書の変更等）の変更を行った

回数をまとめたものである。概ね、どの事例も、

四半期単位では支援方法の変更・修正を継続的

に行っていることがわかる。また、その回数は、

入所後第１四半期から第３四半期に多く、その

後は減少傾向にある。事例Ａの支援方法の変更

が再び増えている、第 10四半期から第 12 四半

期において、地域生活移行に向けての実習、強

度行動障害棟から他の自立支援等への移行と

いった大きな生活環境の変化の時期に重なる。

また、また、事例Ｂ、事例Ｃの支援方法の変更

がやや増えている第９四半期は、行動障害の頻

度・強度が増え、生活支援環境の原因特定が困

難な時期であった。なお、この生活支援方法の

変更時期において、服薬調整も複数回実施され

ていた。 

なお、生活支援方法の変更の代表例として

は、物理的構造化（例、居室内の自立課題や日

中活動の作業場面の調整、食堂の場所の調整、

更衣時のふらつき予防の椅子の導入等）、視覚

的構造化（例：洗面台の立ち位置の明示）、自

発コミュニケーション（例：好みの選択や自発

的な要求を保証するためのカードの導入）、ル

ーチン（例：日課の区切りを明確にするため自

立課題の導入、活動のモチベーションアップの

ためのトークン）、スケジュール（例：視覚的

なスケジュールシステム導入）、詳細な支援手

続きの統一（例：支援手順書の書き換え・掲示

方式の変更）等、強度行動障害・自閉症支援の

標準的な手続きに準拠している。 

表４は、入所時、１年半後、３年後の３つの

時期における BPI-S の得点をまとめたもので

ある（支援記録や記録動画等から後方視的に評

定）。 

BPI-S は、知的障害あるいはその他の発達障

害のある人の自傷行動、常同行動、攻撃的／破

壊的行動について、対象者をよく知る他者記入

式の質問紙である。全 30 項目からなり、自傷

行動 8 項目（頻度、重症度）、攻撃的／破壊的

行動 10 項目（頻度、重症度）、常同行動 12 項

目（頻度のみ）から構成されている。なお、頻

度は 5件法（0＝一度もない、1=1 ヵ月に一度、

2=1 週間に一度、3＝1 日に一度、4＝1 時間に

一度）で評定し、重症度は 4 件法（0＝問題な

し、1＝軽度の問題、2=中度の問題、3=重度の

問題）で評定する。得点が高くなるほど、頻度

が高くなり、また重症度も重くなる。 

表４からは、入所時と３年後の合計得点を

比較すると、事例Ｂは下がっているが、事例Ａ

は約３倍、事例Ｃは約２倍に得点が上昇してい

る。職員の主観的印象や生活支援記録、診療記

録と、この後方視評定の結果は一致しなかった。 

 

Ｄ.考察 

著しい行動障害ゆえに精神科病院に入院す

る知的障害者は存在しており、長期入院のリス

クが高いと言われている 2)。事実、本研究の３

事例も退院当初、抗精神薬等の多剤服用してお

り、医療と福祉の密な連携が前提となる支援が

表３．四半期単位の生活支援方法の変更回数 

 

表４．BPI-S による行動障害の評定の変化（後方視評定） 
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必要であった。また、本研究の１事例だけでな

く、精神科病院における長期間の身体拘束故に、

精神科だけでなく、内科、皮膚科、整形外科、

リハビリ等との連携も不可欠な事例報告も存

在する 3)。本研究は、診療所が併設された大規

模入所施設における事例をまとめたものであ

るが、利用定員 50 人前後の標準的な障害者支

援施設、あるいはグループホームにおいて、精

神科病院退院後の医療と福祉の連携のあり方

について事例検討ならびに問題点の洗い出し

について、今後も検討が必要であると考えられ

る。 

本研究は、強度行動障害者を対象に、概ね２

年間という期限を定め、生活の立て直しの後に

地域移行の実現を目指す、モデル事業を運営し

ている施設の事例報告である。そして対象の３

事例は、精神科医療と連携し、構造化を中心と

した強度行動障害・自閉症支援の標準的支援を

継続することで、概ね１年以内に支援の方法が

概ね固まっている（支援の調整・見直し回数が

減っている）。また、服薬調整もこの時点で概

ね一段落している。しかし、３年が経過した時

点で地域移行が実現した事例はない。地域移行

の実現には、受け入れ側の環境整備や本人・保

護者の同意など、解決すべき課題がいくつも存

在する 4)。行動障害の一定の改善だけで、簡単

に判断できるものではない。 

実は、今回の事例同様、強度行動障害者を対

象にした、有期限・有目的の事業が、25 年前に

強度行動障害特別処遇事業として実施されて

いた 5)。この事業の実施施設は、福祉型の児童・

成人施設において、強度行動障害の支援が可能

な専門の職員配置ができるよう定めたもので

あり、1993 年から５年間、最終的に 17 施設で

事業を実施していた。残念ながら、この事業の

成果の検証が十分行われること無く、全国の多

数の施設を対象にした強度行動障害特別処遇

加算に変わり、現在の重度障害者体制加算等に

引き継がれており、有期限・有目的の性格は無

くなっている。 

しかし、いくつかの地方自治体では、事業の

形態は若干異なるものの、強度行動障害者を対

象とした有期限・有目的の事業が実施されてい

る。例えば、大阪府では 2012 年より、強度行

動障害の得点が極めて高く、「強い他傷」、「対

応が難しいパニック」、「恐怖感を与える粗暴行

為」を示す知的障害者を中心に、府立施設にお

いて通過型の施設運営を行っている 6)。また、

千葉県においては、2003 年に県立施設におい

て強度行動障害者を対象とした類似した事業

を展開していたが、施設における傷害致死事件

発生により 2014 年から受入が中止されてしま

った（現在は、地域移行促進と人材養成が中心

の事業に変わっている）7)。また、福岡市では、

2015 年より、グループホームを活用した有期

限の強度行動障がい者集中支援モデル事業を

実施し、モデル事業が終了した 2018 年より集

中事業に、移行型グループホーム事業、緊急受

け入れ事業を加え、体制強化した新たな事業展

開をスタートしている 8)。同様に、強度行動障

害者の生活の立て直しを検討している自治体

は存在する 9)。つまり、著しい行動障害ゆえに、

特別な支援体制を整えた施設等を一定期間活

用することで「生活の立て直し」を希望する者

がかなりの数存在し、このような強度行動障害

者を受け入れる障害福祉サービス事業所が極

めて少ないことが背景にある。 

強度行動障害者を対象とした有期限事業の

困難さには、生活の立て直し後の、地域移行あ

るいは他施設移行の実現の難しさがある。先に

記した大阪府では、明確な利用期限を定めてお

らず、新たに受け入れた強度行動障害の地域移

行に取り組みをはじめた段階である。千葉県で

は、事業を実施していた 12 年間における地域

移行の実績はゼロであった（2016 年以降の地

域移行に特化した事業で移行事例が出はじめ

ている）。一方、利用期限を原則３ヶ月と定め

た福岡市では、利用者数に応じた地域移行の実

績を出していた。この先駆的な地方自治体事業

の実績を単純に比較することはできないが（地

域の連携、事業の規模、利用者の状態像、自治

体の仕組み等が異なる）。「利用期限」は検討す

べき大きなテーマである。 

本研究の事例は、精神科病院退院直後の多

剤服用の状態から、医療と生活支援の密な連携

で、比較的安定した生活に至るまでに９ヶ月程

度の時間を要している。長期間の施設利用は、

地域移行のネガティブな要因であるなら、概ね

１年程度の期限が妥当であると考えられる。 

一方、入所後 25 ヶ月以降、どのケースも支
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援の見直しが再度頻繁に行われており、服薬調

整も再度頻回に行われている。また、支援員が

評定した後方視的な BPI-S の評価点からも３

年後がもっとも高いスコアになっている。支援

の見直し頻度、服薬調整の頻度、BPI-S の評価

点からは、１年以上の長期的な改善傾向が見ら

れなかった。今後は、日中活動の参加回数や作

業や自立課題の集中時間・生産性、居住場面に

おける自立度、他害・自傷・攻撃等の頻度など、

より具体的な記録と照合した研究が求められ

る。実際、本研究の対象施設は、精神科病院等

を退院した行動障害のある利用者が、毎年、居

住等に複数名入居する形態であり、利用者間の

相性や日常生活の動線の調整に大きな課題を

抱えている。建物設備を含め、このような生活

の立て直し事業には、年単位で長期間支援を前

提とする事業所と異なり、配慮すべき視点が多

い。 

また、当初の生活支援や服薬調整と入所２

年経過した段階における生活支援等とは、同様

な質のものであるかも検証が必要である。もし、

両者の質が異なるのであれば、前者は集中支援

の期間で対応すべき課題、後者は地域移行後の

長期にわたる支援で解決すべき課題と分ける

ことが可能かもしれない。 

 

【文献】 

1) 志賀利一・有賀道生・古屋和彦 精神科病

院から障害者支援施設に移行した強度行

動障害者の支援（2017）：平成 28 年度厚生

労働科学研究費補助金（障害者対策総合研

究事業）医療的管理下における介護及び日

常的な世話が必要な行動障害を有する者

の実態に関する研究（主任研究者：市川宏

伸）分担研究者報告書 

2) 市川宏伸（2008）：発達障害者の医療に関

する研究．平成 17-19 年度厚生労働科学研

究費補助金（障害関連研究事業）総合報告

書報告書 

3) 岡田裕司（2016）：自傷の著しい強度行動

障害への医療との連携による改善事例報
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月 1 日確認） 

4) 古川慎治・湯浅智代・梶塚秀樹（2014）：ふ

つうの暮らしを求めて―のぞみの園の地

域移行 10 年の軌跡― 国立のぞみの園 1

0 周年記念紀要 

5) 大塚晃（2011）：強度行動障害者のサービス

体系について．平成 22 年度厚生労働科学

研究費補助金（障害者対策総合研究事業）

総括・分担研究報告書（主任研究者：井上

雅彦） 

6) 大阪府 強度行動障がいについて（更新日

平成 30 年 3 月 2 日）．2018 http://www.pr

ef.osaka.lg.jp/sunagawa/sunagawa/behavior.ht

ml（2018 年 4 月 1 日確認） 

7) 千葉県社会福祉事業団問題等第三者検証

委員会（2014）：千葉県社会福祉事業団に

よる千葉県袖ヶ浦福祉センターにおける

虐待事件問題、同事業団のあり方及び同セ

ンターのあり方について（答申）．https://w

ww.pref.chiba.lg.jp/shoufuku/shingikai/dai3sh

akensho/   （2018 年 4 月 1 日確認） 

8) 福岡市（2015）：強度行動障がい者集中支

援モデル事業の概要． http://www.city.fuk

uoka.lg.jp/data/open/cnt/3/50203/1/06_shiryo

1-3.pdf  （2018 年 4 月 1 日確認） 

9) 知的障害者の住まいの検討部会（2016）：

行動障害のある方の地域移行及び地域生

活に向けた方向性について．http://www.ci

ty.yokohama.lg.jp/kenko/shogai/sumai/20150

526181313.html （2018 年 4 月 1 日確認） 

 

Ｅ.結論 

 精神科病院から地域移行に向けての中間施

設として、診療所（精神科）を併設する障害者

支援施設の約 3 年間の実践事例をまとめるこ

とで、障害者支援施設における生活支援と精神

科医療の連携の在り方について検討を行った。

結果から、地域生活が立ち行かなくなった強度

行動障害者を対象に、有期限で生活を立て直す

事業の可能性と留意点について報告した。 

 

Ｇ.研究発表 

なし 

Ｈ.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有する

者の実態に関する研究（H27－身体・知的－指定－001） 

 

分担研究報告書 

 
 

分担研究課題名：知的・発達障害者の人間ドック実践の実際と課題 

 

研究代表者：市川 宏伸（日本発達障害ネットワーク） 

研究協力者：江副 新（NPO 法人すぎなみ障害者生活支援コーディネートセンター） 

 

 

 

A.研究目的 

知的・発達障害児者に対する各種検査・医

療にはさまざまな困難が想定され、またリス

クが伴うこともある。このため医療機関が積

極的な検査を控える、さらには診療拒否の傾

向さえみられ、健常者では普通のことである

人間ドックのような定期的総合健診の機会

が与えられることは殆ど希である。このため

保護者や関係者は「残念ながら手遅れ」もし

くは「予想外の急性死」という事態に多く遭

遇してきた。 

本研究では、杉並における「障害者ドック

」の実績から見えてくる課題と、各地で同様

の総合健診が実施されるために必要な整備

要件を明らかにすることを目的とした。 

 

B.研究方法 

29 年度の『すぎなみ障害者ドック』は 30

年 1 月 4 日に 7 名が受診し、累積受診者数は

延 193 名となった。 

これまでも知的障害児者の医療アクセシ

ビリティには様々な問題が指摘されてきた

が、知的障害にフォーカスした総合健診は全

国的にも殆ど例が無く、病院の努力により地

域生活での安心に結びついてきた。深刻な疾

患やこれまで見逃されてきた意外な問題が

発見されて治療に繋がった事例もあり、感謝

されている。 

重度知的障害、殊に ASD や強度行動障害

ではそもそも検査自体が不可能であろうと

保護者や支援者も漠然と諦めていた傾向が

ある。実際にドック受診者の 3 分の 1 は重度

研究要旨： 

 知的障害・発達障害者においては、健常者では普通のことである人間ドックのような定期

的総合健診の機会が与えられることは殆ど希である。杉並区のある病院では、30 年 1 月まで

に 14年間にわたり、述べ 193 名が受診してきた。この事業に携わる医療スタッフにおいては、

先進的に取り組んでくれており、受診者と病院の間を取り持つ NPO 法人も感謝してきている

ところである。一方で、他の多くの病院と同じく、この病院もコスト削減を求められており、 

次年度は年間 1 回あるいは中断も予測されている。知的障害・発達障害者は自ら治療を求め

ないことも多く、健診は重要であるが、医療保険対象外であり、このコストの問題を解決で

きなければ、今後とも新たな展開が望めない状況となっている。 
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者であるが、普段でも医療受診には困難を伴

っている。 

ここで重要なのは医療、殊に検査場面にお

ける合理的配慮と、安全に実施するための技

術であり、本ドックで蓄積されてきた手法や

ノウハウと応用の実際、何故それが重度者に

も可能とされたかを考察した。 

 

これまでの受診者属性は次の通りである。 
 

 

 

C.研究結果 

今回の受診者は 35～59 歳の 7 名で、女性

は 1 名。初診者 3 名。重度者 2 名(No.1・2)、

5 名が中度者であった。尚、ＣＰ重複が１名

いた(No.1) 

毎回、区内障害者施設を通じて募集している

が受付開始直後に定員超過となり、2 日後に

は締切ったため最終希望者数は不明である。 

当ドックは障害程度や重複障害の有無と種

別に拘わらず受け容れているため、キャパシ

ティーの面から、残念ながら全員の申込に応

えることができないのが実態である。 

現場では例により聴力と視力で上手く自

己応答できない者が続出したが、それ以外で

は胸・腹 CT だけでなくバリウムも全員成功 

 

 

 

 

 

 

 

し、操作室から見守っていた初診重度者の母

親が喜び涙ぐむ場面も見られた。 

リピーターでは抵抗する科目が無くなる

など落ち着きを増し、初診者も予想されたト

ラブルは無く、全て一定の成果をあげること

ができ、コメディカルスタッフの経験値と熟

達が高く評価される。 

（※下部『障害者ドック 2018.01.04 受診者』参照） 

なお、今年度は病院側都合により年 2 回実

施が下期 1 回となり、保護者と施設に多少の

混乱が見られた。 

 

D.考察 

障害者ドックでは、基本的な障害特性への

認識と経験を前提として、トラブルへの想像

力と対応力が求められる。 

そのためには受診者プロフィールが記さ

れた「特別問診票」の理解とカンファレンス

での共有が重要になるが、回を重ねてきたス

タッフたちはどのような患者にも動じるこ

と無く余裕を持って接していた。 

今回も年始早々の早朝日程で行われたが、

一般患者の目が殆どなく、知的障害者と家族

中心で待合室も落ち着いた様子であった。通

常であれば一般患者へ気兼ねする親が叱責

して逆に耳目を集め、当事者が緊張混乱し悪

循環に陥るという場面がしばしばだが、こう

した環境の調整も知的障害の受診には大変

有効と思われる。 

これらの因子も絡み、全員が一定の成功を

納めたと思われる。 
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E.結論 

市川班ではドック実施に先立ち 11月 22日

に市川が聞き手となりＫ病院健診スタッフ

（医師・看護師・臨床検査技師ら）にインタ

ビューを試み、経緯や取組姿勢、問題点や今

後など懇談会形式で意見を聴取した。 

スタッフからは前向きで積極的な意見が

多く出て、これまで沢山の障害者と向き合っ

てきたという自信も感じられ、永年現場を支

えてきた言葉として大変参考になった。 

しかしその一方、病院側の非常に厳しい運

営負担がかかっていることも鮮明となった。

障害者ドックの意義は認めつつ、1 日数名が

限度という施設稼働率や人員配置の面で経

営上の大きな足枷になっており、この点が拡

大・敷衍のネックになっている。 

さらに直接的経済損失も大きい。人間ドッ

クは自費診療であるため、少なくとも 5 万円

程度の費用は普通である。本障害者ドックは

胸腹ＣＴを含め基本コースだけでも通常 9

万以上となるセットが組まれている。 

障害年金だけに頼ることが多い彼等の経

済事情を知った病院側の配慮により、個人負

担約 6 千円という特別料金が設定され、よう

やく総合健診の機会が与えられてきたが、親

亡き後、高額な自費負担が可能な障害者は多

くない。 

区民健診の一部助成があるものの殆どは

病院の持ち出しとなっており、障害者健診の

在り方が問われる。 

 

（その他：） 

今回も見学希望が多く寄せられたが、知的

障害者ドックへの取り組みを検討中である

「国立のぞみの園」と「国立障害者リハビリ

テーションセンター」の診療部門から各 3 名

が参加し、ドック終了後に江副ほか「すぎコ

」スタッフと意見交換を行った。本研究で発

表された大牟田市同様、知的障害者への予防

医療の扉が開かれることを期待したい。 

 

F.健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

 

1.論文発表 

 江副 新「いのちのバリアフリーをめざし

て～杉並知的障害者ドックの挑戦」 

知的障害福祉研究さぽーと（64 巻 7 号 p32

～35） 

 

2.講演 

 江副 新「障害者ドックの実践」 

国立障害者リハビリテーションセンター 

発達障害地域生活・就労支援者研修（

H30.2.15） 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有す

る者の実態に関する研究（H27－身体・知的－指定－001） 

 

分担研究報告書 

 
分担研究課題名：知的・発達障害児者における、新たな人間ドッグ開始の試み 

 

研究代表者：市川 宏伸 （日本発達障害ネットワーク） 

研究協力者：山脇 かおり（医療法人横田会 向陽台病院） 

 

A.研究目的 

 知的障害児・者の医療環境（特に定期健康診

断や有症状時の近医受診）整備に向けて、必要

な条件や要素を明らかにすること。 

知的障害・発達障害を有する児・者の健康診

断や医療受診（平時のかかりつけ、緊急時）に

ついて先進的な取組みを既に行っている自治

体（福岡県大牟田市）における、準備の経緯や

現況を引き続き報告する。 

 

B.研究方法 

 大牟田市においては、平成 23 年 4 月より、

「知的障がい児・者医療支援プロジェクト」を

当事者家族・支援者団体・自治体が協力し立ち

上げ、これに医師会や特別支援学校、消防本部

（救急担当がオブザーバー参加）も加わって現

在活動中である。本 PT の目的は、知的障害児・

者の医療受診環境（特に定期健康診断を含めた”

かかりつけ医制度”）整備である。 

昨年度に引き続き、平成 29 年 12 月 27 日に

現地を訪問し、担当者からの情報収集と意見交

換を行った。 

 

大牟田市は福岡県南部（筑後地方）に位置す

る人口約 12 万（平成 27 年 12 月末実現在 

119,387 人）の自治体である。うち、知的障害

児・者数は、療育手帳交付者数として 1,247 人

（平成 25年度）と報告されている。 

 同市では、平成 23 年初より、知的障害児・

者の医療ニーズ把握とその後の医療支援に向

け、当事者団体（親の会）、支援者団体（障害

者協議会・障害者相談支援センター）、行政、

社会福祉協議会（平成 26年 12 月に大牟田市医

師会も加入）からなるプロジェクト（PT）を立

ち上げ、特別支援学校や救急隊も加わって発展

中である。 

本 PT は医療と福祉が円滑に連携しつつある

画期的な事例である。PT 担当者との意見交換

研究要旨 

 大牟田市「知的障がい児・者医療支援プロジェクト」は、基礎自治体レベルで知的障害や発

達障害を有する児・者の健康診断や医療受診（平時及び緊急時）の体制構築をめざした画期的

な取組み事例であり、当事者家族・支援者団体・自治体で立ち上げ、医師会や特別支援学校、

消防本部も加わり進行中である。7年目の本年度は、①作成した医療支援手帳の活用実態把握と

再周知、②医療機関に向けた対応支援資材の開発、③当事者に向けた受診支援資材の開発、の 3 項

目が活動の中心であった。①に関連して特別支援学校在籍者の保護者への周知状況を確認し

たところ、86 名中「知っている」が 56 名、「使っている」は僅か 1 名であった。手帳の活用方

法を含めた再周知、受診勧奨、検診等の機会を活用しての教育機関での模擬訓練、当事者・医

療機関側各々が抱く受診に関する不安の軽減を目的とした研修や資材提供を行う予定である

が、関係各所（特に医療者）の理解促進と協力確保が課題である。 
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内容について報告する。 

 

C.研究結果 

【医療支援 PT発足までの経緯】 

 大牟田市では、以前から知的障害児・者の当

事者家族から「当事者を取り巻く医療環境につ

いては厳しいものがある」との声が行政や社会

福祉協議会に寄せられていた。これを受け、平

成 23 年 1 月に具体的な医療に関するニーズや

充足度などの現況を把握する目的で、“知的障

がい児・者医療ニーズ調査 PT”を発足させた。

構成員は、知的障害児・者の保護者会、自閉症

児・者親の会、障害者協議会、障害者相談支援

センター、行政（市福祉課・地域包括支援セン

ター）、社会福祉協議会から参加した計 15 名で

あった。 

 現況把握のため、当時の施設利用者や団体加

入者（の保護者）380 名を対象に、平成 23年 2

月にアンケート調査を実施。主たる支援者は

「母親」が 77.8%であり、支援者の 42,6%が何

らかの健康不安を抱えていた。精神的疲労を有

する割合も約半数(47.5%)にのぼった。また、

家族内に他にも要介護者が存在する割合が

24.6%である一方で、「近隣に支援を依頼できる」

と回答した者はなかった。その他、自由記載に

は「要受診時であっても『医療機関や他患に迷

惑をかけるかもしれない』と受診を躊躇する」

「市内医療機関で受診を断られた・市内医療機

関の情報を持たない・専門医療機関を希望する

等の理由で市外の医療機関に通院している」等

の意見が挙がった。 

 これらの結果や意見を踏まえ、平成 23 年 4

月に、医療ニーズ調査 PT は「知的障がい児・

者医療支援 PT」に発展した。 

 

 

【知的障がい児・者医療支援ＰＴ(以下「本

PT」)のこれまでの取組み】 

 アンケート結果の各関係団体への報告会、地

域関係者や医療スタッフとの意見交換会、PT

会議等を通じて、円滑な医療受診のためには

「医師をはじめとする医療スタッフ側の障害

特性への理解促進」「受診する当事者側の“備

え”（提供する情報を纏めておくこと）」ととも

に「得月支援学校・学級での医療に関する教育」

等の重要性が認識され、様々な視点での取り組

みを要すると考えられた。これを受け、本 PT

は、大牟田市障害福祉計画に沿って、下記 5項

目について重点的に取組んできた。 

・医療機関との連携強化 

・教育委員会との連携強化 

・当事者家族の意識改革 

・医療受診手帳・絵カード等資材の開発・活用 

・大牟田市障害福祉計画策定への参画 

 

 このような中で、平成 26 年 12 月より大牟田

市医師会(担当者は理事；小児科医)も本 PT に

参加し、医師・医療スタッフへの啓発活動やセ

ミナー後援、医師会研修会開催等、医師会から

の協力も得られており（医師会参加の経緯とし

て、前医師会長が社会福祉協議会長に就任した

ことが特記される。当事者からの声や本 PT の

取組みの詳細を聴き、医師会へ協力要請したと

のことである）。この点も本 PT の特徴といえ

る。平成 26 年度までの取組みについては、平

成 27年度の報告書の通りである。 

 なお、本 PT 発足当初には、対象者は知的障

がい児・者の両方を広く対象とすべく検討され

ていたが、モデルとしての支援対象を教育・保

健・福祉の各方面から連携して支援しやすい知

的障がい児と想定し、当事者・保護者と医療機

関双方の受診に関する障壁を軽減しつつ「かか

りつけ医」「健診」のシステム化を図る方針と

したとのことである（勿論、手帳利用について

は知的障害者施設や精神科医療機関を経由し

成人の当事者にも周知を進めている）。 

 

＜平成 27年度以降の具体的取組＞ 

平成 27 年度 

1.「医療支援手帳」作成（全 75頁）、配布開始 

2.セミナー開催：「発達障害のある人の医療支

援セミナー」（2月 20 日開催、講師：白梅学園

大学 堀江まゆみ先生） 

2.医師会、歯科医師会、教育委員会との関係強

化；医師会学術講演会「発達障害児・者が安心

して受診できる病院とは？～医療機関での合

理的配慮～」（11 月 19 日開催、講師：久留米

大学 山下裕史朗先生） 

 

平成 28 年度 
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1.医療支援手帳の活用促進 

(1)手帳本体の配布（計 1450 冊） 

(2)ポスター作製・掲示 

(3)情報提供：乳幼児健診、保育園・幼稚園 

(4)当事者・保護者向けチラシの作成 

2.関係機関との連携 

(1)医師会：医師会看護専門学校における報告

会、健診・診療受け入れに関するアンケート 

(2)教育委員会：意見交換会の開催、PT会議へ

のオブザーバー参加継続、特別支援学校での

歯科検診模擬訓練実施。 

3.検討中の事項 

(1)大牟田版絵カード作成 

(2)救急・消防関係者の本 PT参加要請 

 

平成 29 年度 

1.医療支援手帳の活用促進 

(1)利用状況把握と再周知：特別支援学校在籍

者の保護者を対象にアンケートを実施。対象

者 85名のうち回答者 66名（78％）。「知ってい

る」は 52 名、「持っている」が 8 名で、うち

「活用している」のは 1名のみであった。「持

っていない」と回答した 58 名全員に、チラシ

と共に手帳を配布。 

(2)在庫状況確認：494 冊（12 月 27 日時点）。

(3)ポスター掲載情報の修正 

(4)健康診断対応記録票（案）の作成：「医療受

診の機会が少ないので受診時の子どもの反応

や行動が分からない」との保護者の意見があ

り、作成が検討された。学校健診受診時の各項

目別の実施状況（実施の可否や対応時の工夫・

配慮等）を学校で記載してもらい保護者に提

供。医療支援手帳に記入し活用してもらうこ

とが狙い。 

2.関係機関との連携 

(1)教育委員会：上述の健康診断対応記録票

（案）について、特別支援学校については担任

が主たる記載者（養護教員が補助）する方向で

可能との返答あり。特別支援学級での運用可

否については検討中。医療支援手帳の周知チ

ラシ配布・ポスター掲示と合わせ、教育委員会

宛に対応記録票記入の協力依頼文を作成。 

(2)医師会：医療機関側の受診受け入れに関す

る不安軽減を目的に、受診支援資材「医療機関

での対応」待合室編、診察室編を各々A4用紙 1

枚のサイズで作成。当初は保護者主導で立案

しており、個々の具体例の羅列かつ長文（保護

者の心情も含まれていた）であったことから、

医師会理事より「多忙な外来ではこれを読ん

でいる時間はない。活用できない」との意見が

あった。このため、円滑な受診を妨げやすい障

害特性（意味・状況理解や新奇場面の苦手を含

めた「見通しのつけづらさ」と「感覚過敏」を

中心に）について、相談支援事業所職員と事務

局が、救急隊が使用しているコミュニケーシ

ョンツール（明治安田記念財団が作成し配布

しているもの）にもヒントを得て視覚的に分

かり易い形態に改良した（別紙参照）。再度医

師会側と協議予定。 

(3)消防本部：今年度より救急担当者がオブザ

ーバー参加している。コミュニケーションツ

ールに関する情報提供や、当事者（児童）が救

急車に慣れることを目的とした特別支援学校

への出前授業（救急車体験実習）を開始してい

る。 

3.検討中の事項 

(1)大牟田版絵カートの作成：特別支援学校教

員が、Droplet を活用して試験的に数セットを

作成。児童の医療機関受診時に貸し出し（特別

支援学校ホームおえーじに掲載予定）、本人・

保護者より意見を聴取する方針。 

(2)予算確保：医療支援手帳は、共同募金助成

金で施区政したが、今後、医療機関への配布物

（対応支援ツール、絵カードも検討）作成・配

布に際して新たな予算確保が必要。PT メンバ

ーとして大牟田市福祉課も参画しているが、

公的予算は配分されておらず、今後も予定は

ないとのことである。 

 

D.考察 

本 PT は当事者（正確には保護者）、支援者、

行政と医師会（教育機関も）が一丸となって進

めている画期的な取組みである。取組の重点項

目にもあるように、「医療スタッフ（特に医師・

看護師）への障害特性・対応についての理解促

進」「医療機関における時間・空間的配慮と準

備」「教育機関での当事者本人への医療と受診

に関する教育（実地に近い訓練）」「保護者・支

援者の意識改革（遠慮しすぎないですむような

心理教育）」「情報を集約しておくこと（サポー
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トブック作成）」「絵カード等支援アイテムの充

実」等が重要であり、既に特別支援学校での歯

科・内科健診模擬訓練が試みられ、好事例もみ

られていることは昨年度までの報告の通りで

ある。特別支援学校や消防本部救急担当者の協

力のもと、当事者（児童）が体験的に学習する

機会は増加している。しかしながら、医療機関

の関係者間における本 PT 趣旨の理解度には大

きな差があり、医療受診体制構築に向けた協力

確保や具体的施策が円滑に進んでいない現状

もある。 

 平成 27 年度は課題として対象者の把握、集

約された情報の管理を挙げ、昨年度は医療機関

側特に医師が抱える「受診受け入れに関する不

安」を取り上げた。 

 今年度は、①医療支援手帳の活用が進み難い、

②健診を含めた医療受診体制が整い難い、の 2

つの現状について、当事者・医療者・保健行政

各々の視点から、濃厚な在宅医療を要する重度

心身障碍児・者の場合や障害者歯科受診等の事

例と比較しながら考察したい。 

 

①医療支援手帳の活用が進み難い 

 本 PT の主たる対象者は知的障害・発達障害

や発達障害を有する児童とその保護者である。

てんかん等なんらかの基礎疾患（慢性疾患）を

有さない場合、幼小児期の医療受診は予防接種

など非常に限られた機械に留まる。このため、

保護者が医療支援手帳に記載する情報自体が

集まり難いと考えられる。障害特性に基づき、

新奇場面や時間的・空間的な“見通し”、感覚

のアンバランスさに対する工夫や配慮につい

ての医療受診場面での体験的情報を得にくく、

イメージもしづらいために、結果的に記載する

情報が集まらないと考えられる。これについて

は、今後「学校健診対応記録票」が一助となる

ことが期待されるが、教育行政の推進するサポ

ートブックと記載内容が重複する個所もあり、

煩雑になりうる可能性もある。 

また、予防接種等の処置時に、やむを得ず「押

さえつける」等の侵襲的対応に終始されたり、

医療者側から困惑された体験があった場合に

は、当事者・保護者の受診意欲は更に低下する

（受診に対する心理的障壁が高くなる）可能性

が高い。在宅医療を要する者の場合に、定期受

診や有症状受診の機会が多いことから当事者・

保護者と医療者（主に小児科医）双方の関係構

築がなされやすく、工夫や配慮を含めた情報収

集も体験的に共有されやすいことと対照的で

ある。また、障害者歯科には当事者側も歯痛や

外傷等受診を要する機会が生じやすいこと、対

応する医療者側に障害特性とそれに基づく望

ましい対応（プレパレーションを含めた）に関

する知識と経験を有しており、結果的に user-

friendly になっていると考えられる。取組が

先行する分野のノウハウを収集し、当事者・保

護者側とも共有する必要がある。 

 

②健診を含めた医療受診体制が整い難い 

 昨年度も、医療者側の受診受け入れに関する

“不安”について取り上げた。知的障害・発達

障害を有する児童の、医療機関受診頻度の少な

さ（前項にも挙げたが、当事者・保護者側の心

理的障壁を含めて）から、医療者側の対応頻度

も少なく、作業的対応に終始してしまい知識や

体験を習得するに至らず、その動機づけもなさ

れにくいと考えられる。加えて、障害者が全て

の診療科を受診する可能性があるにも関わら

ず、医療者側の卒前・卒後教育の中に横断的に

“障害”について学習する機会がなく、医療者

個々の意思と裁量に任されている（医療者間の

差異については、他の研究班報告でも指摘され

ている通りである。また今春調査したデンマー

クの General Practiioner も同様であった）こ

とや、医療者側が当事者・保護者側の立場を慮

ることが少ない、あるいは当事者と医療者の双

方を体験し“複眼的視点”を有する者が多くな

いことも一因と考えられる。対照的に、在宅医

療を要する者の場合には、保護者・家族の疲弊

も含めた医療者側の理解・協働が進んでおり、

レスパイト入院も含めた医療ネットワークが

構築されている。また、災害時の対応名簿など

保健福祉分野の施策も進んでいる。 

 本 PT では医療者の不安軽減のための資材開

発にも取り組んでいるが、より本質的には、医

療者側の障害特性に関する卒前・卒後教育機会

の確保（教育課程や専門医共通領域公衆への追

加等）や、障害者診療時のインセンティブ（精

神科の「妊婦加算」同様、障害福祉サービス該

当科以外の診療科受診時の加算等）など、多角
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的な視点からの介入を要すると考える。また、

英国の”LD Nirse”のような知的障害・発達障

害専門看護師等の育成も必要と考えられる。 

 

③その他（財源確保等） 

医療機関向け資材や大牟田版絵カードの作

成が進んでいる。地域及び医療圏で共通の視覚

支援ツールの存在は、当事者・支援者間のコミ

ュニケーションを円滑にしうるのみならず、地

域住民全体における障害理解・合理的配慮の促

進につながりうることが期待される。しかしな

がら、本 PT は当事者の“手弁当”であり、医

療支援手帳は共同募金助成金を利用して作成

された。今後、上述のような資材の本格運用に

際し、財源がないことも憂慮される事態である。

行政からの助成が望まれるところである。 

 

 本 PT が順調に発展し、一つのモデルケース

となることを期待するところである。受診頻度

や切迫する必要性を含めた、当事者・保護者と

医療者双方の“慣れ”が重要であると考えられ

る。 

 

E.結論 

 大牟田市「知的障がい児・者医療支援 PT」に

ついて調査した。本 PT は当事者（正確には保

護者）、支援者、行政と医師会（教育機関も）

が一丸となって進めている画期的な取組みで

あるが、関係各所内部での理解・協力度の差異、

医療従事者の障害特性理解促進、当事者と医療

との平時からの良好な関係の構築、総合的・横

断的に企画・立案・運用できる人材の確保、予

算面など他の研究と重なる困難が浮き彫りと

なった。障害者差別解消法の施行にあたり、障

害者の健康確保・維持は重要課題である。今後

本 PT のような取組に対する行政・公的機関か

らの予算面での支援やシステム構築への介入

が望まれる。 

 

F.健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

平成 30 年 1 月 20 日 本研究班会議にて実施。 

 

1.論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を 

有する者の実態に関する研究（H27－身体・知的－指定－001） 

 

分担研究報告書 
 

分担研究課題名：デンマークにおける知的障害および自閉症スペクトラム障害のある人への 
医療と福祉・教育の連携―暮らしの中の「健康（ＩＣＦ）」支援と行動障害に関する調査 

 
  研究代表者  市川 宏伸 （一般社団法人日本発達障害ネットワーク理事長） 

研究分担者  堀江 まゆみ（白梅学園大学子ども学部発達臨床学科教授）  
    研究協力者  山脇 かおり（医療法人横田会向陽台病院診療部長(児童精神科） 

木村 とも子（社会福祉法人侑愛会侑愛荘看護師） 
竹田 奈津子（社会福祉法人侑愛会ゆうあい会石川診療所看護師） 

 

Ａ．研究目的 

本調査は、医療的管理下における介護及び日常

的な世話が必要な行動障害を有する者の実態に

関する研究として、主にデンマークにおける知的

障害および自閉症スペクトラム障害（ASD）のあ

る人への医療受診支援と福祉・教育の連携を中心

に実態を検討するものである。日本における知的

障害や ASD のある人の健康やヘルスケアに関し

研究要旨 ： 

本調査は、知的障害および自閉症スペクトラム障害があり行動障害を有する者への支援の

実態に関する研究として、主にデンマークにおける医療と福祉・教育の連携から検討した。 
今回の調査対象において、知的障害および自閉症スペクトラム障害があり行動障害を有す

る人の支援としては、ＩＣＦ（国際生活機能分類）における「健康」状態の達成が共通の目標

となっていることが明らかであった。暮らしの中の「健康」状態を作り出すために、医療サー

ビスの提供、福祉実践、教育において、それぞれに環境調整や合理的配慮が徹底して実施され

ていた。結果として、デンマークでは近年数年間で、強度な行動障害のある人が減少している

ことも言及された。本報告では、以下の機関における実践から、暮らしの中の「健康」状態の

形成に向けた環境調整や合理的配慮等のあり方、および行動障害の軽減に向けた取り組みを

見ていくこととする。 
〔福祉―制度政策〕オーフス市社会福祉局家族・児童・若者福祉部 
〔福祉―居住支援〕自閉症者の居住施設 Hoejtoft  

高齢期に向かう自閉症者のための住宅 SAU Hinnerup 
〔福祉―日中･居住支援〕自閉症/知的障害成人居住ケアと日中活動 ﾎﾞｰｶﾞｰｾﾝﾀｰ・ｳｪｽﾄ 
〔福祉―日中支援〕デンマークで最も歴史のある福祉作業所 SOVI 
〔教育－学校〕自閉症と重度 ADHD の若者の学校 STU4 

自閉症と PDA の子どもの学校 ｽﾀｰﾌｨｯｼｭ・ｽｸｰﾙ 
［PDA：pathological demand avoidance（病理的要求回避症候群）］ 

〔研究―調査〕オーフス大学保健医療科学院、ｼｽﾃﾏｲｻﾞｰ Systemizer、 
心理学リソースセンター 
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ては、特に不平等に弱い立場にある。 

本研究の目的は、第一にはデンマークにおける

知的障害および ASD ある人への健康状態の維持

に向けて、医療や福祉、教育のそれぞれの分野が

どのような環境調整や合理的配慮を行い、それが

どのように評価されているかを明らかすること

である。 

第二には、知的障害や ASD のある人で行動障害

を有する人への支援が、医療および福祉・教育で

の実践においてどのような効果や影響を及ぼし

ているかについて情報を得ることである。 

調査対象とした機関は、障害者福祉サービスの

提供事業所、知的障害や ASD に関わる学校、成

人自閉症施設などであり、以下の通りである。そ

れぞれ医療サービスや環境調整や合理的配慮に

関連して特徴的な実践を行いながら、結果として

行動障害の軽減につながっていたことが明らか

であった。 

Ｂ．研究方法 

調査は、平成 30 年 3 月 5 日～3 月 13 日であ

った。デンマーク北部のオーフス市および中央部

コペンハーゲンの以下の①～⑨までの機関を訪

問し聞き取り調査を行った。1 か所おおむね 2 時

間の聞き取りであり、記録は承諾を得たうえでＩ

Ｃレコーダー録音した。それぞれの聞き取り対象

者は結果に記載した。 

１．〔福祉―制度政策〕 

①オーフス市社会福祉局家族・児童・若者福祉部 

２．〔福祉―居住支援〕 

②自閉症者の居住施設 Hoejtoft  

③高齢期に向かう自閉症者のための住宅 SAU 

Hinnerup 

３．〔福祉―日中･居住支援〕 

④自閉症/知的障害成人居住ケアと日中活動 ﾎﾞｰ

ｶﾞｰｾﾝﾀｰ・ｳｪｽﾄ 

４．〔福祉―日中支援〕 

⑤ﾃﾞﾝﾏｰｸで最も歴史のある福祉作業所 SOVI 

５．〔教育－学校〕 

⑥自閉症と重度 ADHD の若者の学校 STU4 

⑦自閉症と PDA 児の学校ｽﾀｰﾌｨｯｼｭ・ｽｸｰﾙ 

６．〔研究―調査〕オーフス大学保健医療科学院、 

⑧ｼｽﾃﾏｲｻﾞｰ Systemizer、⑨心理学ﾘｿｰｽｾﾝﾀｰ 

 

（倫理面への配慮） 

 各機関・施設の聞き取り対象者については承諾

を得たうえで記載した。個人情報に関わる事例や

内容は個人や周辺情報が特定されないよう配慮

した。 

 

Ｃ．研究結果 

 デンマークにおける医療と福祉の連携に関し

て、各機関・施設で得られた結果について以下に

まとめた。 

１．〔福祉―制度政策〕 

オーフス市の障害者福祉 ー「家族・児童・若者

福祉」を中心に 市民社会の一員として自己実現

できることを願って 

（1）訪問概要 

訪問先 オーフス市社会福祉局  

面談者  ルース・リーム氏(Ruth Lehm, 家族・児

童・若者福祉部 部長) 

場所：オーフス Vearkmestergade 市庁舎 にて 

注：デンマークには５つのレギオン（region 州）

と９８のコムーネ（kommune 市町村）がある。地

方分権の制度のもとに、社会サービスについての

決定・提供責任はコムーネにある。オーフス・コ

ムーネ (Aarhus Kommune)の人口は約 30万人。オ

ーフス市の障害者福祉について、「家族・児童・

若者福祉部」責任者のルース・リーム氏に話をう

かがった。説明に用いたパワーポイントの一部を

図として下に引用した。 

(2)オーフス市の障害者福祉 

オーフス市の障害者福祉局の「家族・児童・若

者福祉」は以下のようである。 

①デンマークの福祉政策 （図 1参照） 

はじめに、デンマークの福祉政策について述べ

る。デンマークは公的支援の制度が整備されてい

る。税金を財源として、一人ひとりのニーズに基
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づいた広範な公的福祉サービスを無料で提供す

る。オーフス・コムーネ（市）の障害者福祉政策

を、以下、家族・児童・若者に焦点をあてて具体

的に述べる。 

 

   図１ デンマークの福祉政策 

②オーフス市の社会福祉 （図２参照） 

オーフス市が掲げるスローガンは、「オーフス、

誰にとってもよいまち」である。オーフス市の障

害者福祉のビジョンもこのスローガンを反映し

ている。 

障害の有無にかかわらず、オーフス市民は誰で

も自己の人生は自分で責任をもって選択し、自己

の能力を可能な限り発揮すべきである。そして、

そうしたことに対しての支援が必要な人に対し

ては、ニーズに応じた支援を提供する。 

「誰にとってもよいまち」となるように、イノ

ベーション、シチズンシップ、ダイバーシティを

重要視している。ここでいう「イノベーション」

の意味は、革新的な取り組みや新しい考え方を歓

迎すること、「シチズンシップ」は市民として他

人を尊重し、個人の権利と責任のもとに自分の役

割を果たすこと、「タイバーシティ」は人種・文

化、価値観などの多様性を受け入れることである。 

図２ 

 ③ 障害者福祉の考え方の変遷（図３参照） 

障害者福祉の考え方は変わってきている。１５

年くらい前までは、障害のある人の前を歩いてい

た（Walk ahead）。５年くらい前までは、いっし

ょに歩くようになった（Walk beside）。現在は、

後ろから付いて歩く(Walk behind)、という考え

方となっている。 

「後ろから付いて歩く」というのは次の意味で

ある。誰でも、その人の考えがあり、価値観や夢

がある。その人が主人公となり、自ら自分の価値

観や夢を追及し自己実現することが、「よい人生」

であり、オーフス市はそのための支援を行う。 

そのため、次の３つの方策をとっている。 

図３ 

④ 自己実現するための３つの方策（図４参照） 

a．個人の成長 

市民は、自分の思いを実現すべく成長を目指す 

b．市民の自立と連携 

市民は、社会に積極的に貢献し責任をもち互いに

助け合う 

c．市民の学習と活動 

市民は、学び、教育を受け、就労することで、育
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んできた能力による活動を目指す特別な社会的

問題をもつ成人である。 

図４ 

⑤「家族・児童・若者福祉部」（図５参照） 

私は、オーフス市社会福祉局は３つの部門のうち

のひとつ「家族・児童・若者福祉部」の責任者で

ある。他の２つの部門は、１つが精神的疾患を有

する人々およびアルコール・薬物中毒者など特別

な社会的問題をもつ成人を担当する部門、もう１

つが、成人障害者部門であり、以下の名称である。 

・「Social Psychiatry and Vulnerable Adults

（社会精神医学・社会的に脆弱性のある成人福

祉）」 

・「Adult Disabilities （成人障害者福祉）」  

・「Families, Children and Youth（家族・児童・

若者福祉）」 

図５ 

⑥「家族・児童・若者福祉部」管轄の「スペシャ

ル・ニーズ・センター」（図６参照） 

オーフス市の各所に、「家族・児童・若者福祉部」

が管轄し、支援を提供する「スペシャル・ニーズ・

センター」がある。特別な支援が必要な子どもや

若者その家族を対象としており、様々なプログラ

ムを実施している。現在支援を受けている人数は

合計約 400 名である。対象の子どもと若者の内訳

であるが、ほぼ半数が自閉スペクトラム症（ASD）、

約３分の１が知的障害がある。 

３つの居住施設、3つのレスパイト施設があり、

また親へのカウンセリングやエンパワーメント、

e-ラーニングなどのプログラムも実施している。

スペシャル・ニーズ・センターに定員はなく、必

要な人に対して提供している。しかし、支援の必

要な対象は年々増加しており財源の問題もある。 

図６ 

⑦「家族・児童・若者福祉部」の役割 （図７参

照） 

 先に述べたように、障害の有無にかかわらず社

会の一員として、人生の主人公になるため、「家

族・児童・若者福祉部」の役割は、「灯台」が辺

り一帯を照らすような、周辺全体の問題を見すえ

た支援が重要と考えている。 

そのために次の方策を立てている。 

・予防的支援 （後述） 

・ホリスティックに全体的視野で見る  

・焦点をあてた方策 

・他の分野との連携、とくに福祉と医療の分野と

の連携 

⑧ 早期の予防的支援 （0～18 歳）（図８参照） 

予防的支援とは、問題が起きる前、あるいは深

刻になる前の早期の支援がその人の人生を左右

するという考えである。以下の４原則に基づき支

援を行う。全員に対する予防、異なる年齢・問題

をまたがる予防、予防因子を増やし、リスク因子

を減らす、段階的アクションをとる。 

ここでいう予防因子とは具体的には、良い教育
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を受けること、健康であると感じること、友達が

いること、地域とつながっていることなどである。

リスク因子は、社会的不平等、教育上の困難、精

神科的不調、ストレスある出来事などである。本

人自身のエンパワーメントを高めることは、結果

的に支援の手を少なくすることに通じるのであ

る。 

「段階的アクション」としては、はじめは家族

と一緒に問題に取り組む。次に、自宅でサービス

を受けるような予防だけでは解決できない段階

においては家族以外の支援を求め、最終段階には

施設の使用がある。時期とタイミングを見定め、

適切な対応をすることが重要である。 

図７ 

図８ 

⑨「予防の三角形（Triangle of Prevention）」（図

９参照） 

オーフス市は予防的支援を重視し、市の「家族・

児童・若者福祉部」は、支援の必要性とその対象

となる人数を「予防の三角形」のイメージで表し

ている。支援の対象となる生後 9 か月から 18 歳

までの成長段階における支援の対象では、一番人

数の多い群は「一般的な社会福祉サービスで対応

可能な人たち」である。次に「一般的な支援を必

要とする人たち」、その次に「特別な支援が必要

な人たち」の群がある。これらの群は連続してお

り、群が進むにつれて支援の必要性は高くなるが、

人数は少なくなる。先手を打ち、予防的な支援を

することにより、「特別な支援が必要な人たち」

の減少を図ることができる。また、支援を必要と

しないような予防策を講じることも重要である。 

以上、オーフス市の障害者福祉について、とく

に「家族・児童・若者」を中心に、我々の役割と

考え方を述べた。 

図９ 

 

２．〔福祉―居住支援〕 

１）自閉症者の居住施設 Hoejtoft  

(1)訪問概要 

訪問先 自閉症者の居住施設 Hoejtoft 

面談者 ジャン・ニールセン氏 Jan Nielsen（施

設長） 同席：ハイディ・テームストラップ氏

Heidi Thamestrup（デンマーク自閉症協会会長） 

場所：コペンハーゲン Granvej 6-8、2880 

Bagsvaerd 

(2) 自閉症者の居住施設 Hoejtoft の概要と環境 

コペンハーゲン市中心部よりタクシーで 25 分

程度の住宅地にある一軒家である。8人が利用し

ているグループホームを訪問した。1975 年にス

カンジナビアで初めて作られた自閉症者の為の

グループホームである。自閉症者の親の会の働き

かけによって作られ、運営は民間である。10 人の

利用者で始めたが、現在は、8人の一軒家と 16人

利用のアパート形式の居住場所に分かれていて
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おり、普通の家に見える様に心がけている。 

建物自体は 1975 年に建てられたこともあり、

3階建だがエレベーター等の設置はなく、利用者

は階段で移動している。居室はベットルームが一

人に一部屋、3人に一つのリビングルーム、トイ

レがある。トイレは廊下に並んでいたが人数分が

設置されていた。これは旧基準であり現在では認

可がおりない。居住スペースの中にパワーリハを

行う部屋があり、足腰の筋力低下予防に配慮され

ており、身体機能の維持に努めるリハビリが行わ

れていた。 

現在の建物は、段差が多く、危険な面が出てき

ているため、他の場所に移動する予定がある。居

住者は開設当初からの方もおり、65 歳、67 歳の

方もいる。高齢利用者の今後の支援をどうするか

の問題も出てきているが、単純にナーシングホー

ム等に移るということにはならず、今後の課題で

ある。 

また、別のアパートタイプのグループホームを

訪問した。平屋タイプで、利用者の居住スペース

はベットルーム、リビングルーム（ミニキッチン

付）共に 6畳程度にトイレ、シャワーが一緒にな

った部屋が一人分のスペースであり、広い廊下で

数人分がつながっている。廊下の中心部には開放

的なスペースがある。個人のスペースは現在の基

準に則ったものである。 

(3) デンマーク自閉症協会会長ハイディ・テーム

ズラップ氏への聞き取り 

 
写真左から 3 人目がデンマーク自閉症協会会長

ハイディ・テームズラップ氏 

①居住者における行動障害 

  入所当初は、木の柱を壊わすぐらいの行動障害

のある利用者、あるいは医療的な治療が必要な行

動障害のある利用者もいたが、現在はほとんどの

人が落ち着いている。それには、職員の考え方の

変化が大きく影響していると思う。以前は同じ箱

の中に暮らし、同じことを考えていると思ってい

た。今は違う。個人は個人で考え方に違いがあり、

同じものではないと考えている。以前は利用者の

声を聞きもしないで支援者がこうすべきと考え

たが、今は違う。利用者ひとり一人の考え方に違

いがあること、およびその違いを十分職員が分か

るようになってきた。行動障害とは、環境の不十

分さや支援者の対応のまずさで二次的に起こる

ものと考えている。ここ数年の間に、この考え方

が浸透してきて職員の支援の質がかなり変わっ

た。支援がしっかりしていれば二次障害としての

行動障害は問題にはならない。②居住者が急病に

なった時の対応については、どのようにしている

か? 

居住施設に看護師が常駐することはなく、地域

住民と同じ方法の受診形態である一般的な家庭

医（GP）や病院を利用している。病院受診時には、

職員が付き添いをする。病院に入院になった時も

職員が付き添う。病院には介護などもあるが、知

的障害や ASD のある利用者のことを知っている

とは限らないので、本職員が付き添う必要がある。

病院等で入院期間が長くなり職員が付き添うこ

とが困難となり、途中退院し居住スペースで亡く

なった人もいる。付き添いがいかに大事かという

ことだと考えている。 

(4)まとめ 

 今回訪問した Hoejtoft は 30 年以上の歴史の

あるグループホームの居住場所であり、居住者も

高齢にさしかかってきている。高齢化はここ数年

に出てきた問題である。行動障害とは、環境の不

十分さや支援者の対応のまずさで二次的に起こ

るものと考えている。ここ数年の間にこの考え方

が浸透してきて職員の支援の質がかなり変わっ
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た。支援がしっかりしていれば二次障害としての

行動障害は問題にはならない。高齢の自閉症居住

者をどのように支援するか、どのように医療とか

かわるかは今後の課題となっていた。 

 

２）高齢期に向かう自閉症者のための住宅 SAU 

Hinnerup 

デンマークからの新しい提案「シニアーズ・ハウ

ス」～高齢期に向かう自閉症者に特化した住宅  

(1)訪問概要 

訪問先： SAU Hinnerup の高齢期に向かう自閉症

者に特化した住宅「シニアーズ・ハウス」 

同行者：オーフス大学  保健医療科学院 

Professor Carsten Obel, オーフス大学医学部 

Dr. Meta Jørgensen 

場所：Samsøvej 33, 8382 Hinnerup 

http://www.sau.rm.dk/om-os/about-

us/physical-framework/at-home/ 

「中央ユラン・レギオン」（Region Midtjylland）

が運営する「シニアーズ・ハウス」（Seniors House）

を見学した。高齢期に向かう自閉症者に特化した、

家ごとの移動・間取りの調整ができる住宅で、最

新の注目すべき取り組みである。 

デンマークには５つのレギオン（region 州）と

９８のコムーネ（kommune 市町村）がある。社会

サービスについての決定・提供責任は、コムーネ

にある。一方、住宅提供など、1つのコムーネで

は運営が困難である場合や、利用者が広域から集

まってくる場合などは、コムーネとの協議のうえ

で広域圏のレギオンが運営にあたることもある。

今回訪問したのは、レギオンの「Specialist Area 

Autism」が運営する居住施設である。 

(2)「Specialist Area Autism」について 

http://www.sau.rm.dk/om-os/about-us/ 

「Specialist Area Autism」とは、中央ユラン・

レ ギ オ ン の 精 神 科 ・ 社 会 福 祉 サ ー ビ ス

（Psychiatry and Social Service）の一部と位

置付けられている。自閉スペクトラム症（ASD）

全体を対象としているが、とくに重度の自閉症者

および併存障害のある自閉症者（例：摂食障害、

統合失調症、強迫性障害、行動障害）を対象とし

ており、２６の施設を運営している。 

「Specialist Area Autism」は、2013 年 1 月 1

日、これまであった３つの地区の自閉症居住サー

ビ ス 事 業 所 （ Hinnerup Kollegiet, 

Gudenåkollegiet, Bækketoften）を合併して設立

した。現在それらは「Specialist Area Autism」

の３部門となり、それぞれの専門性の蓄積を生か

すとともに、新しい取り組みや研究などでも密接

に協力している。Specialist Area Autism が運

営する２６の施設は以下のいずれかのカテゴリ

ーに入る。 

・シェルター・ハウス（Sheltered Housing） 

・家ごと移動・間取りの調整ができる住宅

（Flexible, Mobile Housing） 

・ケア付き居住（Supervised living） 

・教育と就労(Education and employment） 

そのうちの１つの施設は、以下のサービスも提

供している。 

・アドバイス、・コンサルタンシー、・調査研究 

・障害者支援専門職ペダゴー（社会生活指導員）

および特別支援教育の教員に対する研修 

「Specialist Area Autism」の利用者数は合計

約 300 人、スタッフは合計約 400 人である。スタ

ッフの職種は、ペダゴー、心理学者、理学療法士

などである。 

〇シェルター・ハウスの具体例 

「シェルター・ハウス Dannebrogsgade」は、深刻

な自傷行為・摂食障害のある高機能 ASD 女性を対

象としている。最低２年間、最長 45 年間住むこ

とができる。現在 11名（18～32 歳）が暮らして

いる。ほとんどが、入所前は自立して暮らしてい

た。公共交通を使うのが困難な人も多く、大きな

町の中心部にあり、各所に徒歩で行ける。ハウス

では、それぞれに分かれた居住空間をもち、共通

の居間やキッチンがある。支援は、ASD の認知特

性に配慮した配慮がなされており、たとえば予測

がつきやすいように、どのスタッフが何時にいる
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か顔写真とともに提示している。 

〇今回訪問した SAU Hinnerup「シニアーズ・ハ

ウス」（Seniors House）は家ごと移動・間取りの

調整ができる新しい居住プロジェクトである。

「AT Home」のコンセプトのもとに設計されてい

る。 

３．ASD のある人に特化した住宅「At Home」の

コンセプト                

以下は、英語のパンフレット（注１）に記載さ

れている「AT Home」のコンセプトである。 

＊注１：「AT Home – A flexible, mobile living 

concept for people with autism」、上記 Specialist 

Area Autism のホームページからもダウンロード

できる。 

ASD のある人が、健全を保ち、成長でき、人と

関われるようになるためには、住環境が非常に大

事である。「AT Home」は、ASD の成人のための、

家ごと移動・間取りの調整ができる住宅である。

たとえばトラックに乗せて引っ越したり、間取り

の増減や壁や窓の位置を選べ、ライフステージに

合わせて、後で変更することもできる。 

国連障害者権利条約の第１９条、インクルージ

ョンについての条文は、「障害のある人が、他の

者との平等を基礎として、居住地及びどこで誰と

生活するかを選択する機会を有すること、並びに

特定の生活様式で生活するよう義務づけられな

いこと」としている。 

ASD のある人がその認知特性や合併する精神

疾患のために、住むところを制限されてしまうこ

とがある。このことは上記の条文に反することと

なる。地域での暮らしが難しい ASD の人々が地域

で社会生活できるように、「離れていっしょに住

む」Apart Together という観点で、「AT Home」は

開発された。 

「AT Home」がターゲットとするのは、特に以下

の４つのグループの ASD の人々である。 

① 音や光の過敏さがあるため一人で暮らした

い人 

② ペットと暮らしたい人 

③ 次のステップに進むための練習の家とした

い人 

④ 実家の裏庭の「離れ」として暮らしたい人 

「AT Home」開発に際しては、他のすべての住宅

プロジェクト同様、当事者と家族の意見を聞いた。

また、デンマーク自閉症協会（注２）の協力も得

た。 

＊注２：デンマーク自閉症協会会長ハイディ・

テームストラップ氏とはコペンハーゲン自閉症

閉症者の居住施設 Hoejtoft 見学時に様々な意見

交換をした。 

４．デンマークからの新しい提案「シニアーズ・

ハウス」～ 高齢期に向かう自閉症者に特化した

住宅 

「シニアーズ・ハウス」は、作業所や他のグルー

プホームと同じ敷地にある。緑色の外壁の平屋建

ての建物であり、周囲の樹木などの緑に溶け込ん

でいる。エントランスを入ると緑を基調としたモ

ダンな空間があり、床面の数か所に木が植わって

いる。本人と家族のアンケートによると、緑がも

っとも落ち着く色ということだったそうだ。共通

の空間の周りに各人の住むユニットが配置され

ている。ランニングマシンなどが配置された共通

のエクササイズルームもあった。 

個人のユニットは、玄関の前に、壁にへこみが

あるベンチが設置されていた。外に出る前のトラ

ンジション・ゾーンとしてここで気持ちの切り替

えができるということだった。座ってみたところ、

落ち着く居心地のよい場所だった。玄関の内側に

もトランジション・ゾーンがあった。なお、デザ

インは本人の希望に応じて変えられるというこ

とだった。窓の位置も本人が決めることができる

そうだ。一人の利用者は共通スペースを望む窓を

低い位置に配置していた。外で何が起こっている

か見るためには、しゃがんで窓から覗くことにな

り、そのことで「好奇心がそそられ」、外に出る

モチベーションとなるとのことだった。実際に私

たちも好奇心がそそられ、入れ替わり立ち代わり

かがんで窓から外を覗いて外をうかがった。 
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「シニア・ハウス」開発にあたっては、パンフレ

ットに次の話が掲載されている。 

高齢期の自閉症についての研究はまだほとん

どない。彼らはどのようにライフステージの変化

に対処し、QOL を維持していけるのか。シニアー

ズ・ハウスは、高齢自閉症者の観察に基づいて設

計されている。たとえば加齢により生活に困難な

部分が出てくる。より広い場所に対応できなくな

る。目が悪くなり予定などの視覚的な提示が見え

ずらくなり、変化への対応がより困難となる。動

きのペースが遅くなり、周囲に合わせた活動の参

加が出来なくなり、周囲から孤立化しがちとなる

などで、そのため、加齢に配慮したよりいっそう

の個別化が必要となる。 

「シニアーズ・ハウス」は、以下の工夫もされて

いる。 

・自然光を採り入れることが、生活のリズムをつ

くる。大きな窓が配置され、中庭や外を望める。 

・外に出ていく前にベンチに座って、「移行」の

準備ができる。 

・キッチンの食器や部屋の衣服などはすべて作

り付けの引出しに収納でき突き出たものがない。 

・家は車椅子に対応できる。サイズ、天井の高さ、

壁の位置など、住む人のニーズに応じて組み換え

が可能である。たとえば将来寝たきりになった場

合、ベッドルームの壁を取り除き、ベッドを光が

注ぐ居間にもってくることができる。自閉症の人

たちの特性に配慮し、高齢化に対応した提案とな

っている。 

 

写真：シニアーズ・ハウスの玄関前 

 

小窓：利用者が位置を決めた「好奇心をそそる」低い窓 

 

写真：部屋からの眺め～夏は外の椅子で休むこともできる 

３．〔福祉―日中･居住支援〕 

自閉症/知的障害成人居住ケアと日中活動 

ﾎﾞｰｶﾞｰｾﾝﾀｰ・ｳｪｽﾄ Borgercenter Vest 

 (1)訪問概要 

ティネ・シュナイダー氏（Tine Schneder, セン

ター部門リーダー）、リッキ・カールセン氏(Rikke 

Carlse, 日中活動担当チーフ） 

場所：オーフス市 Havkaerken 45、8381 Tilst   

ボーガーセンター・ウエスト  

(2) ボーガーセンター・ウエストの概要、支援方

針について 

オーフス市の中心部から 30 分程度の場所にあ

るボーガーセンター・ウエストは住宅街の中にあ

り、地域の中に溶け込んだ場所にあった。 
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写真：Borgercenter Vest 日中活動施設のダイニ

ングで～シュナイダー氏とカールセン氏から話

を聞く 

オーフス市 AARHUS KOMMUNE には 4 つ

の障害者用のセンターがありその一つである。ウ

エストセンターは、自閉症の方が多く住んでおり、

自閉症支援の基地的機能を持ち、責任もある。北

センターは知的障害者が多い。 

本センターは 18 歳以上の障害者を対象にして

おり、オーフス市 AARHUS KOMMUNE の運

営 、 職 員 は 全 て オ ー フ ス 市 AARHUS 

KOMMUNE 職員である。オーフス市は人口約

33 万人であり、障害者数約 1200 人である。 

ボーガーセンター・ウエストは 9 か所の構成施

設がある。主な施設は以下である。 

① 18 歳～30 歳の自閉症の方が暮らす住居（26

名） 

② 主に①の居住者等が通う日中活動。自閉症と

知的障害を合併しており、比較的障害は重い方

が多い。36 名の利用者の内、重度の方が 24 名

いる。職員は障害者支援専門職ペダゴー（社会

生活指導員）20 名、ケアワーカー10 名。  

③ 自閉症の方が暮らすアパート 

④ 主に③の方が主に利用する日中活動の場。 

＊①から④までの構成施設と管理棟が同じ敷地

にある。 

⑤ 加齢に伴う支援が合わせて必要な方の施設。 

59歳から96歳の方が在籍しており38名定員。 

66 名のスタッフと看護師ではないが医療関係 

のことをする職員（ヘルスケアアシスタント、 

ヘルスケアヘルパー）が数名配置されている。 

日本のように、65 歳等から入るなどと言う年 

齢的な決まりはない。何歳から入るという決ま 

りはないが、加齢により高齢期に伴う支援が必 

要になった方が入り、50 歳代前半でもはいる 

ことがあるし、60 歳代でも入らない方もいる。 

定員があるので空部屋が無ければ入ることは 

できない。 

⑥ 日中働きに行く方の就労支援、居住 

⑦ 日中働きに行く方の就労支援、居住 

＊⑤から⑧までが一つの地区にある 

⑧ 触法障害者の施設 

本施設での支援方針および支援方法は、ＩＣＦ

が示す「健康」状態をひとり一人実現することが

第一の目標であり、以下の合理的な配慮をしてい

る 

・TEACCH プログラムで構造化されたなかでの支

援。 

・指示しない、よい方向を示して決定して頂く。 

・「あれをしなさい」、「これをしない」というサ

ポートはしない 

・ゴール～親とネットワークを取りながらも自

立して暮らす、ケアタスク～自分の人生を自分が

ｺﾝﾄﾛｰﾙする、面倒を見る人ではない、自分自身が

歩む、それをサポートする、ビジョン～最高の仕

事をする 

・利用者に何が出来るか認識し出来ることに目

を向け本人をそのまま受け止め、持っている強

みを活かし導く。 

・敬意を払い、その人らしく生きるためには、ど

のようにヘルプできるかを考える。 

・障害のある方も普通の市民として生活し、分け

ることなく近隣住民と協力し、互いに信頼できる

関係を作っている。地域の子供たちも、外の遊具

等で遊んだりもする。地域に買い物に出たりもす

る。住民もいっしょに活動し合う。地域の同じ道

を一緒にあるき『共生』の考え方が浸透している。 

(3) ボーガーセンター・ウエストの日中活動部門

の見学 
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体を動かすことのできる、ダンス、運動を行う

広い部屋。誰が使用しているかわかるように、入

り口に絵カードが提示してある。構造化された個

人用のスペースは、大きい部屋を仕切ったスペー

スではなく、一人一人の部屋が用意されている。

机、ベット等が用意されており、それぞれの好み

の遊具等が置かれており、それぞれに合わせた専

用部屋である。机の見えるところには、スケジー

ル提示がされている。その日のスケジュールもあ

る程度、支援者の援助を受けながら障害のある方

自身が決めている。 

 
写真 利用者ひとり一人に合わせたその日の

活動スケジュールボード 

屋外施設、運動場のような広い場所がある。

ゴーカート、三輪の自転車用の道路があり、ゴ

ーカートは冬場使用しないが、三輪自転車で走

っている利用者がいる。屋外の埋め込み式のト

ランポリンが 2基設置。アスレチックのような

木の遊具もあり。体のバランスを取るために重

要であり、よく利用しているとのこと。 

 
写真 利用者が「健康」を保持するために運動

屋外施設 

(4) ボーガーウエストセンターにおける医療受

診支援について 

○ボーガーウエストセンターには、看護師配置が

あるか? 

看護師配置はない。 

○日々の利用されている方の健康管理は、どのよ

うにしているのか?また定期的な健康診断等が行

われているか? 

  利用者の健康状況の把握は、支援者が顔色や

本人の様子等から確認し、決められた様式に入

力することになっている。定期的な健康診断は、

今年 1月に義務づけられた。身体面とメンタル

面の検診がある。医療に関係する職員の配置も

義務づけが出来た。看護師ではなくヘルスケア

ーヘルパー等が対応する。 

○障害の重い利用者が、急病等になった場合の対

応はどのようにしているか?その際困難なことは

ないか? 

急病の場合、地域住民と同じく、GP（General  

practitioner 一般開業医）を受診する。又は GP に

往診を頼む。GP が必要と判断すれば病院を受診

する。病院受診先は GP がネットワークの中で探

して紹介してくれる。病院探しなどに関してあま

り困ったことはない。GP や病院等の受診には支

援者が必要により付きそう。 

○歯科等の治療はどうか? 

歯科等は自費負担のある診療であり、受診先を

選べる。評判等を聞き受診先を選んだりする。 

(5)まとめ 
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本施設では、重度の利用者も居住スペースか

ら日中活動の場へ通う形態を取っている。大きな

施設ではなく居住場所、日中活動の場とも小さな

集団での支援となっている。 

本施設の利用者は若い世代の利用者であり、高

齢に伴って必要となるような医療支援はまだニ

ーズが顕在化していない。利用者には、着替えの

際に一部介助を必要とするような比較的重度の

利用者も少なくないが、強度行動障害のある利用

者はほとんど見受けられなかった。利用者ひとり

一人の心身の「健康」状態を支援するための方針

が明確であり、知的障害や自閉症に合わせた専門

的な支援方法も確立され、適切な支援が行われて

いることが、行動障害の減少や軽減につながって

いると思われた。 

医療受診支援に関しては、地域住民と同じ方法

の受診形態をとっており、支援者が介助に付く。

一般市民と同様な医療受診システムを活用して

おり、ＧＰをコアにして円滑な支援がなされてい

た。 

 

４．〔福祉―日中支援〕 

ﾃﾞﾝﾏｰｸで最も歴史のある福祉作業所 SOVI 

(1)訪問概要 

訪問先：SOVI （デンマークで最も歴史のある自

閉症者福祉作業所） 

面談者：マイブリット・ボゴー氏（Maibrit Bogoe,

所長）ほか 

同行者：キアステン・コールセン氏（Kirsten 

Callesen,心理学者） 

場所： Transformervej 13, 2860 Søborg 

http://sovi-autisme.dk/om-sovi/ 

 コペンハーゲンの郊外、ヘアレウ（Herlev）に

ある自閉症者の福祉作業所、SOVI を見学した。最

初に Maibrit Bogoe 所長ほかスタッフおよびこ

こで働く当事者から説明があった。 

(2)SOVI の沿革と現在                               

SOVI は当初親たちが立ち上げた作業所である。

1963 年、デンマークで最初に自閉症と診断され

た子どもたちの親が学校をつくった。学校の名前

は「Sofieskolen」（Sofie School）デンマークに

おける自閉症児教育のパイオニアでこの学校の

先生となった Sofie Madsen から名付けた。1972

年、その子たちが成長したので、同じ親たちが作

業所 SOVI を立ち上げた。立ち上げ当初の計画で

は、自閉症の若者たちが職人から実際の仕事を教

えてもらい、指導する職人たちの給料を払えるだ

けの製品をつくることが目的だった。しかしそれ

ほどの仕事の能力は身に着かず、結果的に自治体

が運営費を補助することとなった。 

現在この作業所には、重度の自閉症の人や、他

の精神疾患を抱えている自閉症の人々が通って

いる。いまは作業の習得だけではなく、職場開拓

や、いくつかの形態の就労支援も行っている。た

とえば、ジョブクルーとして、スーパーマーケッ

トでの品出しなどの仕事を請け負っている。 

また、SOVI では成人期に自閉症と診断された

自閉スペクトラム症（ASD）の人々に対しての支

援も行っている。内容はメンタリングおよび心理

教育で、本人が自閉症によりもたらされる困難を

理解し、強みを活かせる仕事に就くことができる

ようにするためである。 

SOVI は、公共セクターから独立し、社会的な目

的を掲げて収益事業に取り組む事業体であり、

「ソーシャル・エンタープライズ」といわれてい

る。SOVI の取り組みを通じて社会的な変革を推

進することを目的としている。具体的には、自閉

症の特性から生じる特別ニーズに対して、社会が

特別な支援をすることによって、よい仕事ができ、

労働市場で働けるようにすることが目的である

とのことだった。作業所を見学し、そうした特別

な支援の実際を見ることができた。 

〇自閉症の専門的支援 

作業場では、TEACCH をはじめとする様々な個

別化された自閉症の専門的支援がとりいれられ

ていた。たとえば次の２つが興味深かった。 

・Scan HOW 

情報の入力された QR コードを利用者がスマート
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フォンで読み込んで作業の手順を把握する。絵カ

ードや手順カードの代わりとなるということだ。

利用者が実際にスマートフォンをかざして見せ

てくれた。 

・移動できる個別パーティション・デスク 

三方が囲まれたパーティション・デスクは、周囲

の気が散る要素から遮断され集中できる。各人が

自分の好みの雑誌や CD を置いたり、すっきりと

予定だけ提示している人もいて様々であった。ま

た車輪がついていて別の場所に移動きる仕様な

ので、休み時間は休憩エリアに移動してくつろぐ

など、いろいろな使い方ができそうだった。数が

全員分あるわけでないようだったので、特定の利

用者だけが使っているのかもしれない。 

その他の支援は以下の通り： 

・TTAP：ASD の人たちの就労移行支援のためのア

セスメントツール 

・The CAT-Kit：ASD の人たちに、感情コントロ－

ルを教えるツ－ル 

（なお今回同行してくださったキアステン・コー

ルセン氏は、トニー・アトウッド博士とともにこ

のツールを開発した。この日の午後に詳しい内容

の説明を受けた） 

・ソーシャル・ストーリーズ：米国のキャロル・

グレイが開発した、ASD の人たちの社会生活の円

滑化に効果的な支援方法。SOVI では、ソーシャル

スキルを伸ばすことをサポートし、共通の関心事

を通して友達をつくることも支援しているそう

だ。 

(3)SOVI の作業所                                  

SOVI のスローガンは「卓越した仕事」

（Exceptionally good work）である。以下の作

業グループがあった。 

・木工・金属加工グループ 

天井が高く、広い場所は工場のようだった。黙々

とロール紙を計って切断している利用者がいた。

金属加工では、作業中の利用者はいなかったが、

切断や溶接の作業をする。 

・利用者の食事作りグループ 

シェフが常駐しており、レストランの厨房のよう

な雰囲気だった。利用者がサラダ用の大量のクレ

ソンの葉を手で丁寧にちぎっていた。 

・デザイン・グループ 

小物から大きいものまで多種製品のデザインと

縫製。圧迫刺激をする重力ブランケットの製品を

作製中だった。 

・マルチメディアと事務作業 

作業に対して QR コードの情報の入力など各種事

務作業をするそうだ。 

SOVI の方針は、利用者とスタッフとが高め合

い、その人に適した新たな仕事を学び成長すると

いうことだそうである。スタッフは利用者を対等

な立場で、同僚（co-worker）と呼んでいるのが

印象的だった。全体の見学を通して感じたことは、

障害のあるなしにかかわらず、一人の人間として

育ていこうとする姿勢である。 

以下は見学時の写真である。 

 

スタッフのプレゼンテーション後に記念撮影 
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上）Maibrit Bogoe 所長がグループのスケジュー

ルを説明  下）縫製 

 

  

作業移動可能な個別ワークステーション 

 
利用者の食事づくり、後ろにいるのはシェフ 

 

企業から寄付された商品の袋詰めを体験、シティ

マラソンの参加賞とするそうだ 

 

５．〔教育－学校〕 

１） 自閉症と重度 ADHD の若者の学校 STU4 

(1)訪問概要 

訪問先 Lyngåskolen  STU4（自閉症・重度の

ADHD の若者の学校） 

面談者：ウッフェ・ディトマー氏(Uffe Dittmer,

校長）リル・マイヤー氏(Lill Meyer, 教務主任） 

場所： Graham Bells Vej 1d, 8220 Aarhus N 

オーフス市はユトランド半島に位置するデン

マーク第２の都市である。今回の調査のテーマは

知的障害・自閉症の支援に関してである。特に、

青年期の学校 STU ではどのような配慮のもと発

達支援および環境調整や合理的配慮をしている

のか、およびそうした支援が行動障害のある青年

にどのような効果をもたらしているかについて

聞き取りを行った。 

今回は STU のうち、自閉症もしくは重度の注意

欠如・多動症（ADHD） の若者を対象とした学校

である「Lyngåskolen STU4」を訪問した。前述し

た家族・児童・若者福祉部の部長 Lehm 氏が「市

民社会の一員として自己実現できることを願っ

て」と題して述べた言及した施策の実際を知るこ

とができた。 

(2)STU とは 

デンマークの教育体系で「青年期の特別支援教

育」（Specially planned youth education）と位

置づけられている。2007 年の法律改正を受けて
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スタートした組織である。18 歳～21 歳の若者に

3年間の教育を行う。デンマーク政府の発行して

いるパンフレット（注１）によると、STU は特別

な支援ニーズがあるために他の種類の若者教育

を修了することができない者に対する３年間の

教育プログラムである。目的は、それぞれの若者

の個人の成長、そしてできるだけ自立した大人に

なり、社会に積極的に参加する活動的な人生

（active life）を目指しているとしている。STU

はそのために必要なスキルや経験を身につけら

れるように、それぞれの障害特性に合わせた教育

を実施している。 

オーフス市にある STU である「Lyngåskolen 

STU4」では、最初にディトマー校長とマイヤー教

務主任から学校の説明があり、その後学校を見学

した。 

本校には、偶然ではあるが、海外勤務でオーフ

ス市在住の日本人の息子さんが在学していた。デ

ィトマー校長とマイヤー教務主任が日本人の生

徒が在籍しているからと、その生徒と交流する機

会を手配してくださった。本児の親が調査の参考

のために、日本の親の会の機関紙にシリーズで投

稿した記事（山田、2015-2018／注２）を送って

くれた。これらの記事がこの学校とデンマークの

青年期の障害者教育について貴重な経験を述べ

ているので、以下引用する。 

(3)STU4 の教育内容について 

① 自立した大人になるという目的のため 

「感心したのは、この学校の教育内容が「自立

した大人になる」という目的のために包括的に実

によく練り上げられていることです。STU4 の指

導項目は大別すると「学科指導」、「社会スキル」、

「家事スキル」、OCN(Open College Network)、「イ

ンターンシップ」、「シチズンシップ」、「若者から

大人への移行」、IT に分けられますが、そのいず

れも一人で社会人として暮らす上で必要なもの

が、非常に実践的な内容で組み立てられています」  

②  自己決定の尊重 

「自己決定が難しい生徒でも、本人が同意した場

合のみ親が参加を認められます。デンマークの法

律では既に成人である 18 歳以上の自閉症者が

通う学校だけに、本人の意思がすべてに優先され

るのです」 

③ 「社会スキル」公の場でのふるまい方を学ぶ 

「社会スキル（社交）は、職場、インターンシッ

プその他、他人と一緒の公の場所でどう振る舞う

かを学ぶ科目です。自閉症の人たちが苦手な、今

何をすれば良いのか、どう過ごせば良いのかを理

解させるために、毎週水曜日に校外活動が行われ、

実際にショッピング・モール、映画館、カフェ、

文化的な活動、博物館、伝統的な建造物などの訪

問や利用、森の中の散歩、各種の買い物など、街

の中のあらゆる場所を体験させ、そこでどう過ご

せば良いのか、何をすれば良いのかを実地で指

導・訓練しています。変化の苦手な人のために事

前にスケジュールや内容を紙やパソコンの情報

で伝える配慮もなされています」  

④ 「家事スキル」自立した暮らしができるよう

に 

 「家事スキルでは文字通り一人で暮らすための

調理、買い物、経済、掃除、身の回りの衛生、洗

濯などの技術を校内の本物の施設を使って学び

ます。 OCN （注：Open College Network の資格）

については(中略)、社会生活や職業生活に必要な

基礎スキルがどれだけ習得できているかを客観

的に評価する一種の資格のようなものです。「個

人の会計」、「法や規則」、「職業知識」、「栄養と運

動」、「仕事・学校及び日常生活」、「社会スキル全

般」、「荷物の詰め方」などのカテゴリーごとに、

主要な作業がスモール・ステップに分解されてお

り、それらを元に Knowledge（知っている）、

Skills（できる）、Mastery(完璧)の三段階で習熟

度を評価します」 「元来、英国で炭鉱労働者が

大量に解雇された時、他の職業へのスムーズな転

職・移行のためのスキル評価を目的に開発・制定

された資格らしく、デンマークではこのポイント

や卒業時の認証に沿って、その後のインターンシ

ップや就労のマッチングが行われる仕組みにな
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っています。Tは、掃除については Mastery（完

璧）のポイントをもらったので、今後は調理につ

いてポイントをもらえるよう指導していくこと

になりました。この OCN は分厚いファイルにな

っていますが、残念ながらすべてデンマーク語な

ので私には詳細の内容は理解できません。個別の

スキルについてこうした客観的な到達度評価尺

度が統一されていて就労や各種移行に活用され

ているところはいかにも合理的な北欧らしいと

思いました」 

⑤ インクルーシブの視点 

「日本では障害者の自立を語るとき、どうしても

就労のためのスキル獲得やそのベースとなる身

辺自立が優先されがちで、それ以外の部分は『余

暇活動』と称しながらも位置づけや趣旨がはっき

りせず、何をどう身につけるかは本人任せになり

がちな気がします。 

一方この国では、働くとかお金を稼ぐ、という

視点以前に「普通の成人」であるために何が必要

か、という視点から教育が展開されます。身辺自

立や職業訓練と同等に、民主主義社会の市民とし

ての役割、責任、あるいはコミュニティの一員と

して他人と一緒に食事やお茶、イベントを楽しむ

こと、若者同士ゲームに興じることなども重視さ

れ、自閉症だろうが ADHD だろうが「普通の成人」

であるためにはこうした素養を一通り身につけ

ることが必要、という思想が貫かれているのです。  

 私たちはつい、どうせ分からないだろう、とか

本人に興味のないことをやらせても仕方がない、

と決めつけてしまいがちですが、スキルやレベル

はどうあれ、みんなが当たり前にやることは普通

に身につけさせる、というのはインクルーシブと

いう点でも非常に大切な視点だと思います。  

 同時に、こうした市民生活の実相を障害者向け

に展開してもらうことで、日頃外から見ているだ

けでは気づかないデンマークの文化、価値観の本

質を見ることができ、おおいに考えさせられます」 

注１： The Danish Education System. The 

Ministry of Higher Education and Science, 

the Ministry for Children, Education and 

Gender Equality and The Ministry of Culture. 

August 2016 

注２：山田正人(2015-2018) 住んでみたデンマー

ク--T とともに (第 1 回～第 10 回).相模原やま

びこ会報 161～171.  

 

STU4 会議室で～ディトマー校長から話を聞く 

 

 

STU4 学校の出口で～日本人生徒の通訳も入って 

２） 自閉症と PDA の子どもの学校  

スターフィッシュ・スクール Starfish school 

＊ＰＤＡとは pathological demand avoidance

（病理的要求回避症候群） 

(1)訪問概要 

訪問先 スターフィッシュ・スクール Starfish 

school 

自閉症と PDA（pathological demand avoidance

病理的要求回避症候群）の子どもの学校 

面談者 ダン・ラスムッセン氏（Dan Rasmussen, 
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校長）、キアステン・コールセン氏（Kirsten 

Callesen, 心理学者）  

場所：コペンハーゲン Trondhjems Plads スター

フィッシュ・スクールにて 

(2)キアステン・コールセン（Kirsten Callesen）

氏について 

キアステン・コールセン氏（以下キアステン氏）

は心理学者であり、認知感情トレーニングツール

である CAT－KIT の著者の一人でもある。また、

コペンハーゲン市内のいくつかのオフィスにお

いて ASD の方への支援を行っている。 

(3)スターフィッシュ・スクールについて 

この学校の在籍人数は現在 28 名、スタッフの

人数は 40名である。これまでの在籍人数は計 40

名である。生徒の年齢は 6 歳から上限は 18 歳と

なっている。この学校は弁護士、俳優、研究者な

ど５名の子どもの親が中心となり創設された。デ

ンマークにはこのような学校は他にはなく、モデ

ル的な学校である。因みに 2018 年 8 月に定員 12

名の成人施設も開校予定である。 

生徒一人に対し個別の教室があり、教師も個別

で対応している。授業は生徒の興味関心に合わせ

た内容となっており、アニメが好きな生徒の場合

には学習にアニメのキャラクターを取り入れる

等の生徒の個別性に合わせた工夫を行っている。

また日本に興味のある生徒に対しては日本人ス

タッフを雇用し、日本について学び自分の名前を

カタカナで筆を使って書くといった習字に取り

組む等の学習を実施している。不安の強い生徒が

愛犬と一緒に登校するケースもある。また SI（感

覚統合）室があり週に２回、作業療法士によるセ

ッションを行っている（時間は生徒によって異な

るが 1回につき 8～55 分間である）。 

生徒の中には非常に不安が強く、スムーズに学

校へ来ることが難しい子どもも含まれている。そ

のような場合はスタッフが生徒の家へ訪問し、関

係性を築くところから始めなければならない。始

めは同じ興味や関心のあるスタッフとゲームや

アニメなどを通じてコミュニケーションをとり、

段階を踏んでセラピスト・先生へと関係性を広げ

ていく。スタッフが生徒の自宅へ訪問を繰り返し、

そこで一緒にゲームをするようになり、それから

登校できるようになったケースもある。家から出

てきてもらうということが最初の段階である。 

現在在籍している生徒 28 名のうち 6 名はコペ

ンハーゲン在住、それ以外の生徒は他の地域から

登校している。費用は、居住しているそれぞれの

自治体で負担している。この学校に入学するため

には親が自治体へ入学を申請し、自治体に所属し

ている心理士の判定を受け入学の合否を受ける

必要がある。 

コペンハーゲンの人口は現在約 100 万人、その

内 ASD,ADHD 等の発達障害の方は約 3000 人と言

われている。さらに、その中でも対応が難しいと

言われる方は約 200 人と言われているこの中に

は、PDA（pathological demand avoidance 病理

的要求回避症候群）といわれる人も含まれる。キ

アステン氏は、「子どもが不登校になり、さらに

子どもの不安が強いなど本人の状態が悪く、親が

仕事へ行けなくなるなどの状況になると社会的

損失は大きい。そのため早い段階で介入する必要

があり、早期に介入することで経済的負担を抑え

ることができる」と述べられている。 

スターフィッシュ・スクールはコペンハーゲン

市内に位置しており、アパートメントの一部を学

校として利用している。統一されたインテリアで

明るい印象の受ける建物である。キアステン氏は

この学校環境に関し、「子ども達が登校するため

のモチベーションをどう高めるかが大切である。

そのためにも子ども達にとって学校が魅力的な

場所であり、特別な場所であるということを伝え

たかった」と述べられている。またスタッフに関

しては、子ども達に「学校とは自分にとって良い

所だ」、「自分のための場所だ」と感じてもらうよ

う、生徒に対応する時間について柔軟性を持って

授業に取り組まなければならない、とも述べられ

ている。 

本学校では、丁寧な個別の支援計画の作成と徹
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底した個別の環境における支援を実施しており、

これにより重度な問題行動や行動障害を有して

いた子どもも落ち着きを取り戻し、安定した学校

生活を送ることができていた。こうした環境調整

や一人ひとりの障害特性に合わせた合理的配慮

を早期に実施することがいかに重要であるかが

明らかであった。 

６〔研究―新たな ASD をめぐる支援課題〕 

 今回の調査においては、以下のような研究者に

よるリサーチから新たな問題提起も受けた。デン

マークで近年、新しい社会的な問題として指摘さ

れてきている「適切な支援を受けられなかったた

めに不登校や引きこもりになる ASD の実態と支

援課題」や「ASD と確定診断に至らないが就労

にうまく適応できない、あるいは離職後サポート

されてもなかなか再就労できない一群へのアセ

スメントとアプローチ」である。 

１） オーフス大学保健医療科学院 

(1)訪問概要 

訪問先：オーフス大学と SAU Hinnerup 

オーフス大学保健医療科学院 カーステン・オベ

ル教授、オールボー大学病院 マリーン・ローリ

ッセン准教授(心理学者, PhD)、オーフス大学医

学部 メタ・イエルゲンゼン医師（児童精神科医） 

場所：オーフス大学    

(2) マリーン・ローリッセン博士の研究；the 

AUTCOME study 

背景： 

ASD 者は、ADHD や知的障害、破壊的行動障

害、気分障害を有する者に比べて就労率が低い。

また、教育・就労のいずれにも属していない者が

12～24％との報告や、高校卒業から 2 年後には

半数以上が教育・就労のいずれにも属しておらず

社会適応上のリスクが高いと考えられている。 

 日中活動（特に就労関連）は、①新しいスキル

の習得や社会的（対人）関係の発展・社会貢献に

つながる、②職業的自立と雇用が ASD 症状や問

題行動の軽減・ADL 改善につながる、③支援付

き就労は実行機能などの認知機能を向上させる、

等の点で重要である。 

目的： 

ASD 者の日中活動や適応行動、QOL について、

当事者本人・保護者からの質問紙による調査デー

タ及び国の個人識別番号制度に基づく医療情報

登録データをもとに、社会適応状況を把握するこ

と 

対象： 

1990～1999 年に出生し、14 歳になる前までに

ASD（ICD-10 に基づき、自閉症・非定型自閉症・

アスペルガー障害・広汎性発達障害）と診断され

登録された 6218名のうち住所やメールアドレス

の追跡不能者・志望者を除いた 5631 名。 

方法： 

該当する者の保護者宛に、当事者（子）の日中

活動や適応行動に関する質問紙(ABAS)、QOL に

関する質問紙(INICO-FEAPS)、及び学籍・支援

と介入・精神科的合併症・ASD 症状・問題行動

に関するアンケート、当事者本人向けの QOL 質

問紙を郵送した。18 歳以上の当事者については、

就労状況についても調査した。 

結果： 

回答を得られたのは、保護者 1734 名(30.8%)、

本人 933 名(16.6&)であった。保護者の中には

「自分は回答するが子どもの回答は難しい」と連

絡してくる者もあり、保護者の方が多いであろう

ことは予測していた。 

今回の発表は、18 歳以上で所属・生活状況に

ついて返答の合った 1266 名について行う。 

当事者 1266 名の平均年齢は 20.68±2.74 歳、

平均の診断時年齢は 8.21±3.24 歳、男女比は男：

女＝１：0.23 であった。これら 1266 名を、所属

により①教育課程、②就労、③教育・就労いずれ

もなし、の 3 群に分け、検討した。 

①が 736 名と最多で、遅れて義務教育中の者、

義務教育修了後のギムナジウムに通う者、特別支

援学校に通う者がいた。平均 20.8±2.1 歳と最も

若かった。②は 251 名おり、うち 111 名(44.7%)

が支援内の一般就労に従事していた。支援つき一
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般就労が 46 名(18.9%)、その他福祉作業所やボラ

ンティアに従事している者もいた。③は 269 名

で回答者全体の約 5 分の 1 であった。うち何ら

かの手当を受給している者が 95 名(35.3%)で、残

り 174 名(64.7%)は日中の公的な所属先を有さな

かった。この詳細は解析中だが、博士の臨床経験

からはこの大部分が何もせず自宅にいると推定

されるとのことであった。 

3 群の臨床的特徴を比較したところ、知的障害

を有する割合は②就労群で有意に高かった。これ

までに問題行動がみられた割合は①教育課程群

のみ 6 割（他は 7 割以上）で有意に低かったが、

現時点で問題行動“あり”の割合は③所属なし群

が 44.3%と有意に高かった。また、精神科的並存

症・合併症については“ない”のが③就労なし群

で有意に低く(44.3$)、発達障害(ADHD,LD 及び

トゥレットの併存には 3 群で有意差はみられず、

不安・抑うつ・強迫性障害については③就労なし

群で有意に高かった。統合失調症・精神病症状に

ついては①群と③群の間に有意差があった(①＜

③)が、摂食障害・気分障害・愛着障害には差がな

かった。 

適応行動尺度、ASD 症状評価、本人記載の

QOL 尺度、保護者記載の QOL 尺度の得点はい

ずれも③就労なし群において有意差があった

（ASD 症状は高く、適応行動・QOL は低かった）。

教育歴についても調査したが、早期から特別支援

を受けている方が就労に繋がり、支援への満足度

も高かった。 

まとめと考察： 

 18 歳を超えても教育課程に在籍しているもの

が多かった。回答者の約 5 分の 1 が「日中の所属

なし（③群）」であった。教育や就労にうまくの

れている ASD 者は、適応的な行動がとれており、

精神科的合併症も少なく、昨日水準が良好であっ

た。一方で、「日中の所蔵なし」の者(ⅲ群)は、ASD

症状が強いこと・現時点での問題行動が高率にみ

られること・精神科へ依存症（不安・抑うつ・強

迫性障害）が多いこと等様々な点で他の 2 群とは

異なっていた。軽度知的障害の者が最も就労に繋

がっており、早期から特別支援を受けている者の

方は予後が良かった。ASD 特性への気づきが早

期からあったためと考えられた。数年経過後（教

育課程の者が修了した頃）に再度就労状況を調査

する予定である。 

質疑応答： 

 「日本では 70 万人が社会的引きこもりの状態

にあり、その役 1/3 以上が発達障害と考えられて

いる」ことが紹介、デンマークでも近年不登校や

引きこもりがについて注目されているとのこと

であった。また、平均の診断時年齢が 9 歳とのこ

とであったが、本人に診断を告知しているかどう

かについてはケース・バイ・ケースである（本邦

同様）とのことであった。 

(3)デンマークの医療システム（主に GP、児童精

神科・発達障害の臨床について） 

■総論 

成人発達障害のアセスメントは発展途上であ

る。知的障害、メンタルヘルスの問題（精神科的

依存症）がある人についても同様である。 

デンマークは小さい島国で、5 つの地域から成

る。更に 98 の自治体（コムーネ）に分かれるが、

その協働は難しいところがある。厚生省、文化省、

労働省などの省庁、及び各自治体のソーシャルサ

ービスや学校（STU などの特別支援）、就労支援

がある。 

医療は公的システムで、一次医療、二次医療（と

三次医療）がある。一次医療として地域ごとに

General Practicioner(GP；家庭医、総合診療医)

が存在し、市民は平等にアクセスでき、医療費は

無料（公費負担）である。一部民間の医療機関も

あるが、費用は自治体が負担する。 

■ＧＰについて 

一次・二次予防と依存症への対応など範囲は広い。

ほぼ全ての国民が特定の GP と繋がる。時にプラ

イベートに指定以外の GP を受診する者もいる

が、全体の 1-2%程度（同席したおベル教授の場

合には、担当する患者 3000 人中 2 名）。この場
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合は私費になる。 

GP の役割は、健診、小児の発育・発達のチェッ

ク（発見のみで、アセスメント・診断目的で二次

医療機関に紹介）、身体・精神症状の診断と治療

（場合により二次機関に紹介するが、その後の治

療経過等フォローもする）、一次～三次予防、社

会福祉サービスとの連携や必要な書類の作成な

どを行う。患者は小児、思春期、成人と幅広く、

家族全体のことを知っている（発達障害児・者の

家族の抱えるストレスもケアする）。家庭医学の

専門家である。専門課程は、（学部が 6 年、卒後

1 年のインターンを経た後）5 年間。広義が 300

時間あるが、うち児童思春期精神科が半日、成人

精神科が 1 日。実習が多い。自閉症などの発達障

害に対する理解度は医師によりけりである。発達

チェックの中で疑った場合には、スクリーニング

やアセスメントはせず、二次の専門機関に紹介す

ることになっている。 

■二次医療について 

基本的に GP からの紹介を要する。病院には身

体各科と精神科がある。その他、私設の専門医療

機関がある。 

 精神科については、0～18(20)歳は児童思春期

精神科、19(21)歳以上は成人の精神科を受診する。

ASD のアセスメントや診断は児童思春期精神科

でなされ、知的障害については精神科へ依存症が

なければ小児科を受診する。発達障害については、

問診（症状、生育歴）、身体診察、認知発達の評

価、A-DOS 等の使用など、多職種で行うアセス

メントと診断・治療に関して専門学会が作成した

臨床ガイドラインが存在する。 

■教育制度について 

生後 9 か月から 5 歳までの幼児教育については、

一部保護者が負担する。その後の小学校、中学校、

高校、youth education、大学については無料。

特別支援（言語聴覚士、スクールサイコロジスト、

学校看護師）も無料。※一部、私立学校もあり。 

年齢に応じ、生活全般を支援。GP（必要時には

二次も）をはじめとした医療、余暇の過ごし方を

含めたソーシャルワーカーの支援もある。その他、

youth education guide や就労支援にも繋がる。 

■思春期・青年期における精神疾患の受診動向 

一般的には、年齢が高くなるにつれ、新たに精

神疾患と診断される患者数は確実に増加する。最

多のものはストレス/不安障害(F40)、若年発症の

行動障害(F90)である。専門医療機関へのアクセ

スは年齢ごとに増加するが 19～20歳頃に横這い

になる（ニーズが一定数になるから？援助要求が

鈍くなるから？その他？）。健康成人に比べて罹

患による負担が大きく、成人への移行期には更に

複雑化する。医療へのアクセスは平等かつ無料で

あるが、課題はいくつかある。当事者本人・家族・

支援者の認識（認知・コミュニケーション・知覚

の特性に関する）、動機づけと実行機能、不安と

恐怖及び抵抗性、適正な知識、認知レベルや年齢

による期待値、症状についての誤解や過小評価、

診察時間の問題などがある。特に症状の説明など

発信・コミュニケーションすることがうまくでき

ない ASD 者の受診には、当事者への動機づけを

するとともに、多職種の協力と支援を要する。一

般的な地域を個別の実践に活かしていく必要が

ある（19 歳の自閉症者の例。コミュニケーショ

ンがうまくできないため看護師である母親が受

診に同行したが、GP は「この年齢になってなぜ

親がついてくるのか」という様子だった。母も過

干渉だと思われないように、黙っていた。結局、

症状の重要な点等について本人がうまく説明で

きず、適正な治療にはつながらなかった。尋ねる

側が ASD 特性を意識してかなり具体的に踏み込

んだ質問をする必要がるのだが、必ずしもうまく

いかない）。 

■死亡率について 

10 代では重症の精神疾患罹患者の死亡率は非

常に高い。デンマーク核内での 190 万人のコホ

ート研究では ASD 者が 20492 人(1.1%)で、死亡

率は一般人口の 1.7-2 倍と高い。また、ASD 者の

83％が行動または神経学的が合併症を有してお

り、両方を併存する者も 32%あった。合併症を有
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する場合、死亡率は 2.6-7.6 倍にのぼる。 

■自閉症に特有な領域 

 健康管理は支援者が定期的に行うが、食事や運

動、喫煙・アルコール、睡眠などライフスタイル

の健康度に重点を置いた日常的なものである（日

本の特定健診のようなものではない）。当事者本

人の身体疾患リスクや健康状態への気づきを促

す目的である。しかし、知的障害、自閉症など意

思の表現やコミュニケーションに困難がある人

の場合、自己決定に必要と思われるケアの間にあ

る種の緊張状態がある。できる限り選択肢を与え、

本人が自己決定できるように支援に努めるとの

こと。生命の危機さらされる等緊急事態は別とし

て、歯痛での以下受診等については自己決定を尊

重し支援者が強要しない方針。保護者の決定権な

ど複雑でデリケートな領域である。 

(4)まとめ 

 ローリッセン博士の研究データからは、就労状

況をアウトカムとした場合に、知的障害の有無に

関わらず義務教育中、早期から ASD 特性への理

解とそれを踏まえた特別支援を受けていた者の

方が予後が良いことが明らかであった。支援なし

で一般就労している者もいた一方で、日中の所属

のない者は、支援のないまま義務教育を修了して

いた者の割合が高く、ASD 症状や問題行動の割

合・精神科的合併症の割合が高かった。これが、

二次障害が深刻化したためなのかどうかは非常

に興味深いところである。また、「所属なし」に

陥った理由として、日本では ASD 特性自体より

も対人関係・コミュニケーションの障害に由来す

るが多いと考えられているが、これらについては

今後詳細を研究するとのことであった。 

 デンマークの医療システムにおいては、日本と

異なり GP の役割が大きいが、発達障害について

の理解度は日本に様々で個人によるところが大

きいようである。一方、児童精神科医の教育課程

も卒後 2 年目以降 5 年をかけて行われ、発達障

害等の診断においても学会が監修した臨床ガイ

ドラインが存在するとのことであり、日本におい

てもある程度標準化された診断・アセスメントの

ガイドラインの作成、専門家の養成（卒後教育）

課程の設置が課題と考えられた。 

 

２）システマイザーSystemizer 

(1)訪問概要 

訪問先 システマイザー・オフィス 

面談者 ピーター・ダイハー氏（Peter Dyhr, 

CEO) 

場所：コペンハーゲン Frederiksborggade シス

テマイザー・オフィスにて 

https://systemizer.biz/en/ 

(2) Systemizer Profile Questionaire(SPQ) 

について 

 ASD と確定診断に至らないが就労にうまく適

応できない、あるいは離職後サポートされてもな

かなか再就労できない一群が存在する。このよう

な当事者は、システム化する能力には長けている

ものの、共感性の乏しさや感覚過敏・対人関係・

過敏さから就労環境に適応できないと推定され

る。このようなプロフィールをもつ者を

systemizer と定義し、当事者を支援する目的で、

Systemizer profile Questionaire(SPQ)がデンマ

ークの Kirsten Callesen と Peter Dyhr により開

発された。英国ケンブリッジ大学の Simon  

Baron-Cohen 博士が提唱する「共感-システム化

理論」及び「超男性脳(EMB)仮説」を基盤とし、

これに感覚と社交（対人関係）に関する過敏性を

加える形で当事者の強みと困難さを評価するス

クリーニング用質問紙である。 

(3)開発者の一人である Peter Dyhr 氏によるＳ

ＰＱ解説 

①デンマークの教育制度について 

 教育は無料（公費）。就学前教育を受ける義務

はないが、両親共働きであることが多いため 1 歳

頃から平日保育施設に通う。３歳になると幼稚園

に移り、その後、9 年間の義務教育を受ける。不

十分な場合、10 年目の 1 年間を寄宿学校で過ご

す。寄宿学校は通常レベルのものとハイレベルの
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ものがある。その後高等学校に進む。その後の進

路は様々である。高校卒業後、”time out”と呼ば

れる gap year を 1～3 年間取る者が多い。従軍、

勤労、海外でのアルバイトなどを行う。これは「異

なる文化や労働に敬意を払う」姿勢を醸成するデ

ンマーク人の文化・伝統に由来する。 

特別支援教育については、通常学級（支援なし）、

通常学級（支援つき）、特別支援学級、特別支援

学校の４つに大別される。特別支援教育は高額に

なる。教育費は全て公費負担だが、この 5 年間、

政府は教育関連予算を削減しており、特別支援を

要する発達障害の生徒を通常学級に入れ始めた

（誤ったインクルーシブ教育）。これに伴い、近

年、不登校や引きこもりが社会問題化している。

不登校・引きこもりが持続すれば、その保護者も

子どもの世話のために休職を余儀なくされ、結果

的に企業・社会の損失となることや、全ての子ど

もに教育を受けさせる義務が法制化されている

ことから、特別支援の再強化が図られつつある。 

②学校健診について 

 教育を受けている期間には、生徒は年 1～2 回

の内科（医師と看護師）、歯科の健診を受ける。

医科は学校内の医務室で受診し、歯科は 15 人程

度のグループ毎にバスでクリニックに行って受

診する。医師・歯科医師は自治の責任で派遣され

る public health 担当の者で、一人が 15 校前後

を担当し巡回するシステムになっている。特別支

援を受けている生徒についても同様に健診を受

ける。健診担当医の発達障害・知的障害への理解

度は様々で、個々による。 

③Systemizer Profile について 

 SPQ の内容は、Baron-Cohen の AQ（自閉ス

ペクトラム尺度；細部への注意・注意の切り替え・

社会的スキル・コミュニケーション・想像力の 5

領域から構成される）、EQ（共感性指数）、SQ(シ

ステム化指数）に加え、SSQ（sensoly/social 

sensitivity questionnaire;感覚過敏と社交過敏

の 2 つのサブスコアから成る過敏性尺度）の 4 つ

の側面、９つのサブスコアから構成される。

Baron-Cohen のオリジナルでは AQ 50 項目、EQ 

40 項目（緩衝項目含むと 60 項目）と SQ 75 項

目であり、得点は各々の質問に対して傾向があれ

ば 1 点が加点されるシステムである。一方 SPQ

は、AQ が 20 項目（5 つのサブスコアで 4 問ず

つ）、EQ が 20 項目（評価を原本と逆転させ、高

得点ほど共感性が乏しいとしている）、SSQ の 2

領域で各 10 項目ずつの計 20 項目、SQ が 25 項

目であり全体で 85 項目から成る。得点は 0/1 の

2 検法ではなく、「少しある」と 1 点、「かなりあ

る/いつもある」と 2 点、なければ 0 点として計

上され、満点は 170 点となる。定型発達者ほど低

得点と考えられる。適応できるのは IQ が 80 ま

たは 85 以上で、年齢としては大凡 13 歳以上と

考えられる（8 歳児に施行した経験もあるが、結

果の理解や利用価値に支障があるらしい）。 

 総得点が 30-50 点では”Organizer”（対人関係

に軸を置いて集団をまとめることができる者）、

50-70 点で ”systemizer 傾向 ” 、 70 点以上

は”classical systemizer”となる。得点の内訳とし

て AQ スコアが 15 点（満点は 40 点）以上なら

ば、A-DOS など何らかの診断ツールにより ASD

の診断がつくレベルと予測される。総得点が高く

AQ が低いケースにおいて、共感性の乏しさや感

覚・社交の過敏性が存在することによる困難があ

ることが示唆されることは、当事者の自己理解・

雇用者側の合理的配慮の双方の観点から就労支

援をはじめとした高機能の発達障害支援に有用

と考えられる。このようなプロフィールを有する

割合は、「まとまった統計はまだないが 25 人に 1

人(4%)程度で女性も多く含まれるのではないか」

とのことである。 

この結果に基づき、有資格のコンサルタントが

各質問項目の回答内容を詳細に分析し個別の詳

細なプロフィールを作成し解説を行い、その後

10 回の個別支援セッションがなされる。コーチ

ングとカウンセリングの技法を駆使しながら認

知的に場面理解・感情理解、対人関係や感覚過敏

についての特性理解、ソーシャルスキル、有効な
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対処行動を学ぶ内容で、毎回実践課題も提示され

るため 1~2 週毎に行われる（このため全機関は

約 3~6 か月）。セッション費用は 2 万 DKK（約

40 万円）で、費用負担は紹介元の企業や自治体

就労支援が担うことが多い。現段階で約 1000 例

を評価・支援しており、修了者の評価としては 3

分の 1 が「人生が変わった（大いに役立った）」、

約３分の１が「役だったが、元々自分でも対処し

ていた」、残りは「よくわからなかった」である。

これは、当事者側の来所経緯や参加姿勢（主体的

な動機づけの有無）に依拠していると判断してい

る。 

コンセプト、評価尺度、セッションの詳細につ

いては、ホームページ http;//systemizer.biz/en

（出ない場合、systemizer biz English 等の検索

語を利用するとアクセス可能と思われる。英語版

とデンマーク語版がある）を参照されたい。 

(4)まとめ 

 SPQ は、AQ・EQ・SQ に加え、感覚過敏・社

交(対人)過敏尺度を加えている点で画期的であ

る。特に、女性を中心とした所謂“閾値下”とさ

れて合理的配慮や支援を受けられないまま社会

適応できずにいるケースにおいて、当事者自身・

家族の特性理解、システム化できる強みを活かし

つつ環境を含めた合理的配慮・支援を考慮できる

点で、思春期以降の年齢層の不登校・ひきこもり

者への支援、また就労支援・産業メンタルヘルス

領域で有用ではないかと思われた。 

参考文献 

池田あゆみ、谷将之ら：アスペルガー障害におけ

る共感指数(EQ)とシステム化指数(SQ)．精神医

学 56(2)；P133-141. 2014 

 

Ｄ．考察―デンマーク調査のまとめ 

本調査は、知的障害および自閉症スペクトラム

障害があり行動障害を有する者への支援の実態

に関する研究として、主にデンマークにおける医

療と福祉・教育の連携から検討した。 

今回の調査対象において、知的障害および自閉

症スペクトラム障害があり行動障害を有する人

の支援としては、ＩＣＦ（国際生活機能分類）に

おける「健康」状態の達成が共通の目標となって

いることが明らかであった。暮らしの中の「健康」

状態を作り出すために、医療サービスの提供、福

祉実践、教育において、それぞれに環境調整や合

理的配慮が徹底して実施されていた。結果として、

デンマークでは近年数年間で、強度な行動障害の

ある人が減少していることも言及された。本報告

では、以下の機関における実践から、暮らしの中

の「健康」状態の形成に向けた環境調整や合理的

配慮等のあり方、および行動障害の軽減に向けた

取り組みを見ることができた。 

 また、今回の調査においては、オーフス大学保

健医療科学院のカーステン・オベル教授、オール

ボー大学病院のマリーン・ローリッセン准教授

(心理学者, PhD)らの調査から新たな ASD 支援

の課題を知ることができた。オベル氏らによると、

ASD者は、ADHDや知的障害、破壊的行動障害、

気分障害を有する者に比べて就労率が低く、教

育・就労のいずれにも属していない者が 12～

24％との報告や、高校卒業から 2 年後には半数

以上が教育・就労のいずれにも属しておらず社会

適応上のリスクが高いと考えられており、さらに、

ASD 者の日中活動や適応行動、QOL について、

当事者本人・保護者からの質問紙による調査デー

タ及び医療情報登録データをもとにした社会適

応状況の実態を把握することが重要であった。そ

の結果、ASD 特性への気づきが早期からあり教

育や支援を受ける機会が早かった人ほど社会適

応が良好であることが明らかにされた。同時に、

早期からの教育や支援が受けられず、不登校や引

きこもりの状態にある ASD に実態把握がさらに

必要であることも指摘されていた。 

ピーター・ダイハー氏によるシステマイザー研

究から、新たな問題提起も受けた。「ASD と確定

診断に至らないが就労にうまく適応できない、あ

るいは離職後サポートされてもなかなか再就労

できない一群へのアセスメントとアプローチ」で
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ある。ダイハー氏らは、SPQ によるアセスメン

トをもとに個別支援セッションを行い、一定の効

果を得てきている。今後も引き続き、こうした新

しい課題へのリサーチが重要であると思われた。 

 

Ｅ．結論 

今回の調査対象において、知的障害および自閉

症スペクトラム障害があり行動障害を有する人

の支援としては、ＩＣＦ（国際生活機能分類）に

おける「健康」状態の達成が共通の目標となって

いることが明らかであった。暮らしの中の「健康」

状態を作り出すために、医療サービスの提供、福

祉実践、教育において、それぞれに環境調整や合

理的配慮が徹底して実施されていた。結果として、

デンマークでは近年数年間で、強度な行動障害の

ある人が減少していることも言及された。本報告

では、以下の機関における実践から、暮らしの中

の「健康」状態の形成に向けた環境調整や合理的

配慮等のあり方、および行動障害の軽減に向けた

取り組みを見ることができた。 
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東京精神科病院
協会誌 別冊第
31回東精協学会
特集 

31 18-21 2018 

樋口輝彦、 

斎藤万比古、 

市川宏伸、 

石崎優子、 

大谷哲也、 

小野沢要 

Fluvoxamine maleate (SME311
0) の小児強迫性障害患者を対
象としたプラセボ対照無作為化
二重盲検比較試験及び非盲検長
期投与試験（第Ⅲ相臨床試験） 

臨床精神薬理 21 371-385 2018 

内山登紀夫 ライフステージに応じた発達障
害の診断、治療、支援 発達障害
の不適応、対応困難ケースの発
生予防と危機介入について 

日本社会精神医
学会雑誌 

26(1) 42-47 2017 

松下慎之介、 

井上雅彦 

小・中学校教員の合理的配慮を
妨げる心理的要因 

米子医学雑誌 68(3-5) 35-40 

 

2017 

井上雅彦 発達障害に対するペアレント・
トレーニングの動向と課題 

臨床発達心理実
践研究 

12 40-44 2017 

井上雅彦 発達障害に対するペアレント・
トレーニングの実際と課題 

発達障害研究 39(1) 87-90 2017 

井上雅彦 応用行動分析から考える家庭に
おける発達障害の理解と支援 

教育と医学 65(8) 4-11 2017 

田中恭子 熊本地震における子どもの心の
ケアの現状と課題 

児童青年精神医
学とその近接領
域 

58(5) 102-106 2017 

市川宏伸， 

小倉加恵子 

なぜ、メンタルヘルスなのか？ 小児内科. 49 639-644 2017 
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村田祐二,  

永光信一郎, 

海老澤元宏, 

廣瀬伸一,  

三牧正和,  

安炳文,  

井上信明,  

加治正行,  

齋藤 伸治,  

星野崇啓,  

田中恭子,  

小倉加恵子, 

作田亮一,  

小川厚,  

種部恭子,  

広瀬 宏之,  

秋山 千枝子 

児童養護施設・乳児院等嘱託医
への実態調査報告〜日本小児科
学会こどもの生活環境改善委員
会報告〜 

日本小児科学会
雑誌  

121 1289-1291 2017 

 


